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序     文 

 
イエメン共和国は、世界で最も基礎教育へのアクセスの男女格差が大きい国であり、初等教育にお

ける総就学率が男子 87％に対し、女子は 63％にとどまっています。このような状況に対し、同国政

府は「2015 年までに 6-14 歳までの全児童に対し、質の高い基礎教育を提供する」との目標を掲げ、

2002 年に 10 カ年国家計画「基礎教育開発戦略」（BEDS）を策定し、基礎教育の拡充、特に男女格差

の是正を推進しています。 
 こうした背景のもと、BEDS 実施を支援するため、JICA は 2005 年 6 月より 3 年 5 カ月間、タイズ

州教育局（GEO）をカウンターパート機関とし、「タイズ州地域女子教育向上計画」を実施中です。

タイズ州内の 6 郡 59 校をパイロット校とし、州・郡の教育行政官の支援のもと、学校と住民による

自分たちのニーズに沿った学校改善計画の策定と、それに基づく学校運営への支援を行っています。 
今般、同プロジェクトの終了時評価を目的として、2008 年 8 月に調査団を派遣し、イエメン政府

や関係機関との間で、プロジェクトの成果や目標達成の確認とプロジェクト終了後の持続可能性に関

する協議を実施しました。  
本報告書は、その調査結果を取りまとめたものであり、後継案件や類似案件に活用されることを願

うものです。ここに、調査にご協力を頂いた内外関係者の方々に深い謝意を表すとともに、引き続き

一層のご支援をお願いする次第です。 
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略 語 表 

略語 正式名 日本語 

BEDP Basic Education Development Project 基礎教育開発プロジェクト 

BEDS Basic Education Development Strategy 基礎教育開発戦略 

BEGIN 
Basic Education for Growth Initiative 
 

成長のための基礎教育イニシアテ

ィブ 

BRIDGE 
Broadening Regional Initiative for Developing Girls’ 
Education 

タイズ州地域女子教育向上計画 

C/P Counterpart カウンターパート 

DEO District Education Office 郡教育事務所 

DFID Department for International Development （英国）国際開発省 
EFA Education for All 万人のための教育 

FC Father’s Council  父会 

FGI Focus Group Interview ﾌｫｰｶｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ･ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

GEO Governorate Education Office 州教育局 

GTZ Deutsche Gesellschaft fur Technische Zusammenarbeit ドイツ技術協力公社 

HT Head Teacher 学校長 
JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 

KfW Kreditanstalt fur Wiederaufbau 復興金融公庫 

MC Mother’s Council 母会 

M/M Minutes of Meeting ミニッツ 

MOE Ministry of Education 教育省 

OJT On-the-Job Training 職場内研修 

PCM Project Cycle management 
プロジェクト･サイクル･マネジ

メント 

PDM 
Project Design Matrix / Program Design Matrix 
 

プロジェクト・デザイン・マト

リックス 
R/D Record of Discussion 合意議事録 

SC School Committee 学校委員会 

SIM School Improvement Manual 学校改善マニュアル 

SIP School Improvement Plan 学校改善計画 

UNICEF United Nations Children’s Funds 国際連合児童基金 

USAID United States Agency for International Development 米国国際開発庁 
WB World Bank 世界銀行 

WFP World Food Program （国連）世界食糧計画 

WSI Whole School Improvement 包括的学校改善 

 





 

評価調査結果要約表 

1. 案件の概要 

国名：  イエメン 案件名: タイズ州地域女子教育向上計画 

分野： 基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

協力金額（評価時点）：4.5 億円 

所轄部署： 
人間開発部  第 1 グループ

（基礎教育）基礎教育第 1 課 
相手国実施機関：イエメン教育省（MOE）  
タイズ州教育局（GEO） 

(R/D)： 2005 年 3 月 23 日 日本側協力機関：JICA 

協力期間 3 年 5 カ月間 
（2005.6.22-2008.11.30） 

他の関連協力：教科書印刷所整備計画、小中学校

建設計画（第 1 期、第 2 期）、サナア小中学校建設

計画（第 1 期） 

1-1 協力の背景と概要 
イエメンは、世界で最も基礎教育アクセスの男女格差が大きい国である。初等教育（1-6 年生）の

総就学率は男子 87％に対し、女子は 63％であり、成人識字率は男性 73％に対し、女性は 35％にとど

まっている。このような状況のもと、同国は｢2015 年までに 6-14 歳の全児童に対し質の高い基礎教育

を提供する」との目標を掲げ、2002 年に 10 カ年国家計画｢基礎教育開発戦略｣（BEDS）を策定し、

基礎教育の拡充、特に男女格差の是正を推進している。イエメンは 2002 年より行政の地方分権化を

進めているため、BEDS も地方分権やコミュニティ参加を重視している。しかしながら、現状として

は、地方教育行政官（州・郡）の計画立案能力や学校関係者（校長・教員等）の学校運営能力、コミ

ュニティの教育への参画、のいずれも十分ではなく、国レベルで策定した BEDS を地方レベルで実施

していくうえでは、これら関係者の能力向上が喫緊の課題である。 
 こうした課題に対し、イエメン政府から BEDS 実施を支援するための技術協力要請がなされ、JICA
は 2005 年 6 月より 3 年 5 カ月間の予定でタイズ州教育局（GEO）をカウンターパート機関（C/P）と

し、「タイズ州地域女子教育向上計画」（BRIDGE）を実施中である。本プロジェクトは、学校・地域

住民主体の女子教育を促進する地方教育行政モデルを開発することを目的とし、地方行政・学校・地

域住民の三者が参画する女子就学推進のパイロット活動（パイロット事業対象 6 郡、59 校）の実施を

通じ、州教育局の行政能力向上、教育へのコミュニティ参加の推進、学校運営能力の改善に関する協

力を行っている。本モデルの開発プロセスを通じ、この三者が地域ニーズに沿った教育計画・実施能

力を身につけ、持続的な教育開発のために各々が果たすべき役割が明確になることが期待されてい

る。 
 
1-2 協力内容 
（1）上位目標             
タイズ州（パイロット 6 郡を含む 23 郡）において女子生徒の基礎教育へのアクセスが向上する。

（2）プロジェクト目標     
タイズ州の対象郡において、女子教育促進に有効な地域住民・学校主体の地方教育行政モデルが開

発される。 
 



 

（3）成果（アウトプット）               
ア タイズ州の地方教育行政能力が育成される。 
イ 基礎教育改善事業への地域住民参画が活性化される。 
ウ 学校関係者（校長）の学校運営能力が向上する。 
エ BRIDGE モデルを対象校・郡以外に普及するための活動が開始される。 

 
（4）投入（評価時点・一部確定した予定を含む） 
日本側： 

短期専門家派遣 
研修員受入 

8 名 78 M/M 
3 名 1.5M/M 

現地業務費 
（うち学校運営資金  

181,324 千円 
52,200 千円) 

相手国側：        
カ ウ ン タ ー パ ー ト 

配置 
5 名（タイズ州教育局）

21 名（郡教育事務所） 
ローカルコスト負担 プロジェクト事務所の

提供 

2．評価調査団の概要 

総    括： 水野敬子  JICA 国際協力専門員 

協力計画： 
徳田由美 JICA 人間開発部 第 1（基礎教育）グループ 
基礎教育第 1 課 職員 調査者 

評価分析： 池田悦子 株式会社オーピーシー 開発コンサルタント 

調査期間 2008 年 8 月 1 日～2008 年 8 月 22 日 評価の種類：終了時評価調査 

 
3．評価結果の概要 
3-1 実績の確認（アウトプットの達成度） 
(1)プロジェクトの成果（アウトプット） 
PDM の指標から以下のとおり成果は達成したと評価できる。 
(ア) タイズ州の地方教育行政能力が育成される。 
プロジェクトは、BRIDGE チームとして州教育局（GEO）の 5 名と 6 郡の郡教育事務所（DEO）の

計 21 名を集中的に育成してきた。BRIDGE チームメンバーはガイドラインに明記してある役割と責

任を十分に理解し、それぞれの業務に当たっている。また、BRIDGE 運営サイクルに関しては、最終

化に向けて作成中のガイドラインに全手順が記してあり、BRIDGE-GEO、DEO チームともにこれを

十分に理解し、事業実施に活用することができるようになっている。DEO メンバーの中には、すで

に他郡、他州で BRIDGE 運営モデルのトレーナーを行う者もいる。 
 

(イ) 基礎教育改善事業への地域住民参画が活性化される。 
全般的に、住民による学校運営参加によって、学校が改善され、女子と男子の入学を促進したと

DEO では認識している。エンドライン調査によると、88.1%の校長が、住民参加促進の重要性を認識

しており、78.1%の親が学校へ喜んで力を貸すと回答している。地域住民たちは、学校委員会（SC）
の委員として学校改善計画（SIP）策定に参画するもの、教室やトイレの建設に労働力を提供するも

の、石、砂、木材など建築資材を提供するもの、学校の庭に木を植えるもの、清掃や装飾に力を貸す



 

もの、など様々である。エンドライン調査によると、男女は平等に教育を受ける権利を持つと答えた

親は 92.0%であり、多くの親が、娘を大学にまで送りたいと希望するようになっている。学校改善計

画の中で雇った女子教員は、学校を女子にとって行きやすい場所にするとともに、女子教育の重要性

を示すロールモデルとしても機能している。 
女子の教育を促進した効果的な手段は、女性教員の雇用のほかに、清潔な女子トイレの建設、柵の

建設、男女別の教室の配置、宗教リーダーによる女子教育促進の宗教メッセージ、学校ラジオによる

学校活動のアナウンス、家との輸送手段の提供、学校委員会と教師による家庭訪問と両親の説得、な

どが挙げられる。これらの活動により、2 年次からは多くの学校において女性の参加が増加した。例

えば、代表的な女性向けの活動である識字教室は、2 年次に 33 校、3 年次には 36 校で実施された。

裁縫教室は 2 年次に 11 校、3 年次には 19 校で実施された。これらの女性たちの学校参加により、年

長の女性が学ぶことへの恥じらいが薄れ、一度は学校を中退していた女性たちが小学校 4-5 年生に再

入学するなどの動きも見られるようになった。 
 

(ウ) 学校関係者（校長）の学校運営能力が向上する。 
校長たちは自らの BRIDGE 実施に関する役割と責任を十分に理解し、教育の質の改善のために、学

校経営、教育内容の改善、生徒と教師の関係向上に取り組んでおり学校運営能力が向上したと評価で

きる。計画内容も、学校環境の改善から授業計画、現職教員の研修まで多岐にわたっており、DEO
の指導が活かされるようになった。エンドライン調査によると、校長同士の情報交換が、プロジェク

ト活動の利点として校長により高く評価されている。 
 ベースライン調査時には、男女が平等に教育の権利を有すると答えた校長は、わずか 9.4％であっ

たが、エンドライン調査では、96.6%と劇的に上昇した。女性が社会でプロフェッショナルとしての

キャリアを持つべきという考えを支持する校長は、ベースライン調査では 17.0%、エンドライン調査

では 64.4%となった。 
 

(エ) BRIDGE モデルを対象校・郡以外に普及するための活動が開始される。 
2008 年 6 月に、関係者ら 450 名を招き、タイズ市にて経験共有ワークショップが開かれ、BRIDGE

の経験が多数の参加者に共有された。2008 年 7 月 12 日には、約 47 名が参加して、主に BRIDGE ガ

イドラインの共有ワークショップを実施した。ニュースレターに関しては、1～4 号までは GEO チー

ムと日本人専門家が共同で作成してきたが、5 号からは全面的に GEO チームが編集を担当した。さ

らに、郡内の学校が集うオープンデーは、3 年次には全 6 郡にて開催した。DEO が企画、予算作成か

ら実施まですべてを手がけ、他村からも多くの村民が自由に参加し、生徒、教師、両親、学校委員会

により、女子教育促進と学校改善計画の様々なプレゼンテーションが行われ、多くの良好事例が共有

された。これらの実績により BRIDGE モデルを普及するための活動が開始されたと判断できる。 
 
 (2) プロジェクト目標 
「タイズ州の対象郡において、女子教育促進に有効な地域住民・学校主体の地方教育行政モデルが

開発される。」 
 

 ドラフト・ガイドラインは 2007 年 8 月から作成され、DEO や学校委員会での活用の際の意見を反

映して、たびたび改訂を重ねている。BRIDGE の説明とともに、対象校での良好事例が細かく織り込



 

まれて、学校関係者に共有しやすい作りとなっている。2008 年には、最終版のドラフト段階で、GEO
からタイズ州関係者へ説明会を開催し、ドラフト最終版を教育省にも共有している。そのうえで、ド

ナーへの回覧、ワークショップでの協議を同年 10 月末に予定し、最終化する見込みである。 
 女子教育の促進に関しては、結果として、対象 59 校における男子一人当たりに対する女子就学

比率の平均は 0.79 であり、目標値（0.78）を達成している。しかしながら、郡によって比率には大き

くばらつきがあり、例えば Dhuhab 郡では 1.04 である一方、Maqbana 郡では未だ 0.50 にとどまってい

る。なお、就学生徒数は男女とも毎年増加しており、エンドライン調査の最終結果によれば、2004
年と 2007 年を比較すると、女子生徒は、6,281 人から 9,433 人に、男子生徒は、9,312 人から 12,003
人に増加しており、BEIDGE の成果の一つといえる。 
 
3-2. 5 項目評価 

項目 評価結果の要約 

妥当性 
Relevance 

プロジェクト目標と上位目標は、イエメンの国家教育政策である基礎教育開

発戦略（BEDS）の各方針と合致しており、また日本の教育セクターの援助

枠組みである「成長のための基礎教育イニシアティブ」（BEGIN）や日本の

対イエメン ODA 政策、JICA の対イエメン援助戦略にも合致しているため、

妥当性は極めて高いといえる。 
日本の援助の優位性としては、学校とコミュニティにオーナーシップを持た

せたボトムアップの学校運営改善アプローチが挙げられる。他のドナーに先

んじてイエメンの僻地で住民参加による学校改善計画の立案と活動の実施

を試行し、実証した意義は大きい。 
有効性 
Effectiveness 

プロジェクト目標は、2008 年 11 月のガイドラインの最終化と関係者への共

有によりすべてが達成される見込みであり、有効性は高い。 
BRIDGE ガイドラインの核となる学校改善マニュアル（SIM）には、女子教

育推進と住民のイニシアティブによる学校改善のアプローチが分かりやす

く説明されているが、このマニュアル作成のプロセスこそが、学校委員会、

校長、DEO と GEO の協働による BRIDGE モデルづくりそのものとなった。

ガイドライン・ドラフト版は、すでに他郡や関係機関に各種イベントなどを

通して共有されており、DEO の数名は、他州にて BRIDGE 紹介のトレーナ

ーとして招かれ、モデルの有効性を立証することとなった。 
女子就学比率の上昇に関しては地域格差が大きく、平均は 0.79 を達成してい

ても、例えば、Dhuhab 郡では、1.04 である一方、Maqbana 郡では、いまだ

0.50 にとどまっている。女子教育推進に関する当プロジェクトの有効性に関

しては、中退の理由などを含めて、さらなる分析が必要と考えられる。 
効率性 
Efficiency 

成果はほぼ達成されており、モデルを確立し、州内の他郡への普及の基盤を

作ったという観点から考えると、効率性は高い。2007/2008 年にはすでに、

イエメン側からの投入として、タイズ州政府から学校改善計画資金として 1
校につき320,000YERが全59校に供与された。モニタリング費用に関しては、

教育省（MOE）から 2007/2008 年に 500,000YER が供与されたことも大きい。

さらには、日本の草の根無償資金協力や他ドナーの類似事業との連携も見ら

れる。 
インパクト 
Impact 

コミュニティ、郡、州政府や国家政策へのインパクトは高い。上位目標であ

る、タイズ州全体の女子の基礎教育へのアクセスの向上にも、BRIDGE モデ

ルの普及が寄与する見通しは高い。 
教育省によるNational Program on School-based Managementが学校交付金シス

テムを組み立てる際に、BRIDGE の学校改善計画のアプローチが影響を与え



 

ている。また、世界銀行、英国国際開発省（DFID）、オランダ大使館による

基礎教育開発プロジェクト‐包括的学校改善（BEDP-WSI）プログラムが使

用するマニュアルは、BRIDGE のガイドラインとほぼ同様のものである。加

えて、ユニセフ（UNICEF）の Child Friendly School Program においても、

BRIDGE のマニュアルを参考にしている。 
さらに、コミュニティの結束、共同作業による団結、女性の意識の変容、女

性のステレオタイプの変化、住民の社会的態度の向上など、コミュニティへ

の正のインパクトが見受けられる。 
自立発展性 
Sustainability 

州政府による各校への資金供与も実現し、対象 59 校が自立発展的に学校改

善を進めるという見込みは高いといえることから、自立発展性は、ほぼ妥当

といえる。 
BRIDGE-GEO メンバーの 5 名と各郡の BRIDGE-DEO メンバーは、本プロジ

ェクトの実施により大きく力を伸ばしているが、GEO や DEO の組織強化と

既存のリソースの活用については、普及に向けての課題である。タイズ州政

府は、今後も毎年 60 校ずつ新規校を増やし、BRIDGE モデルを普及してい

く見込みであるため、2009/2010 年の対象校に対する予算は組まれているが、

その後の全州の対象候補校に関する見通しは立っていない。加えて、州から

の学校改善計画資金には使途制限が依然見られるため、住民のニーズに応じ

た資金運用の自在さが制限されるおそれがある。 
また、学校改善計画資金で雇われている契約教員 172 名のうち 129 名は、2008
年 8 月現在、教育省による正規職員の認定待ちの状態である。すべての契約

教員が今後も安定したステータスと収入を得る方策は十分とはいえない。 
 

3-3. 効果発現に貢献した要因 
(1) 計画内容に関すること学校委員会が策定した学校改善計画を、彼ら自身の手で実施するボトム

アップ・アプローチは、住民のニーズをとらえた計画づくりに貢献した。学校に運営資金を直接送金

する方法も、学校の自主性とオーナーシップを高めた。 
(2) 実施プロセスに関すること 

BRIDGE-GEO と DEO チームは、対象 59 校の学校改善計画にあたって、集中的に BRIDGE 業務に

あたり、月例会合により専門家も交え、密に情報を共有した。このプロセスが彼ら C/P のオーナーシ

ップを醸成している。 
 学校レベルでの学校改善マニュアルは、校長と学校委員会と DEO の間で十分に活用され、試行錯

誤の中から、幾度も改訂版が生み出されていった。このマニュアルを土台にして作成された BRIDGE
ガイドラインは、イエメンでは初の試みであったため、すでにドラフト版は他ドナーや他州からも注

目をされている。 
 
3-4. 問題点及び問題を惹起した要因 
(1) 計画内容に関すること 
特になし。 

(2) 実施プロセスに関すること 
GEO の DEO に対するトップダウンの職務態度が、現場での学校改善計画実施で能力を強化した

DEO の反発を生むことがあったが、BRIDGE ガイドラインの中で GEO と DEO の役割分担を明確に

していくことで、解決されてきている。 
 



 

4. 結論と提言 
4-1.結論 
 本案件により導入されたアプローチは、女子の基礎教育へのアクセス改善に向けて、コミュニティ、

学校、DEO、GEO の協働体制を強化し、対象地域における基礎教育就学率における男女格差の是正

に貢献しており、各レベルの主要な関係者は、BRIDGE 実施のために必要な能力も習得したことが確

認された。さらに、BRIDGE 実施に対して、タイズ州政府による政策面での支援と財政面でのコミッ

トメントがすでに得られていることからも示されるとおり、イエメン側関係者のオーナーシップとイ

ニシアティブも高まっている。BRIDGE の実施により得られた成果は、タイズ州にとどまらず、教育

省や他のドナーの学校運営改善プログラムに大きな影響を与えていることも認められた。 
BRIDGE 対象校の多くでは、女子教育を阻害する問題として教員不足を挙げており、学校改善計画

の一環として、学校とコミュニティが、地元出身の教員を採用、雇用管理を行った。本案件は、実践

を通して、地理的に不利な条件にあるイエメンの遠隔地域が抱える教員不足の問題に対して、ボトム

アップのアプローチが有効であることを示している。 

その一方で、プロジェクト終了後の自立発展性に関する主要な課題として、僻地での教員不足に対

する継続的な対応方法の検討が挙げられる。契約教員に関しては、本案件の実施を通して抽出された

成果や課題を包括的な見地から分析・レビューし、持続可能な制度の構築に向けて BRIDGE モデルに

おける契約教員の位置づけを整理することが肝要である。 
BRIDGE モデルが、タイズ州の地方教育行政における既存のメカニズムに統合され、基礎教育への

女子のアクセス改善に向けて州内の他の郡や学校に普及していくために、関係者（教育省、GEO、

DEO、タイズ州政府、日本人専門家）は、とりわけ以下に挙げる点について、引き続き検討していく

ことを提言する。 
 
4-2 提言 
(1) タイズ州における BRIDGE の自立発展性に関する課題 

 研修・モニタリング予算の確保 

研修・モニタリング活動は、学校資金の確保に加えて BRIDGE モデルの不可欠なコンポーネントで

あるが、2008 年第 4 四半期における研修・モニタリングに関する活動経費は未だ確保されていない。

日本の協力期間終了後の BRIDGE の効果的実施に向けて、教育省は、2008/2009 年の研修・モニタリ

ングのための予算確保を含めた必要なアクションをとり、将来的には、通常の研修プログラムや、GEO
の活動計画に基づいた通常業務の一環として統合されることが望ましい。 
 

 タイズ州の政治的リーダーに対する BRIDGE モデルの有効性に関するアドボカシー 
タイズ州における継続的な財政面でのコミットメントを確保し、さらに強化していくために、

BRIDGE モデルの有効性について、政治的リーダーへの継続的なアドボカシーが重要である。 
 

 学校交付金の効果的な支給メカニズムの確立 

タイズ州から BRIDGE 対象校に対して学校運営資金の供与が開始された一方で、本案件で試行した

方法がそのまま採られたわけではないため、その支給方法に関する手続きコストや事務処理にかかる

学校への負担が大きかった。イエメンの教育セクターにおける BRIDGE の経験は、実践に基づいた機



 

能するメカニズムとして、国家や州レベルの政策策定の際に検討されることが望まれる。その際、必

要であれば、地方分権化に則した効果的な財政管理を促進するための法律や規則の改正や制定を遂行

するとともに、効果的な財政遂行のための能力構築を推進することが肝要である。 
 

 達成レベルの低い学校に関する分析とモニタリング強化 
プロジェクト目標の指標として、ターゲット校における小学校 1-9 年生の就学児童・生徒における

男女比率の平均値が設定されており、これに基づくとプロジェクト目標は達成したと判断される。し

かしながら、各校の達成レベルをみると、「学校間」や「郡間」における差異が著しい。このように、

学校別の達成レベルは一様ではないため、とりわけ達成レベルの低い学校については、細かな分析に

より阻害要因を抽出し、これに対応していくことが肝要である。 
 

 BRIDGE の通常業務への統合を通した郡教育事務所の組織能力の強化 
今後、BRIDGE が郡内で普及していくためには、BRIDGE 実施を、DEO の通常業務、とりわけ、学

校への指導業務などに組み込んでいく必要がある。BRIDGE チームメンバーは、各種インスペクター

（財務、学校環境、教授法など）を含む DEO の幅広い人材を研修、強化し、DEO の通常の業務に

BRIDGE のアプローチが組み入れられることを推進していくことが求められる。 
 
(2) BRIDGE の効果的普及のための課題（モデルの有効性の強化に向けて） 

 契約教員の採用と継続的雇用のための適正な仕組み作りの検討 
本案件が採り入れた学校によるニーズベースの契約教員採用メカニズムは、継続性や質確保の観点

から十分に分析し、検討を加えていく必要がある。分析結果に基づいて、BRIDGE と JICA 専門家チ

ームは、BRIDGE 実施における教員採用に関する共通ルールと手続きを明確にし、DEO、GEO、教育

省およびタイズ州政府と合意することが肝要である。そのプロセスにおいては、地元出身の契約教員

の採用や継続的雇用に関して、学校委員会や DEO、GEO、教育省、さらにはタイズ州政府の役割や

責任範囲を協議し、契約教員の雇用に関する意思決定プロセスを含み、各ステークホルダーに求めら

れる役割について、技術、管理、財政面から定義していくことが重要である。合意された共通ルール

や手続き方法については、ガイドラインの最終版に含めることが望まれる。  
 

 契約教員の質を担保するための手段と予算の確保  

将来的に BRIDGE を実施するにあたっては、すべての契約教員が一定の質を伴うよう、教育省が適

切な体系的な研修を提供していくことが強く望まれる。 
 

 学校交付金の適正レベルの検討 

適正な交付金のレベルは、各学校の状況、例えば、すでに存在する人材、資金、生徒数、学校施設

の状況、地理的条件などにより異なる。イエメン教育セクター全体の財政状況を勘案し、BRIDGE モ

デルの中核的アプローチ（住民参加、財務管理における透明性の確保、計画から評価に至る一貫した

説明責任の遂行）を維持することを念頭に置きつつ、学校の個々の状況に応じて、適正なレベルの学

校交付金が検討されることが望ましい。 

さらに、学校、郡、州、教育省の各レベルにおいて、配賦された予算が目的遂行のために効果的に

活用されるよう、管理・マネジメント能力を構築していくための手段やそのための予算があわせて担



 

保されることが肝要である。 

 

(3) その他の提言 

 同様のプログラムにおける実施手続きの調和化の促進 

学校主体の経営推進に関連する国家プログラムを含め、同様の試みに取り組んでいるドナーにおいては、

不要な重複を避けるために、実施手続きの調和化に向けてのさらなる努力が必要である。さらに、政策と法的

枠組み、実資金枠組みを効果的に調和させていくことが肝要である。 

 

5．教訓 
本案件の実施を通して得られた他の類似案件への主な教訓として、以下の 3 点を挙げる。 
 プロジェクト目標に即したターゲット郡の選択基準の設定 
今回対象となったいくつかの郡は、基礎教育への就学における男女格差という基準のみで選択され

たわけではなかったため、プロジェクトの実施を通して、その目標である男女格差是正への正確なイ

ンパクトが把握できないケースがあった。こうした点からも、プロジェクト目標に即した指標に基づ

いてターゲットグループを選択することが肝要である。 
 

 基礎教育への女子のアクセス改善のための質を測る追加的指標の設定 
本案件の PDM1 には、女子教育の促進に貢献する質を見る指標が含まれていない。学校へのアクセ

ス改善と教育の質的改善は、女子教育推進には同様に重要な課題であり、類似案件においては、質を

把握できる追加的指標を設定することが重要である。 
 

 対象グループの多様性の把握・分析（達成レベルの差異を形成する要因の把握） 

本件のように、教育における男女格差是正に有効な地方教育行政モデルの提示を目指すような案件

においては、平均値からは把握できない対象グループの多様性に着目し、個々の状況を可能な限り詳

細に把握し、傾向分析を行うことが不可欠である。案件関係者は、平均値化された指標は、異なるグ

ループ間（例えば学校、地域、学年など）に存在する格差が見えなくなる危険性があることを十分に

認識したうえで、協力の経過段階や、協力後におけるモニタリング、評価の視点を改善していくこと

が求められる。                 
以上

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

Summary of the Evaluation 
I. Outline of the Project 

Country: Yemen 
Project Title: Broadening Regional Initiative for 
Developing Girls’ Education (BRIDGE) Program in 
Taiz Governorate 

Sector: Basic Education 
Cooperation Scheme: Technology Cooperation 
Project 
Total cost (as of the time of evaluation): 4.5 billion 
Japanese yen Division in 

Charge: 

Basic Education Team I, Group I 
(Basic Education), Human 
Development Department 
 

Implementing organization in Yemen: 
Taiz Governorate Education Office  

(R/D) 23 March 2005  Organization in Japan: JICA 
Cooperation 
Period 

Three years and five months 
（2005.6.22–2008.11.30） 

Related Cooperation: School Construction in Taiz, 
Ibb and Sanaa (Grant Aid), Classroom renovation in 
Taiz (Grassroots Grant Aid) 

1-1 Background of the Project 
The Government of Yemen has considered that education is fundamental to its development. In 2003, the 
Ministry of Education (MOE) developed its Basic Education Development Strategy (BEDS) for 
2003-2015, and has been carrying out the promotion of girls’ education as one of vital policies of 
education in Yemen. Along this line, the Government of Yemen and the Government of Japan agreed to 
implement the BRIDGE Project on 23 March 2005. The Project started in June 2005 and will be 
completed in the end of November 2008.  
 
1-2 Project Overview 
(1) Overall Goal 
Girls’ access to basic education in Taiz Governorate is increased. 
(2) Project Purpose 
The effective model of regional educational administration based on community participating and school 
initiatives is developed for improving girls’ access to educational opportunities in the targeted districts in 
Taiz Governorate. 
(3) Outputs of the Project 
Output 1 
Taiz Governorate’s capacity on regional educational administration is enhanced. 
Output 2 
Community participation in basic education is activated in the targeted areas. 
Output 3 
School management capacity is enhanced in the targeted areas. 
Output 4 
Steps for disseminating the BRIDGE model beyond the pilot schools and the target districts are initiated.
 



 

(4) Inputs (As of the time of evaluation, including some fixed plans) 
Japanese side: 

Short-term experts 
Accepted trainees 

9 experts 78 M/M 
3 trainees 2 M/M 

Equipment 
provided 
Operation cost 

2 cars, 6 motorbikes, and 
office equipment 
5.4 million yen in total for 59 
schools (2005-2008) 

Yemeni Side: 
C/P staff 5 members (Taiz GEO) 

21 members (District 
Education Officers: 
DEOs） 

Local cost  Provision of project office, 
School grant for School 
Improvement Plan and 
Monitoring fee for GEO and 
DEOs (2007/2008) 

II．Evaluation Team 

Leader:  
Dr. Keiko Mizuno 

Senior Advisor(Education), JICA 

Cooperation Planning:  
Ms. Yumi Tokuda 

Program Officer, Basic Education Team I, 
Human Development Dep., JICA 

Members of the 
evaluation team 
 

Evaluation and Analysis:  
Ms. Etsuko Ikeda 

Consultant, O.P.C. Corporation 

Evaluation Period 8.1- 8. 22, 2008 
Evaluation type: Terminal evaluation 
 

III. Overview of Evaluation Results 
1. Current achievements of the Project 
(1) Outputs 
(a) Taiz Govenorate’s capacity on regional educational administration is enhanced. (Target GEO and 
DEOs)  
The Project team has been intensively developed capacity of 5 GEO members and 21 DEO members as 
a BRIDGE team. Both GEO and DEO team members clearly understood their roles and responsibilities 
written in the Guidelines and implemented their duty according to the BRIDGE cycle. The self 
confidence was observed among DEOs as two members from Mokha and Mawiyah district were 
selected as trainers for BEDP-WSI Program and already conducted sharing workshops to introduce 
BRIDGE model to other donors and Governorates.  
 
(b) Community participation in basic education is activated in the target areas. (Tartget SC, FC and MC) 
 
Most DEOs noticed improvement of community participation, activation of SCs and leadership of HTs 
in target schools. Both HTs and parents realized the importance of community participation for school 
improvement and collaborate together to enhance girls’ education and women’s participation. According 
to the Endline survey, 88.1% of HTs agreed that they understand the importance of community 



 

participation and 78.5% of parents who are willing to help school activities.  Parents and community 
people contributed their labor to construct new classrooms, fences and toilets. The material for 
construction such as stones, sand and wood was purchased or donated by them.  In some schools, 
parents planted trees in the school yard and continued to water them to make good environment. The 
school environment was much improved by community contribution.   
According to the Endline survey, parents want daughters to continue studying even to university. Parents 
who fully agreed on equal rights to receive education is 92.0%. The female contracted teachers had a 
positive impact to send girls to the school as they acted as role models in the community. Besides female 
contracted teachers, following activities were noticed as effective measures to promote girls’ education 
in common; construction of female toilets, making separate class rooms for girls and boys, construction 
of fence of the school, distribution of the cassette tape included drama story and message from famous 
religious leaders, setting school radio to announce information and activities of the school to community, 
and visiting houses in the community to persuade conservative parents.  
Each target school has an obligation to start at least one activity to encourage women’s participation to 
school. Literacy classes and sewing classes are the most popular to involve women. By 2008, 36 literacy 
classes and 19 sewing classes are established. The number of the class is increased and gave positive 
impact on women’s participation to school activities. For example, women who attended to the class 
want to involve in school management and even want to be a student of G4-5 after they finished literacy 
course. They can also generate income by the skill obtained and contribute to upraise living condition.  
 
(c) School management capacity is enhanced in the targeted areas. (Target HTs)  
HTs learned and understood the definition of quality of education in SIP and have been tried to improve 
their schools by organizing daily administrative tasks, basic teaching skills and student and teachers 
discipline. HTs became confident to plan SIP to enhance their quality of education. Their needs became 
much specific and planning procedure is advanced by the guidance of DEO and JICA experts. In the 
Endline survey, most HTs appreciated to be able to share information with other HTs in the project 
activities. According to the End line survey, 96.6% of HTs (baseline 9.4%) think girls should have equal 
opportunity to basic education to boys. 64.4% of HTs (baseline 17.0%) agree that females have 
professional careers in a society.  
 
(d) Steps for disseminating the BRIDGE model beyond the pilot schools and the target districts are 
initiated.  
In June 2008, the celebration workshop to share BRIDGE experience among GEO, DEOs, SCs, Taiz 
authority, donors, media and other district members was held by inviting 450 people in total. On July 12, 
2008, the sharing workshop was held by inviting 47 participants such as GEO members, senior officers 
from Governor office, people from target districts, and new target districts. These workshops were held 
under supervision of the GEO team. The version 5 of newsletter was edited only by GEO team and 
included articles on girl’s education and community participation in Taiz Governorate. The editorial 
meeting of version 6 is held in August 2008 led by the GEO team. In 200/2008, Open Day was held in 



 

all 6 districts. DEO in each district planed all the activities and the method of school improvement and 
girl’s education was presented by students, parents, SCs. HTs, and teachers. The participants were able to 
share good practices which were applicable to their own community. 
 
(2) Project Purpose 

The effective model of regional educational administration based on community participating and school 
initiatives is developed for improving girl’s access to educational opportunities in the target districts in 
Taiz Governorate.  

(a) Guideline is in place and understood by stakeholders  

The Draft Guidelines was developed in August 2007 and modified by utilizing in planning SIP workshop 
by DEOs and SCs in 6 target districts. The system and process of BRIDGE model was explained in 
details and good practices of school improvement and promotion of girls’ education were included in the 
Guidelines. In 2008, the GEO team held several workshops to upgrade the contents of the Guidelines 
and asked feed-back from DEOs, SCs, HTs, MoE, donors, and other related department.  In the end 
October 2008, finalized Guidelines will be presented among those related agencies.   

b) GEO’s capability to implement BRIDGE model 

Since new GEO team was formed in April 2007, all five members of the team attended to the annual SIP 
workshop in the community to supervise planning and budgeting activities for target 59 schools. 
Through these OJTs, the GEO team has understood the whole process of SIP and community 
participatory approach. In the DEO monthly meetings organized by GEO and JICA experts, GEO and 
DEOs share their progress and problems and exchange ideas.  

c)Female student ratio against male students 

The average ratio of target 59 school in 2007/2008 is 0.79. The target indicator (0.78) is achieved. 
However, there is a gap among districts. For example, the ratio of Dhuhab marks 1.04, while the ratio of 
Maqbana still remains 0.50.  

d) Total number of students  

The total number of girls and boys at 59 target schools is increasing year by year. Comparing 2004 and 
2007, the number of male students has increased from 9.312 to 12,003, while, the number of female 
student has increased from 6.281 to 9.433.  
 
 (3) Overall Goal 
Girl’s access to basic education in Taiz Governorate is increased.  
 
The comparison of female students’ ratio against male students of 2003/2004 and 2007/2008 in Taiz 
Governorate is 0.79 and 0.82. The ratio has been increased in the last 4 years. Regarding the progress 
observed, the ratio is expected to be increased in coming 5 years.  
The Local Council and GEO committed to disseminate BRIDGE model to other districts by allocating 



 

budget for School improvement, training, monitoring and other events. The estimate total budget for 
2009/2010 to conduct BRIDGE model in ongoing and new target schools (119 schools in total) was 
already prepared. As GEO is now planning to add each 60 schools every year in Taiz Governorate, 300 
schools in disadvantage areas will be covered in 5 years. In addition, among 700 schools in Taiz 
Governorate has already formed SCs to be ready for SIP.  
 
2. Evaluation by Five Criteria 
(1) Relevance:  
・ Relevance is quite high because the promotion of girl’s access to basic education has been addressed 

in policy documents of both the Yemen government and the Japanese government. 
・ The needs of the target groups were filled by a bottom-up approach. 
・ BRIDGE project is the first one which verifies the effectiveness of community-based school 

improvement in Yemen. The approach is relevant to the concept of whole school improvement of the 
National Program on school-based management. 

 
(2) Effectiveness:  
・ Effectiveness is high as promotion of girls’ education with community participation has been 

effectively introduced in the SIP. Project purpose is almost achieved. 
・ The Guidelines includes all the requirements to implement BRIDGE system and it has already been 

utilized by other programs such as BEDP-WSI program and Child-friendly school program in Taiz 
Governorate. 

・ There is a gap of female student’s ratio against male students among target schools. The reason of 
low ratio under 0.50 should be further analyzed to verify effectiveness of the model. 

 
(3) Efficiency:  
・ Outputs are mostly achieved: Capacity of GEO and DEO was almost developed; community 

participation is activated; school management capacity is enhanced in target areas; and steps for 
disseminating the BRIDGE model are initiated. 

・ Considering that the project has been built the model of whole school improvement which can be 
disseminated to all Taiz Governorate and other Governorates in Yemen, the inputs are quite 
reasonable.  

・ In 2007/2008, Yemen side already contributed the school grant for SIP and monitoring fee to 59 
target schools.  

・ Efficiency is relatively high because the Project incredibly activated community participation and 
enhanced school management capacity of SCs and HTs in the remote areas through intensive 
training and monitoring by BRIDGE-GEO and DEO team.   

 
(4) Impact:  
・ Girl’s access to basic education in Taiz Governorate is increasing. 
・ The positive impact on both the national policy of Yemen and other donors to present the model of 

whole school improvement is high. The National Program on school-based management adopted the 
BRIDGE model for school improvement.  

・ The Guidelines of the Project has already been linked with the manuals produced by BEDP-WSI and 



 

UNICEF. The direct money transfer to schools also made remarkable influence to MOE and other 
donors. 

・ The positive impact on social, cultural and environmental has been observed in the community such 
as change of women’s perception and attitude, recovery of community unity and harmony, and 
change of girl’s stereotype.  

・ The impact is very high considering the positive influences of the BRIDGE model to all the level 
such as communities, districts, governorate and the nation.  

 
(5) Sustainability: 
・ Sustainability of school improvement in 59 target schools is high as the local authority has strongly 

committed to continue to support the schools in 2009/2010 as well as 2008/2009.  
・ Considering the dissemination of the BRIDGE model to other districts in all over Taiz Governorate, 

though GEO is planning to add 60 schools as target schools every year, prospects to cover all the 
remaining potential target schools has not been prepared yet. The limitation of usage of Governorate 
budget should be modified to meet the needs of whole school improvement. GEO and DEO’s skill 
on budget management needs to be strengthened.  

・ Although the BRIDGE-GEO and DEO members were intensively trained by JICA experts to be core 
strategic members of the Project, transfer of the skills and knowledge to other staff in GEO and 
DEOs is a remaining issue to strengthen existing institutional development for dissemination.  

・ The permanent status of BRIGDE contract teachers is under consideration of MOE. Mechanism of 
hiring local teachers in remote areas should be taken account to sustain school activation and 
improve quality of education.  

・   
3. Factors Contributing in the Production of Effect 
(1) Planning 
・ The bottom-up approach has contributed to effective planning and school’s ownership with 

community participation and direct money transfer to the schools. DEO’s monitoring skill of SIP was 
improved.  

(2) Implementation Process  
・ BRIDGE－GEO and DEO team intensively managed the BRIDGE cycle and share their experiences and 

information in the regular meetings with JICA experts. These processed have developed their ownership. 
・ SCs, HTs, teachers and community members are confident and dedicated to improve their school by 

using School Improvement Manual which has been modified several times by reflecting their lesson 
and learnt. The manual has been utilized by other districts and donors as it was the first effort of school 
improvement at the community level.  

・  The project process has been shared among MoE, Ministry of Finance, Ministry of Civil Service, 
donors, media and other related agencies such as GFO and Governor Office in Taiz Governorate.  

 
4. Problems and Factors that Raised Problems 
(1) Planning 

None.  
(2) Implementation Process 



 

・ The hieratical attitude of GEO to DEO caused problems as many DEO had developed their 
participatory management skill in the field. Guidance by the JICA experts needed to set mission and 
make their division of labor clearly.  

・ Though the BRIDGE- GEO and DEO team has been intensively working for project management 
supported by JICA experts, other staff at GEO and DEO needed to strengthen their capacity to manage 
school improvement with community initiatives.  

 

IV. Conclusions, Recommendations and Lessons Learned 
1. Conclusions  

The results of a series of interviews to key stakeholders confirmed that the approach introduced by the 
Project had contributed to gender parity in enrollment in target areas by strengthening collaboration and 
partnership among key stakeholders at different levels (community/school, district and governorate 
education administration) for improving access of girls to basic education and that the interventions by 
the project had successfully mobilized and strengthened the capacity of the key stakeholders thus the 
BRIDGE team members acquired their technical and managerial capacities necessary for implementing 
the BRIDGE model.  Furthermore, the political support and financial commitment of Taiz Governorate 
showed that ownership and initiatives of the Yemeni counterpart for the BRIDGE implementation had 
been strengthened. Outputs achieved by BRIDGＥimplementation has brought positive impact to Taiz 
governorate as well as National Ministry of Education and donor community.  

The BRIDGE target schools, which identified “lack of teachers” as a problem to be solved for girls’ 
education, have employed and administered contract teachers of the same or nearby localities under the 
School Improvement Plan (SIP).  Through the implementation, the Project has demonstrated the 
effectiveness of a bottom-up approach to address the issue of shortage of teachers in remote and 
marginalized communities. 

However, ensuring a means of filling the gap of teacher shortage on a continuous basis is a major 
issue to be considered from the aspect of “sustainability” after the project cooperation period. As for the 
issues relating to teachers hired by schools under the BRIDGE model, a comprehensive review and 
analysis on strengths and weaknesses identified in the process of BRIDGE implementation shall be 
required prior to further dissemination so that feasible and sustainable system shall be developed.  

The following are some issues which require due attention by the respective stakeholders (MOE, 
GEO, DEOs, Taiz Governorate and the JICA Expert) so that the BRIDGE model shall be effectively 
integrated into the existing mechanism of regional education administration thus disseminated to other 
schools and districts in Taiz Governorate for improving girls’ access to basic education.  
 
2. Recommendations 
(1) Issues concerning successful continuation of the BRIDGE in Taiz Governorate 

 Provision of Training and Monitoring budget  
Since the training and monitoring activities are essential components of the BRIDGE model, the school 
operation funds (230,000 YER per school) have been prepared by Taiz governorate for the current target 
schools for 2008/2009 school year. It is suggested that MOE should take an immediate action in this 
regard to ensure the successful implementation beyond the Japanese cooperation period.   



 

For the future operation, it is desirable that the training and monitoring activities should be fully 
integrated into the regular training programs and working assignments under the GEO work plan.  
 

 Advocacy on the effectiveness of BRIDGE model to political leaders in Taiz governorate  
It is important to maintain advocacy to political leaders on the effectiveness of BRIDGE model to attract the 
political interest to secure and increase financial commitment of Taiz governorate.   
 

 Establishing an effective mechanism of transferring school operational funds  
While Taiz governorate has started the financial support to the target schools, additional transaction costs 
and paperwork have been significant since the funding transfer mechanism based on the BRIDGE 
experiments was not adopted. The BRIDGE approach should be referred as evidence based workable 
mechanism which should be taken consideration in national and governorate policy making in education 
sector. In doing so, any amendment or approval of the law and regulations to facilitate effective financial 
management under decentralization shall be pursued if necessary, while strengthening local capacity to 
manage financial resources effectively.  
 

 Analysis and monitoring on schools which achievement levels are low  
The project purpose is judged to be achieved by reviewing the set indicator, which is the girls against 
boys ratio in the aggregate (G1-G9) in target schools.  However, it should be noted that there are 
significantly wide variations in the achievement level across “schools” and “districts”.  
Since the results are mixed, it is suggested that an in-depth analysis be conducted to identify inhibiting 
factors for promoting girls’ enrollment compared to boys’ particularly in schools with low achievement 
level so that the special attention by DEO shall be given to such schools to tackle the inhibiting factors. 
 

 Building Institutional Capacity at DEO level by integrating the BRIDGE approaches into its regular 
operations  

In order to facilitate further dissemination, the BRIDGE implementation needs to be effectively 
integrated into DEO’s routine operations, such as school supervision.  
In this regard, it is recommended that the expanded human resources including various types of 
inspectors (finance, school environment, pedagogy) should be trained by the BRIDGE team members to 
facilitate the integration of BRIDGE approaches into regular tasks of DEO.  
 
(2)  Issues concerning effective dissemination of the BRIDGE (for maximizing the effectiveness of the 
model)  
 

 Reviewing for an appropriate mechanism of hiring and sustaining “Contract teachers”  
The mechanism being implemented by the BRIDGE for hiring contract teachers by school needs to be 
reviewed from the aspects of “sustainability” and “quality assurance”.  Based on the review, it is 
suggested that the BRIDGE and JICA Expert Team should propose common rules and standard 
procedures for hiring contract teachers under the BRIDGE implementation, for the agreement with DEO, 
GEO and MOE and Taiz Governorate. In such a process, roles and responsibilities of the School 
Committee, DEO, GEO, MOE, and Taiz Governorate for hiring and sustaining local teachers should be 



 

discussed and defined from technical, managerial and financial aspects including decision making 
authority over contract teacher recruitment.  
The approved rules and standard procedures for hiring “contract teachers” under “SIP” should be 
included in the final Guidelines. 
 

 Ensuring measures for quality assurance of contract teachers  
In the future operation, it is strongly suggested that MOE shall provide appropriately organized training 
for all the contract teachers so that the acceptable quality of contract teachers can be ensured.   
 

 Examination of an appropriate level of school funding  
The necessary school funds can be varied according to different school conditions such as human and 
financial resources available, size of students, physical conditions, geographic remoteness etc..  While 
maintaining the core approaches of the BRIDGE model (community participation, transparency in 
financial management, accountability with full cycle of plan to evaluation), an appropriate level of 
school funding should be proposed to meet the minimum quality standard according to the diversified 
school conditions.   
In addition, appropriate means and costs for governance and administrative capacity building at different 
levels (school, DEO, GEO, MOE) should be accompanied to ensure that the allocated budget shall be 
effectively utilized for the intended purpose.  
 
(3) Others 
 

 Harmonization in operational procedures among similar programs 
Different donors and MOE with similar programs to promote school based management need to make 
much effort to harmonize operational procedures among such programs to avoid any duplication.   

In addition, it is necessary to promote effective harmonization of policy, legal framework, 
implementation, and funding framework based on good practices and lessons learned on the ground. 
 
3. Lessons Learned 
The following three points are identified as “Lessons Learned” in the process of implementation, which need 
to be considered when formulating or implementing similar programs. 
  

 Selection criteria of target districts in line with the project purpose 
In selecting some target districts, the gender gap in enrolment in basic education was not prioritized as a 
selection criterion; therefore, the impact of the Project towards reducing gender gap could not be 
measured in some cases. Target groups should be carefully selected in line with the project purpose.  
 

 Setting additional indicators to measure the girls’ access to basic education 
There was no “quality” indicators included in the Project Design Matrix.  Since the access to schooling 
and improving quality should be addressed equally for promoting girls’ education, indicators to measure 
“quality” aspects should be considered in the framework of similar projects.   
 



 

 Understanding and analyzing “diversity” of target group (Identifying factors creating disparities 
among target group) 

In case of aiming at proposing a model to minimize gender disparities in education, it is indispensable to 
pay attention to and analyze the diversity within the target group and its tendency by following up on 
individual cases.  In this respect, indicators to be used for monitoring and evaluation in implementation 
or after-cooperation period should be carefully selected based on the understanding that the mean value 
of the data collected from target group can not depict disparities within the group.  

End
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第１章 終了時評価調査団の概要 
 
１－１．調査団派遣の経緯と目的 

イエメン共和国は、世界で最も基礎教育アクセスの男女格差が大きい国である。初等教育（1-6 年

生）の総就学率は男子 87％に対し、女子は 63％であり、成人識字率は男性 73％に対し、女性は 35％
にとどまっている。このような状況のもと、同国は｢2015 年までに 6-14 歳の全児童に対し質の高い

基礎教育を提供する」との目標を掲げ、2003年に 10カ年国家計画｢基礎教育開発戦略｣（Basic Education 
Development Strategy: BEDS）を策定し、基礎教育の拡充（特に男女格差の是正)を推進している。イ

エメンは 2002 年より行政の地方分権化を進めているため、BEDS も地方分権とコミュニティ参加を

重視している。しかしながら、現状としては、地方教育行政官(州・郡)の計画立案能力や学校関係者

(校長・教員等)の学校運営能力、コミュニティの教育への参画のいずれも未だ十分ではなく、国レベ

ルで策定した BEDS を地方レベルで実施していくうえでは、これら関係者の能力向上が喫緊の課題

である。 
 こうした課題に対し、イエメン政府から日本政府に BEDS 実施を支援するための技術協力要請が

なされ、JICA は 2005 年 6 月より 3 年半の予定でタイズ州教育局（Governorate Education Office: GEO）

をカウンターパート（Counterpar:tC/P）機関とし、「タイズ州地域女子教育向上計画」（Broadening 
Regional Initiative for Developing Girls’ Education:BRIDGE）を実施中である。同プロジェクトは、学校・

地域住民主体の女子教育を促進する地方教育行政モデルを開発することを目的し、地方行政・学校・

地域住民の三者が参画する女子就学推進のパイロット活動（パイロット事業対象 6 郡、59 校）の実

施を通じ、GEO の行政能力向上、教育へのコミュニティ参加の推進、学校運営能力の改善に関する

協力を行っている。本モデルの開発プロセスを通じ、この三者が地域ニーズに沿った教育計画・実施

能力を身につけ、持続的な教育開発のために各々が果たすべき役割が明確になることが期待されてい

る。このような背景から、現在 8 名の短期専門家（総括、副総括／地方教育行政、副総括／研修計画

Ⅰ／啓発、研修計画Ⅱ、マイクロプランニング／コミュニティ参加、ジェンダー、教育統計／インパ

クト評価Ⅰ、インパクト評価Ⅱ／業務調整）がイエメンで活動中である。 
 今回の終了時評価調査では、プロジェクトの終了を 2008 年 11 月に控え、プロジェクト目標の達成

状況を確認し、PDM に基づき、5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観

点から評価するとともに、後継案件や類似案件に対する教訓や提言を導き出すことを目的とした。 
 
 本調査団の基本方針は次のとおりである。 

（ア） 事前に把握した情報をもとに、評価に必要となる情報の項目を洗い出し、聞き取り調査のた

めの質問項目を準備する。事前情報等により、調査団派遣前に対応策が想定できるものについて

は、あらかじめ準備する。 

（イ） プロジェクト終了時点における成果の達成見通しについて、イエメン側関係者や日本人専門

家チームより聞き取りを行い、結果を整理したうえで、計画達成度の評価や 5 項目評価に活用す

る。 

（ウ）評価・協議結果を双方の合意事項としてミニッツに取りまとめる。 

（エ）評価結果は、同プロジェクトフェーズ 2（予定）や類似案件への教訓として活用する。 

 

１－２．調査団の構成 
担当分野 氏名 所属 
総括 水野 敬子 JICA 国際協力専門員 

協力計画 徳田 由美 JICA 人間開発部 第 1（基礎教育）グループ  
基礎教育第一課 職員 

－1－



 

評価分析 池田 悦子 株式会社オーピーシー 開発コンサルタント 

 
１－３．調査日程 

   水野、徳田 池田 
羽田-関空 (JAL 185) 8.1 

金 
  
  関空-ドバイ(JL5099) 

ドバイ-サナア (EK961) 
JICA イエメン駐在員事務所訪問 
タイズに移動 

8.2 

土 

  
  
  
  Dr. Mahdi, GEO Director へのインタビ

ュー 
GEO （Afaf, Abdula Ismail, Hawla）への

インタビュー 
8.3 

日 
  
  

日本人専門家へのインタビュー 
8.4 

月 
  学校委員会からの聞き取り （Dhubab

郡 Al Wahda School）  
8.5 

火 
  郡計画ワークショップ出席、母会メン

バーからの聞き取り（Al Waziiya郡 Al 
Zahara） 

8.6 
水 

  郡計画ワークショップ出席、校長から

の聞き取り（Same 郡 Omar Al Moktar）

8.7 木   資料整理 
羽田-関空 (JAL 185) 8.8 

金 
関空-ドバイ(JL5099) 

評価分析資料作成 

ドバイ-サナア (EK961) 
JICA イエメン駐在員事務所訪問 

8.9 
土 

タイズに移動 
DEO への聞き取り（Al Makha 郡） 

8.10 
日 

Safea(Director of Education Sector, GEO)への表敬訪問 
郡計画ワークショップ出席、 DEO と学校委員会からの聞き取り（Maqbanah 郡 Al Salah）

8.11 
月 

郡計画ワークショップ出席、 DEO および校長からの聞き取り 
（Mawiiyah 郡 Al Shahead Al Bahr） 

8.12 
火 

来年度予算に関する GEO との打ち合わせ 
タイズ州副知事 表敬訪問 

8.13 
水 

タイズ州知事 表敬訪問 
評価結果に関する日本人専門家との協議 

8.14 木 サナアへ移動 
8.15 金 団内打ち合わせ、M/M 作成 
8.16 

土 
BEDS に関する教育省（Mr.Mansur）との協議                                        
BEDP に関する協議（Dr.Al-Arashi）                                                
世銀との協議（Mr.Shinsaku Nomura, Education Economist） 

8.17 日 教育省一般教育担当次官（Mr. Tawaf)との協議                                       
教育省女子教育担当次官（Ms.Fauzia）との協議                       

－2－



 

GEO とのドラフト M/M に関する協議 

M/M 修正、JCC 準備 8.18 

月 
日本大使館表敬訪問 

8.19 

火 

JCC 開催、M/M 署名                                                              
日本人専門家チームとの打ち合わせ                                                
オランダ大使館との協議（Ms. Maaike Vliet, First Secretary)                             
BRIDGE フェーズ 2 に関する教育大臣との面談  

8.20 
水 

GTZ との意見交換                                                        

UNICEF との意見交換                                                             
8.21 木 サナア-ドバイ (EK962)      

ドバイ-関空(JL5090)       8.22 
金 

関空-羽田 (JL188)                          
 

 
１－４．主要面談者 

（１）教育省（MOE） 
Dr. Abdussalam Al-Jawfi   Minister of Education 
Ms. Fawzia Ahmed Mohamed No’aman Deputy Minister for Girls’ Education Sector 
Mr. Mohamed Tawaf   Deputy Minister for General Education Sector  
Ms. Aman Ali Al-Badaani          Director of Girls Education Unit 
 
（２）タイズ州教育局（Taiz GEO） 
Dr. Mahdi Ali Abdossalm    Director of Education office 
Ms. Afaf Fu’ad Maki   Director of Girls’ Education Sector 
Mr. Abdullah Alodo Ismael   Director of Community Participation Sector 
Ms. Khawla Hamood Wabel         Member of Girls’ Education Sector 
Mr. Abdullbaqi Al-Same            Director of Finance Affairs Department 
Mr. Yahya Ahmed Algarmozi        Member of Finance Affairs Department 
 
（３）オランダ大使館（Embassy of the Kingdom of the Netherlands） 
Ms. Maaike Maria van Vliet  First Secretary for Education 
 
（４）世界銀行 
Mr. Shinsaku Nomura   Education Economist Consultant 
 
（５）基礎教育開発プロジェクト（BEDP） 
Dr. Ahmed A. Al-Arashi   BEDP Program Officer 
 
（６）ドイツ技術協力公社（GTZ）  
Dr. Herbert Bergumann  Director of the Office, Education Advisor 
 
（７）ユニセフ（UNICEF） 
Ms. Marina          Coordinator of the Child Friendly School 
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Ms. Miho Arimura                UNV Specialist in Education 
 
（８）在イエメン日本大使館 
山口 又宏    参事官 
宮本 陽介    二等書記官 
 
（９）JICA イエメン駐在員事務所 
佐々木 健一    所長 
首藤 めぐみ    企画調査員 
Abdullah Al-Wa’ara  Administrative and Technical Cooperation Assistant 
 
（１０） BRIDGE プロジェクトチーム 
倉並 千秋                    総括 
小川 啓一          副総括/地方教育行政 
桜井 愛子    副総括/研修計画/啓発 
中野 明子    業務調整/インパクト調査Ⅱ 
 
１－５．終了時評価の方法 

本評価調査は、「改訂版 JICA 事業評価ガイドライン」（2004 年 1 月）に基づき、ログフレームを用

いた評価手法に則して実施された。プロジェクト･デザイン･マトリックス（Project Design Matrix: 
PDM）に表されたプロジェクトの計画と終了時評価時点のプロジェクトの状況を比較し、プロジェ

クトが成果を発現しているかを評価した。具体的には以下の 3 点である。 
（１）PDM の指標によるプロジェクトの実績の検証 
（２）実施プロセスの検証 
（３）評価 5 項目の視点による検証 
 

１－５－１．評価グリットの作成 
本調査では、2007 年 9 月に改訂された PDM1 に基づき、達成度、実施プロセス、評価 5 項目に関

して評価を行った。評価 5 項目の視点は次のとおりである。 
妥当性 プロジェクトの実施の必要性、正当性に関する評価 

プロジェクト目標、上位目標が政府開発目標や、ターゲットグループのニ

ーズに合致しているか。上位目標、プロジェクト目標、成果（アウトプッ

ト）、投入の相互関連性に整合性があるか。 

有効性 プロジェクトの効果に関する評価 

プロジェクトの実施が、受益者や社会に便益をもたらしているか。成果（ア

ウトプット）、プロジェクト目標の評価時点での達成状況や将来達成する

見込み。 

効率性 プロジェクトの効率性に関する評価 

プロジェクトの投入と成果（アウトプット）の関係において、資源が有効

に利用されているか。投入の時期、質、規模は適切であるか。 

インパクト プロジェクトの長期的、波及的効果に関する評価 

プロジェクトが実施されたことのより直接的、間接的な正負の影響が生じ

ているか。計画当初に予想されなかったものがあるか。 

自立発展性 プロジェクト終了後の便益・開発効果の持続性に関する評価 

援助の終了後、プロジェクトで発現した効果が持続するか。政策、財政、

組織・制度、技術などの側面において、プロジェクトで実施された活動が

継続的に行われるための基盤・支援があるか。 
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１－５－２．評価実施方法 
 本評価では、評価分析のために定性的・定量的データを以下の方法で収集した。 
（１）プロジェクト関係書類のレビュー 
 ・  タイズ州地域女子教育向上計画 実施協議報告書（平成 17 年 6 月） 
 ・  インセプションレポート     （平成 17 年 6 月） 
 ・ プロジェクト事業進捗報告書 第 1 号    （平成 17 年 11 月） 
 ・ プロジェクト事業進捗報告書 第 2 号    （平成 18 年 5 月） 
 ・ 1 年次業務完了報告書      （平成 18 年 5 月） 
 ・ プロジェクト事業進捗報告書 第 3 号    （平成 18 年 11 月） 
 ・ プロジェクト事業進捗報告書 第 4 号   （平成 19 年 3 月） 
 ・ 2 年次業務完了報告書     （平成 19 年 3 月） 

・ プロジェクト事業進捗報告書 第 5 号    （平成 19 年 9 月）    
・ プロジェクト事業進捗報告書 第 6 号    （平成 20 年 3 月） 
・ 3 年次業務完了報告書           （平成 20 年 3 月） 
・ BRIDGE ガイドライン（ドラフト）        （平成 20 年 6 月） 

 
（２） 主要関係者へのインタビュー 
・  教育省 
・  タイズ州教育局長と職員 
・  郡教育事務所職員（6 郡） 
・ 学校長（対象 59 校のうち数校） 
・ 学校委員会、父会、母会 
・ 日本人専門家 
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第２章 プロジェクトの概要 

 

２－１．基本設計 

名称 
イエメン国タイズ州地域女子教育向上計画 
Broadening Regional Initiative for Developing Girls’ Education (BRIDGE) 
Program in Taiz Governorate in the Republic of Yemen 

協力期間 3 年 5 カ月(2005.6.22-2008.11.30) 

上位目標 
タイズ州（パイロット 6郡を含む 23 郡）において女子児童の基礎教育

就学が向上する 

プロジェクト目標 
タイズ州の対象郡において、女子教育促進に有効な地域住民・学校主

体の地方教育行政モデルが開発される 

期待される成果 

（アウトプット） 

①タイズ州の地方教育行政能力が育成される 

②基礎教育改善活動への地域住民の参画が活性化される 

③学校関係者（校長）の学校運営能力が向上する 

④BRIDGE モデルを対象校・郡以外に普及するための活動が開始され

る 

 
２－２．プロジェクト・デザイン・マトリックス 

JICA では、1990 年代前半から、プロジェクト管理手法の一環としてプロジェクト・サイクル・マ

ネジメント（Project Cycle management: PCM）手法を導入した。PCM 手法において中心的役割を果た

すのは、PDM と名付けられたプロジェクト計画概要表である。これは、｢目標｣、「活動」、「投入」な

どのプロジェクトの主要構成要素や、プロジェクトを取り巻く「外部条件」との理論的相関関係を示

したものである。 
本プロジェクトにおいても 2005 年 3 月の合意議事録（Record of Discussion: R/D）署名時に PDM を

作成し、R/D の付属文書として承認されている。なお、本プロジェクトの PDM は 2007 年 9 月に実

施された中間評価調査時に改訂されている。 
 
２－３．実施体制 

２－３－１．実施体制 

本プロジェクトの C/P 機関は教育省（Ministry of Education: MOE）女子教育セクターであり、同セ

クター次官を BRIDGE プロジェクト・ダイレクターとした。また本プロジェクトは同次官を議長と

する合同調整委員会（Joint Coordination Committee: JCC）を組織し、プロジェクトの円滑な運営を目

的として年 1 回以上開催することとしている。 
実際にプロジェクト活動を行っていくうえでの直接的な C/P は、タイズ州教育局（GEO）と同州

内郡教育事務所（District Education Office: DEO）である。本プロジェクトは、タイズ GEO 局長をプ

ロジェクト・マネージャーとし、GEO の女子教育部とコミュニティ参加部から構成した職員を中心

的に、プロジェクトチームを組織している。州教育局とパイロット活動地域である 6 郡の郡教育事務

所の職員の詳細メンバーは添付資料 1 ミニッツ（Minutes of Meeting: M/M）Annex 3 に示すとおりで

ある。 
 

２－３－２．対象地域 

本プロジェクトでは、パイロット対象地域としてタイズ州内 6 郡（Same、Al-Waziiyah、Dhuhab、
Mawiiyah、Maqbanah、Al-Mokha）を選定し、この郡内の 59 校にてパイロット活動を行っている。 
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第３章 計画達成度 

 

３－１．投入実績 

３－１－１．日本側投入 

 プロジェクトの中間評価調査以降、2008 年 8 月現在までの日本側の投入は以下のとおりである。 
（１）専門家派遣 

9 名の専門家（総括、副総括/地方教育行政、マイクロプランニング/コミュニティ参加、ジェンダ

ー、女子教育、教育統計/インパクト評価、副総括/研修計画/啓発、業務調整/インパクト評価Ⅱ）が、

2007/2008 年には 23M/M、2008/2009 年には 10.93M/M で派遣された。派遣専門家のリストは添付資

料 1 ミニッツ ANNEX3 を参照。 
 
（２）機材供与 
現地活動に必要な事務機材、パソコン、車両、バイクなどを供与している。 

 
（３）現地活動費 

現地業務費のうち、学校改善計画（School Improvement Plan: SIP）資金として、2007/2008 年には総

額 2,900,000YER を対象 59 校に供与した。このほかに、ワークショップ開催費、ローカル人材傭上費、

事務所運営費などがある。 
 
（４）本邦研修 

2007 年に 3 名の主要カウンターパートを約 2 週間、神戸大学の協力のもと受け入れた。 
 
３－１－２．イエメン側投入 

プロジェクト中間評価調査後のイエメン側投入は、以下のとおりである。 
（１）カウンターパートの配置 
教育省（3 名）、タイズ州教育局（5 名）、郡教育事務所（全 21 名）に、C/P が配置されている。詳

細は添付資料 1 ミニッツ ANNEX3 を参照。 
 
（２）施設等の提供 

プロジェクトに必要な施設として、首都サナアの教育省内には連絡事務所、タイズ州教育局内には

プロジェクト事務所が提供されている。 
 
（３）現地活動費 

イエメン側からの投入として、タイズ州政府から 2007/2008 年には、学校改善計画資金に 1 校につ

き 320,000YER が全 59 校に供与された。2008/2009 年も 1 校につき 230,000YER が供与されることが

決定している。また、モニタリング費用に関しては、教育省から 2007/2008 年に 500,000YER が供与

され、2008/2009 年分は、2008 年 8 月現在、1,000,000YER の承認待ちの状況である。ただし、研修・

ワークショップ費用に関しては、いまのところイエメン側からの投入はない。 
 

３－２．活動実績  
 2008 年 8 月時点での活動の実績は以下のとおりである。ほとんどすべての活動は計画どおりに実

施されている。活動の各項目の内容については、PDM1（添付資料 1 ミニッツ ANNEX1）を参照のこ

と。 
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計画された活動 実績 

1-1 インセプションレポートの
協議  

2005 年 7 月、サナアにて開催。MOE8 名、GEO8 名、DEO18
名、Local Council Member8 名、ドナー他 20 名程度、合計約
60 名参加。 

1-2 女子教育促進のための広報・理
解活動 

 

〔1 年次〕 
 啓発セミナーへの参加者（70 名）に対し、啓発機材一

式（キーメッセージ、ラジオドラマ女子教育エピソード、
学校登録キャンペーン用ラジオ広告を含むテープ）を配
布。 

 学校登録期（8 月中旬）にあわせ、各パイロット校に対
して、横断幕（70 枚）、プロジェクト・ボールペン 8,000
本）、プロジェクト・リーフレット（アラビア語、英語
計 13,000 部）を配布。 

 学校登録期にローカル局であるタイズラジオを通じて、
ラジオドラマ（計 2 回、30 分）、ラジオ広告（計 100 回）
を放送。タイズラジオは、タイズ州全域をカバー 。 

 プロジェクトソングを作成。 
 コミュニティレベル啓発活動を試行（Mawiyah 郡）。コ

ミュニティ啓発活動のモデル策定（Community Leaders 
Initiative, Mothers’ Initiative and Fathers Initiative）。 

〔2 年次〕 
 学校登録キャンペーンの実施（2006 年 8 月）。 
 学校新学期にあわせて Return To School Campaign をタ

イズラジオと共催。9 日間で毎日 6 回、1.5 分間のラジ
オ広告を展開。 

 コミュニティレベル啓発活動を 3 郡（4 校）にて実施（Al 
Waziyah 郡、Dhubab 郡、Same 郡）。 

〔3 年次〕 
 BRIDGE モデル普及用の BRIDGE 広報ビデオを作成。

ドナーに対するビデオ説明会開催。参加者数 20 名が参
加。主要参加者、世界銀行、UNICEF、WFP、GTZ、USAID
等。 

 学校登録キャンペーンの実施（2007 年 8 月）。 
 メディアツアー&ワークショップの開催（2007 年 11

月）。イエメンタイムズ（英字紙）との協力で、サナア、
タイズの新聞記者を対象に応募を募り 9 名のジャーナ
リストの参加により、BRIDGE 対象校訪問、地域住民へ
のインタビューを行い、その後タイズ市内でワークショ
ップを開催。最終的に 11 月の 1 カ月に記事 22 本が
BRIDGE プロジェクトに関連して各紙に掲載された。掲
載記事のなかから、GEO、DEO の投票により最優秀記
事を選定した。 

 学校新学期にあわせて Return To School Campaign をタ
イズラジオと共催。７日間で毎日 6 回、1.5 分間のラジ
オ広告を展開(2008 年 2 月)。 

 コミュニティレベル啓発活動を学校新学期にあわせて
全 6 郡で選ばれた 10 校にて開催(2008 年 2 月）。 

〔共通〕 
 プロジェクト広報マテリアル各種作成、配布。 
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1-3 DEO,GEO との月次会合の開
催  

BRIDGE プロジェクトの進捗にあわせて、JICA 専門家・GEO
が共同で DEO との月次会合を開催し、各郡での進捗や問題
等を議論。毎回、GEO チーム（局長ならびにコアメンバー
の 4 名+関係部署の担当者）が参加。DEO からは、BRIDGE- 
DEO チーム総勢 22 名が参加。3 年次の DEO 会合は計 10 回
開催された。3 年次から会合の準備は GEO が主体となって
行うようになった。4 年次については、5 月にエンドライン
調査票回収とワークショップ準備のために 1 回、7 月に DEO
計画策定ワークショップとして 1 回それぞれ開催済み。今後
は、GEO 主催により学校からの改善計画提出時、9 月に予定
されている。 

1-4 運営上の戦略の策定 3 年次から GEO チームが新たに設置され、これまで活動に
携わってこなかったメンバーになったため、3 年次前半は学
校訪問や DEO 会合開催を中心にプロジェクト活動を理解す
ることに重点を置いて活動した。加えて、3 年次 BRIDGE 活
動に対する州資金の供与実現のため、GEO 財務担当者をチ
ームに加えて、供与額の決定、配布方法の確認などを頻繁に
実施。ラマダン後の 10 月以降、GEO セッションを開催し、
ガイドライン・ドラフトを活用し、BRIDGE 運営にかかわる
重要事項を討議し、GEO チームが各種意思決定を行った。
各会合は、11 月から 3 月までに計 4 回開催。局長、 BRIDGE- 
GEO チームに加え、必要に応じて教育省関係者や、州財務
局関係者などが参加した。 

4 年次については、6 月下旬よりガイドライン改訂、GEO に
よる BRIDGE 実施のために、7 月 15 日までに計 5 回を開催
している。 

1-5 SIP 策定、レポート作成ワー
クショップの実施  

2007 年 6-7 月：校長研修に、校長のべ 134 名、DEO トレー
ナーのべ 30 名、DEO から選抜された Trainer Of Trainer のべ
33 名参加。59 校すべてから、校長作成による学校改善計画
（SIP）の「教育の質」セクションが提出された。 

2007 年 8 月：学校委員会（SC）の SIP 策定研修に、学校委
員会メンバーのべ 456 名、DEO トレーナーのべ 62 名参加。
59 校すべてから、学校委員会作成による学校改善計画（「教
育の質」セクションを含む全 4 セクション）が提出された。

2007 年 9 月：契約署名式・会計報告書研修に、学校委員会
メンバー123 名、DEO トレーナー16 名参加。 

2008 年 1 月：報告書作成研修に、学校委員会メンバーのべ
170 名、DEO トレーナーのべ 34 名参加。59 校すべてから、
会計報告書が提出された。 

2008 年 3 月：学校改善活動評価ワークショップに、学校委
員会メンバーのべ 271 名、DEO トレーナーのべ 38 名参加。
59 校すべてから、活動評価報告書が提出された。 
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1-6 SIP のモニタリング 〔3 年次〕GEO のべ 106 名が、学校モニタリング実施。DEO
は、7-8 月、9 月、10 月、11 月、12 月、1 月、2 月の各月に
各校 1-2 回の学校モニタリングを実施。のべ各校 7-14 回学
校モニタリング実施。 

なお、11 月、12 月のモニタリング費用として、MOE から
GEO・DEO へ 500,000 YERが拠出された。16,000 YERを GEO
が使用、484,000 YER を DEO が使用。GEO チームが、この
領収書とモニタリングシートを MOE へ提出し、MOE の承
認を得た。 

1-7 エンドライン調査の実施 〔質問票〕パイロット校 59 校、コントロール校 26 校、計
85 校にてサーベイ実施。学校サーベイ（85 サンプル）、校長
サーベイ（85 サンプル）、教員サーベイ（382 サンプル）、両
親サーベイ（851 サンプル）を収集。 

〔FGI〕パイロット校 6 校（各郡 1 校）、コントロール校 2
校の計 8 校にて実施。 

現在、再委託先（ERDC）がデータインプット、報告書作成
を行っている。 

1-8 ガイドラインの策定 2007 年 8 月 BRIDGE ドラフト・ガイドラインを作成。ドラ
フト・ガイドラインは、ラマダン明け以降、GEO による
BRIDGE 活動計画に活用された。特に年間計画策定、予算確
定に活用。財務局とも共有され、BRIDGE 型資金の学校直接
送金への理解に用いられた。 

3 年次後半にドラフト・ガイドラインを実際に GEO が活用
した経験をもとに、4 年次にはドラフト・ガイドラインをガ
イドライン最終版へと改訂作業を重ねる。6-7 月期にはタイ
ズ GEO やタイズ関係者、教育省関係者内での改訂版に対す
るコメントを集め、さらなる改訂作業を行い、その後ドナー
関係者への配布、コメントを集め、11 月に最終化の予定。

2-1 対象学校に父会・母会がない場
合には新たに設置 

プロジェクト開始前年の 2004 年に学校委員会を既に設立し
ていたのは、調査対象校 98 校（パイロット 53 校とコントロ
ール 42 校）中 14 校（全体の 14.3％）にすぎなかった。父会
（FC）については、30 校（30.6％）、母会（MC）に至って
は 5 校（5％）の設立状況であった。2004 年末の段階で、全
56 校で学校委員会、父会が設立、53 校で母会が設立。2005
年 9 月の段階では、全 59 校にて設立。 

2-2 コミュニティベースの啓発
活動の実施 

コミュニティレベル啓発活動を学校新学期にあわせて全 6
郡にて選ばれた 10 校にて開催(2008 年 2 月)。 
参加者数： 10 校それぞれにて、男性・女性向けに 2 会合。
のべ20会合実施。コミュニティメンバーのべ787名、Preacher
のべ 20 名参加、DEO のべ 19 名参加。 
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3-1  SIP 計画策定ワークショッ
プ開催 

2007 年 6-7 月：校長研修に、校長のべ 134 名参加。59 校す
べてから、校長作成による学校改善計画の「教育の質」セク
ションが提出された。 

2007 年 8 月：学校委員会の SIP 策定研修に、学校委員会メ
ンバーのべ 456 名参加。59 校すべてから、学校委員会作成
による学校改善計画（「教育の質」セクションを含む全 4 セ
クション）が提出された。 

2008 年 8 月：校長・学校委員会の SIP 策定ワークショップ
開催。のべ 530 名余り参加見込み。全 59 校から、学校委員
会・校長作成による学校改善計画が提出される見込み。 

3-2 学校委員会、父会、母会によ
る月次会合の開催 

1 年次： 学校委員会レポートのべ 179 本提出。 父会レポ
ートのべ 404 本、母会レポートのべ 335 本、父会・母会共通
レポートのべ 67 本提出。 

2 年次： 学校委員会レポートのべ 238 本提出。 父会レポ
ートのべ 223 本、母会レポートのべ 200 本、父会・母会共通
レポートのべ 14 本提出。 

3 年次： 学校委員会レポートのべ 129 本提出。 父会レポ
ートのべ 95 本、母会レポートのべ 97 本、父会・母会共通レ
ポートのべ 15 本提出。 

4-1 各郡での技術交換会の開催 2 年次には、3 郡（Maawiyah, Maqbanah, Al Makha）で開催（参
加者数: 学校 157 名、DEO18 名）。3 年次には、全 6 郡にて
開催（参加者数： 学校 310 名、DEO26 名）。DEO が企画、
予算作成から実施までを手がけた。 

3 年次には、技術交換会の一貫として「契約教員研修」を実
施（2007 年 10 月）。BRIDGE-DEO メンバーと、DEO インス
ペクターがトレーナーをつとめた。契約教員のべ 340 名、
DEO・GEO トレーナーのべ 32 名参加。 

4-2 ニュースレターの発行、およ
びタイズ州、教育省、ドナー
等関係者への配布 

3 年次は、4 号（7 月）、5 号（11 月）を発行。GEO チームと
BRIDGE チームが共同で作成してきたが、5 号からは全面的
に GEO チームが編集を担当。これにより、BRIDGE プロジ
ェクト対象校のみならず、タイズ州全体の女子教育や地域住
民参加の記事が含まれることとなった。アラビア語 10,000
部は対象郡・対象校のみならず、タイズ州知事室、財務局、
GEO を通じて各郡、教育省関係者にも広く配布されている。
英語版はドナー関係者へ配布されている。第 6 号をプロジェ
クト終了までに GEO が Chief in Editor となって作成の予定。

4-3 タイズ州、州内各郡、ドナー、
教育省との BRIDGE 経験共有
のためのワークショップ開催 

2008 年 6 月：Celebration ワークショップに、合計 450 名程
度参加（学校委員会メンバー236 名、DEO21 名、GEO20 名、
MOE2 名、タイズ州知事オフィス 7 名、タイズ州全郡長 23
名、パイロット郡外の DEO マネージャー18 名、District Girls’ 
Education Dept.17 名、その他ドナー・メディア・学校からの
発表者等 100 名程度）。 

4-4 GEO の Non BRIDGE メンバ
ーに対する BRIDGE 経験共有
のためのワークショップ開催 

2008 年 7 月 12 日実施済み。参加者は GEO15 名、州知事オ
フィス 1 名、その他州関係者 4 名、パイロット郡 20 名、新
規参加郡 5 名、郡マネージャー2 名計 47 名が参加して実施。

※ １年次は 2005/2006 年、2 年次は 2006/2009 年、3 年次は 2007/2008 年。 

－11－



 

３－３．成果達成状況 
３－３－１．成果（アウトプット）の達成状況 

成果（アウトプット）の達成状況は以下のとおりである。 
（１）成果 1： タイズ州の地方教育行政能力が育成される（GEO とプロジェクト対象の DEO）。 

指標 

1. 州教育局と郡教育事務所の行政官が BRIDGE 実施に係るそれぞれの役割と責任を理解する。

2. 州教育局と郡教育事務所の行政官がBRIDGE運営サイクルで必要な手順を最低限実施できる。

ア 役割と責任 
プロジェクトは、BRIDGE チームとして GEO5 名と 6 郡の DEO 計 21 名を集中的に育成している。

チームメンバーによる自己評価シートと終了時評価調査団によるグループディスカッションによる

と、BRIDGE チームメンバーはガイドラインに明記してある役割と責任を十分に理解し、それぞれ

の業務に当たっていることがわかった。GEO、DEO ともに BRIDGE モデルを実施するにあたっての

それぞれの役割分担を認識し納得している。 
イ BRIDGE 運営サイクル手順 

BRIDGE 運営サイクルに関しては、最終化に向けて作成中のガイドラインに全手順が記してあり、

BRIDGE-GEO、DEO チームともにこれを十分に理解し、事業実施に活用することができるようにな

っている。本プロジェクトは、コミュニティ参加を促進するボトムアップ・アプローチにより、学校

改善と女子教育促進に取り組んだため、郡の DEO メンバーの方が、州の GEO メンバーに先立って

能力強化を図ることができた。そのため、DEO の中には、BRIDGE での経験により運営能力を十分

に身につけ、他ドナーである基礎教育開発プロジェクト・包括的学校改善（Basic Education 
Development Project- Whole School Improvement: BEDP-WSI）プログラムのトレーナーとして既に他郡

や他州で活躍している者も見られる。特に、Mawiyah、Maqbanak、Al Makha 郡の DEO は優秀で、今

後は新規対象郡のトレーナーとしても十分通用するレベルである。BRIDGE-GEO チームに関しては、

2007 年 2 月の再編成以来、日本人専門家より手厚い職場内研修（On-the-Job Training: OJT）を受け、

2008 年 8 月の学校改善計画（SIP）ワークショップにおいては、対象 59 校に対するワークショップ

の計画から実施まで、日本人専門家の指導を受けずに行えるほど成長した。ただし、ボトムアップ・

アプローチを進めるなかで、GEO と DEO の上下関係、能力の差異が衝突を生むこともあり、これに

は日本人専門家の指導が繰り返されてきている。 
 BRDGE-GEO チームの弱点としては、チームワークおよび報告や連絡が十分でないため、今後の普

及に向けて、日本人専門家によるミーティングや情報共有を通してチームワークの促進が図られてい

るところである。 
 
（２）成果 2：基礎教育改善事業への地域住民参画が活性化される（対象：学校委員会、父会、母会）。 

指標 

1. 郡 DEO による地域住民参加の増加の評価 

2. 学校および地域社会による地域住民参加の促進の評価 

3. 保護者および地域住民による教育の重要性の理解が増加する 

4. 学校改善活動における女性の参加が増加する 

ア 郡 DEO の地域住民参加の評価 

 全般的に、住民による学校運営参加によって、学校が改善され、女子と男子の入学を促進したと

DEO は認識している。父会（Father’s Council: FC）、母会（Mother’s Council: MC）、学校委員会（School 
Committee: SC）の活性化と校長のリーダーシップにより、住民の手による学校改善計画が実施され
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（３）成果 3：学校関係者（校長・教員等）の学校運営能力が育成される（対象：学校長）。 

指標 

1. 校長が BRIDGE 実施に係る役割と責任を理解する。 

2. 校長が女子教育の重要性について理解を増す。 

 
ア 役割と責任 
 校長たちは自らの BRIDGE 実施に係る役割と責任を十分に理解し、教育の質の改善のために、学

校経営、教育内容の改善、生徒と教師の関係向上に取り組んでいる。3 年次に行った学校長ワークシ

ョップにおいては 9 割以上が教育の質の考え方と自らの役割を十分に理解したと回答している。 
学校改善計画策定ワークショップ 2 日目は、校長が教育の質向上のための計画を立て予算を組む時

間に充てられており、同郡の校長が様々なアイデアを持ち合い、方策を練る姿が見受けられた。計画

内容も、学校環境の改善から授業計画、現職教員の研修まで多岐にわたっており、DEO の指導が活

かされるようになった。エンドライン調査によると、このような校長同士の情報交換が、プロジェク

ト活動の利点として校長により高く評価されている。 
 
イ 女子教育の重要性 
 ベースライン調査時には、男女が平等に教育の権利を有すると答えた校長は、わずか 9.4％であっ

たが、エンドライン調査では、96.6%と劇的に上昇した。また、女性が社会でプロフェッショナルと

してのキャリアを持つべしという考えを支持する校長は、ベースライン調査では 17.0%、エンドライ

ン調査では 64.4%となった。校長のなかには、優秀な女子生徒に大学進学を勧めたり、男子生徒に家

事を手伝い、姉妹を学校に送るように教えたりする者もみられる。 
多くの校長が、女子の就学によって女子生徒の優秀さと学習意欲に気づくと同時に、契約教員の真

面目さや誠実な態度を認め、女子教育の重要さを認識するに至っている。 
 

（４）成果４：BRIDGE モデルを対象校、郡以外に普及するための活動が開始される。 

指標 

1. 州教育局が対象郡以外に BRIDGE の経験を共有するためのワークショップを企画、実施
する。 

2. 州教育局がニュースレターの編集過程を理解し、その過程に参加する。 

3. 対象郡の各郡 DEO がプロジェクト実施期間中に最低 1 回オープンデーを開催する。 

 
ア BRIDGE の経験共有 

2008 年 6 月に、GEO、DEO、学校委員会、タイズ州関係機関、ドナー、メディア、新規対象郡の

関係者ら 450 名を招きタイズ市にて経験共有ワークショップが開かれ、BRIDGE の経験が多数の参

加者に共有された。2008 年 7 月 12 日には、GEO16 名、州知事オフィス、その他州関係者、パイロ

ット郡および新規参加郡から計 47 名が参加して、主に BRIDGE ガイドラインの共有ワークショッ

プを実施した。どちらのワークショップも GEO チームが企画・実施した。 
 
イ ニュースレター編集 

 3 年次は、4 号（7 月）、5 号（11 月）を発行。GEO チームと BRIDGE チームが共同で作成してき
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たが、5 号からは全面的に GEO チームが編集を担当した。これにより、BRIDGE プロジェクト対象

校のみならず、タイズ州全体の女子教育や地域住民参加の記事が含まれることとなった。アラビア語

10,000 部は対象郡・対象校のほか、タイズ州知事室、財務局、GEO を通じて各郡、教育省関係者に

も広く配布されている。英語版はドナー関係者へ配布されている。 
 
ウ オープンデー 

3 年次には、全 6 郡にて開催し、参加者数は学校 310 名、DEO26 名にのぼった。DEO が企画、予

算作成から実施まですべてを手がけ、他村からも多くの村民が自由に参加した。生徒、教師、両親、

学校委員会により、女子教育促進と学校改善計画の様々なプレゼンテーションが行われ、多くの発表

でにぎわった。参加者は、自らの学校の良好事例を発表し、また他校の試みから多くのことを学んだ

が、この日は、女性たちも他の学校や村を訪問することができるため、多くの人々と出会い、刺激を

受ける機会となっている。 
 BRIDGE の有効的な普及方法については、プロジェクト対象郡の僻地では非識字率も高いためか、

ラジオ、新聞、ニュースレター、パンフレットなどのメディアよりも、コミュニティに根付いた手段

が有効ということが見てとれた。例えば、イスラムの宗教リーダーによるモスクでの説教、学校ラジ

オでの日常的な放送、学校の壁のメッセージなどが、女子教育促進と BRIDGE の活動の理解に貢献

している。この点では、オープンデー開催はコミュニティでの普及には有効な手段といえよう。 

 

３－３－２ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：タイズ州において、女子教育促進に有効な地域住民・学校主体の地方教育行政モ

デルが開発される。 

指標 

1. 女子教育促進の視点を含む BRIDGE モデル実施に関わるガイドラインが完成し、関係者に
よって理解される。 

2. 州教育局が開発されたガイドラインを用いて BRIDGE を実施することができる。 

3. パイロット校における G1-G9 の男子生徒 1 人に対する女子生徒の比率が少なくとも 0.78
を下回らない。 

4. 男女ともに全生徒数が減少しない。 

 
（１）ガイドラインの完成と関係者の理解 
 ドラフト・ガイドラインは 2007 年 8 月から作成され、DEO や学校委員会での活用の際の意見を反

映してたびたび改訂を重ねている。BRIDGE の説明とともに、対象校での良好事例が細かく織り込ま

れており、学校関係者に共有しやすい作りとなっている。2008 年には、最終版のドラフト段階で、

タイズ GEO からタイズ州関係者へ説明会を開催した。また、ドラフト最終版を教育省へ回覧し、コ

メントを入手している。そのうえで、ドナーへの回覧、ワークショップを通じた討議を 10 月末に予

定し、最終化する見込みである。 
 他ドナーによる BEDP-WSI プロジェクトでは、すでに BRIDGE ガイドラインの一部を、自らのマ

ニュアル作成に活用している。また、ユニセフ（UNICEF）の Child-Friendly School Program の学校改

善マニュアル（School Improvement Manual: SIM）も、BRIDGE ガイドラインを参考にしている。 
 
（２）ガイドラインの活用 

 BRIDGE-GEO チームは 2007 年 2 月に再編成されて以来、日本人専門家指導のもと、BRIDGE の概

念を OJT で学び、2008/2009 年には BRIDGE 実施を計画しており、計画段階からガイドラインを活用

している。2008 年 8 月以降の郡レベルワークショップでは、作成されたガイドラインを試行し、そ
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の使いやすさを検証している。これらのノウハウは、GEO 内の BRIDGE チーム以外の職員にも実働

を通じて普及され始めている。DEO との月例会議により、現場との意見交換も進んでいる。今後の

新規校の選定についても、ガイドラインに含まれている。 
 
（３） 女子生徒の比率 
 対象 59 校での男子 1 人当たりの女子就学比率平均は 0.79 であり、目標値（0.78）を達成している。

しかしながら、郡によって比率には大きくばらつきがあり、例えば、Dhuhab 郡では 1.04 である一方、

Maqbana 郡では未だ 0.50 にとどまっている。 
 
（４） 生徒数 
 女子生徒数、男子生徒数は毎年増加しており、エンドライン調査の最終結果によると、2004 年と

2007 年を比較すると、女子生徒は、6,281 人から 9,433 人に、男子生徒は、9,312 人から 12,003 人に

増加している。このことは、女子生徒の増加率が高いことを示している。他方、女子のアクセスを計

る際に、プロジェクト目標、上位目標とともに、今後、ドロップアウトの分析も必要であろう。エン

ドライン調査では、2003 年と 2007 年の比較によると、全体で各学年約 300~600 人の女子の中退者が

見受けられた。 

Number of Students in 59 BRIDGE schools

9,024 9,719 11,381 12,436

5,830 7,484
8,901 9,8460.65
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 BRIDGE 対象校における生徒数、男女生徒比率の推移 

 
３－３－３ 上位目標の達成状況 

上位目標：タイズ州における基礎教育への女子生徒のアクセスが向上する。 

 
指標 

タイズ州（パイロット 6 郡を含む全 23 郡）の G1-G9 における男子生徒 1 人に対する女子生徒
のアクセスが向上する。 

 
 2003 年と 2007 年のタイズ州全 23 郡の女子生徒就学比率平均は、0.79 から 0.82 に増加している。
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この過去の動きから考えて、今後の 4-5 年もこの比率は増加し、女子のアクセスは向上することが見

込まれる。ただし、プロジェクト外の要因がこのデータには寄与していることも、十分に考えられる。

女子、男子ともに生徒数は増加しているが、女子生徒の中退数も依然多い。  
 タイズ州の積極的な動きとしては、GEO や地方議会がすでに、毎年 60 校ずつ BRIDGE 対象校を増

やしていくと宣言しているため、5 年後には州内の 300 校（全 1,300 校中）がカバーされる予定であ

る。すでに 2009/2010 年の新規対象校 60 校は選定され、既存の 59 校と合わせた学校改善計画の予算

案（55,978,200YER）が草稿されている。また、BRIDGE の実施を希望して、自主的に学校委員会を

立ち上げた学校が州内に約 700 校あり、選定を待つ状況である。これらの動きからみて、州内で女子

生徒のアクセスが向上する見込みは高い。 
 
３－４．効果発現に貢献した要因 
（１）計画内容に関すること 

 コミュニティと学校が策定した計画を、DEO から GEO の指導により実施するボトムアップ・アプ

ローチは、住民のニーズをとらえた計画づくりに貢献した。学校に運営資金を直接送金する方法も、

学校の自主性とオーナーシップを高めた。 

  

（２）実施プロセスに関すること 
 BRIDGE-GEO と DEO チームは、対象 59 校の学校改善計画にあたって、集中的に BRIDGE 業務に

あたり、月例会合により専門家も交え、密に情報を共有した。このプロセスが彼ら C/P のオーナーシ

ップを醸成している。 
 また、学校レベルでの「学校改善マニュアル」は、校長と学校委員会と DEO の間で十分に活用さ

れ、試行錯誤のなかから、幾度も改訂版が生み出されていった。このマニュアルを土台にして作成さ

れた BRIDGE ガイドラインが、今後、他郡への普及のツールとして活用される見込みである。実際

の現場のニーズを組み入れた学校改善計画のガイドラインは、イエメンでは初の内容であったため、 
すでにドラフト版は他ドナーや他州からも注目をされている。 
 さらに、プロジェクトの進捗は、教育省や関連省庁、ドナー間で共有されてきたため、様々な他の

プログラムにも影響を与えることができた。 

 

３-５. 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 
特になし。 

 
（２）実施プロセスに関すること 
 GEO の DEO に対するトップダウンの職務態度が、現場での学校改善計画実施で能力を強化した

DEO の反発を生むことがあった。これは、ボトムアップ・アプローチをとる本プロジェクトが GEO
と DEO の役割分担を位置づけていくことで解決されてきた。 

また、本プロジェクトでは、BRIDGE チームメンバーとして、数名の GEO、DEO 職員が徹底的に

育成されているが、自立発展性をふまえて、他職員への技術移転もさらに必要であった。 

－18－



 

第４章 評価 5 項目による評価結果 

 

４－１．妥当性 

 政策、優位性、ニーズの面からプロジェクトの妥当性は極めて高い。 
 
（１）政策との妥当性 
 プロジェクト目標と上位目標は、イエメンの国家教育政策である基礎教育開発戦略（BEDS）の各

方針と合致しており、また日本の教育セクターの援助枠組みである「成長のための基礎教育イニシア

ティブ」（Basic Education for Growth Initiatives: BEGIN)や日本の対イエメン ODA 政策、JICA の対イエ

メン援助戦略にも合致しているため、妥当性は極めて高いといえる。いずれも、基礎教育の徹底、女

子教育の推進、教育の質の向上を打ち出しており、地方政府による教育行政の向上を目指すものであ

る。 
 
（２）日本の優位性 
 日本の優位性としては、何よりも学校とコミュニティにオーナーシップをもたせたボトムアップの

アプローチがあげられる。他のドナーに先んじてイエメンの地方の学校現場に入り込み、住民参加に

よる学校改善計画（SIP）を実施した影響は大きい。学校改善計画策定においては、学校委員会（SC）、
校長、DEO がパートナーとして考え行動し、女子教育の促進と学校環境の改善を目指して様々な活

動を行った。そのなかで培ったノウハウはガイドラインというかたちに最終化されつつあるが、この

アプローチは、実質的に学校を活性化するものとして注目され、教育省（MOE）が行う学校交付金

プログラムの手法などにも参考にされている。ドナーとの調整は、UNICEF、世界食糧計画（World Food 
Program: WFP）、ドイツ技術協力公社（Deutsche Gesellschaft fur Technische Zusammenarbeit: GTZ）、英

国国際開発省（Department for International Development: DFID）、世界銀行（World Bank: WB）、米国国

際開発庁（United States Agency for International Development: USAID）などとの間で、定期的に情報交

換がなされている。 
 
（３）ターゲットグループのニーズ 

対象郡と対象校のニーズは、学校改善計画策定の段階から十分に反映されており、住民参加の学校

改善計画を行うことの妥当性をパイロット実施により示したかたちとなっている。女子教育の推進に

関しては、対象校とコミュニティに女子教育への理解が広まり、さらに高学年への就学ニーズ、女性

教員へのニーズが高まっている。 
対象 6 郡の選定は、州内の地理的・文化的多様性を配慮して選定されたものであり、今後、タイズ

州全郡に BRIDGE を普及させる際にモデル性は大きい。 
 

４－２．有効性 

 プロジェクト目標は、2008 年 11 月のガイドラインの最終化と関係者への共有により、 
すべてが達成される見込みであり、有効性は高い。GEO による BRIDGE 実施、女子就学比率の

上昇、就学数の増加はすでに達成されている。 
 
（１）達成をもたらした成果 
 BRIDGE ガイドラインの核となる学校改善マニュアル（SIM）には、女子教育推進と住民のイ

ニシアティブによる学校改善のアプローチが分かりやすく説明されているが、このマニュアル作

成のプロセスこそが、学校委員会、校長、DEO と GEO の協働による BRIDGE モデルづくりそ

のものとなった。DEO により現場で培われた手法は、2007 年より GEO に移転され、現場で使

いこなせるまでに GEO の能力も強化されている。それぞれの C/P の役割と責任は、ガイドライ

－19－



 

ンに明記、共有され、有効な役割分担をもたらした。コミュニティの住民を巻き込み、女子と女

性の活動参加を促進しながら、学校の環境を改善してきたが、現在では計画の中身は、学校経営、

教員訓練、教育の質にまで及び、さらにニーズの質も高まっている。各校の校長によるリーダー

シップ、住民参加への理解も成果をもたらした要因である。 
 また、ガイドライン・ドラフト版は、すでに他郡や関係機関に各種イベントなどを通して共有

されており、DEO の数名は、他州にて BRIDGE 紹介のトレーナーとして招かれ、モデルの有効

性を立証することとなった。 
 
（２）達成度に関する懸案事項 
 女子就学比率の上昇に関しては地域格差が大きく、平均は 0.79 を達成していても、例えば、

Dhuhab 郡では、1.04 である一方、Maqbana 郡では、いまだ 0.50 にとどまっている。この差異につい

ては、他ドナーである WFP の対象 3 郡に対するプロジェクト以前からの介入、地理的・宗教的背景

の違い、などいくつかの要因が考えられる。終了時評価調査団の聞き取りによれば、対象郡のなかに

は、いまだに宗教リーダーが女子教育に否定的であり、女子を共学校や男子教員のもとに送ることを

多くの親が抵抗感をもっている学校もあった。 
また、比率上昇のプロジェクト外要因として、国家政策として授業料が廃止されたことも考えられ

よう。このような様々な要素から、女子教育推進に関する本プロジェクトの有効性に関しては、さら

なる分析が必要と考えられる。 
  
 
４－３．効率性 

 成果はほぼ達成されており、モデルを確立し、州内の他郡への普及の基盤を作ったという観点から

考えると、他国のプロジェクトなどと比較しても効率性は高い。BRIDGE-GEO、DEO チームの能力

は強化され、コミュニティ参加は促進され、学校運営能力は向上し、BRIDGE 普及はすでに着手され

ている。イエメン側による業務費の拠出も行われている。 
 
（１）モデル性の確立 
 コミュニティの参画による女子教育の推進を目指した学校改善計画というモデルは、プロジェクト

実施期間中にほぼ形づくられている。とくに、対象校の学校委員会、校長の活動はプロジェクトによ

り活性化し、それぞれが、学校環境と教育内容の改善に向けて、自主的に計画実施に参画するように

なった。また、学校が発信する様々なコミュニティ啓発活動によって、女子の教育の重要さがコミュ

ニティの人々に認識され、親たちは女子と男子の両方を学校に送るようになった。地域の宗教リーダ

ーやリソースを使った効率的な啓発キャンペーンは、学校間や DEO 間の情報共有により、対象校に

広がっていった。 
 学校改善計画資金の使途は、契約教員の雇用（2007 年はほぼ 50%）が最も多く、次いで教室の建

設（13％）、トイレ建設（9%）が続く。学校の改善のために、まずは教員と教室が必要であることは、

どの学校にも共通するニーズであり、今後、これらのニーズが満たされたうえでの効率的な資金運用

が課題となろう。 
 このモデルを今後、タイズ州内に普及していくことを踏まえて、プロジェクト期間中の対象地域へ

の投入は、妥当であったといえよう。イエメンの僻地でのパイロット事業により、多くの学校を活性

化させた手法は、今後、他郡の僻地でも応用できるものである。 
 
（２）C/P の配置 

プロジェクト期間中、各郡の BRIDGE-DEO チームが定着し、それぞれの現場で BRIDGE 実施

の能力強化を図ってきた。一方、BRIDGE-GEO チーム 5 名は、2007 年 2 月から新チームを組み、

女子教育部、コミュニティ参加部、財務部からの職員により構成されており、BRIDGE 実施の核
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となる働きを果たしてきた。これら BRIDGE チームの配置が、成果達成に効率的に働いたこと

は認められる。今後、普及に向けては、チーム以外の他職員への技術移転が必要となろう。 
 
（３）イエメン側の投入 
 2007/2008 年にはすでに、イエメン側からの投入として、タイズ州政府から学校改善計画資金に 1
校につき 320,000YER が全 59 校に供与された。2008/2009 年も 1 校につき 230,000YER が供与される

ことが決定している。モニタリング費用に関しては、教育省から 2007/2008 年に 500,000YER が供与

され、2008/2009 年分は、2008 年 8 月現在、1,000,000YER の承認待ちの状況である。これらイエメン

側のコミットメントは、プロジェクトの効率性と自立発展性に寄与している。 
 
（４）他スキーム、他ドナーとの連携 
 日本の草の根無償資金協力では、プロジェクトと連携し、対象郡の 6 校に対してプロジェクト期間

中に、教室増築、教師の宿舎、トイレの建設を行った。 
他ドナーとの協働に関しては、学校改善マニュアル作成の過程や、契約教員雇用の手続きなどの際

に、GTZ のトレーニング・マニュアルや UNICEF の Child-Friendly School Program の手法を参考にし

ている。また、BRIDGE の進捗を他ドナーと共有し、イエメンの基礎教育推進を行う様々なドナーと

お互いに影響を与え合っている。 
 
 
４－４．インパクト 

 コミュニティ、郡、州政府および国家政策へのインパクトは大きい。上位目標である、タイズ州全

体の女子の基礎教育へのアクセスの向上にも、BRIDGE モデルの普及が寄与する見通しは高い。 
 
（１）政策へのインパクト 
 教育省による National Program on School-based Management は、1-12 年生のすべての生徒に学校交

付金（平均 1 人約 200YER、総額 950 百万 YER）を供与する計画であり、2008/2009 年度 10 月以降に

実施される見通しである。この学校交付金システムを設計する際に、BRIDGE の学校改善計画のアプ

ローチが影響を与えている。とくに、教育省は交付金の学校への直接送金を適用し、交付金の使途に

関しても、BRIDGE が汲み上げた住民ニーズが参考となっている。  
 2007 年には、教育省はすでに視察団をタイズ州の BRIDGE 対象校に送っており、その手法を学ん

でいる。同年の BEDS レポートには、BRIDGE は女子教育促進の成功事例として取り上げられており、

教育省が以前から、BRIDGE の学校改善計画に着目していたことがわかる。 
 
（２）他ドナーへのインパクト 
 世界銀行、DFID、オランダ大使館、KfW による BEDP-WSI プログラムにおいては、包括的学校改

善（Whole School Improvement）の試みのなかで、Hawdramaut 州、Al Mawheat 州の 2 州 60 校を対象

に、住民参加による学校改善計画に着手している。このアプローチと使用するマニュアルは、ほとん

ど BRIDGE のガイドラインと同様のものである。 
 UNICEF の Child-Friendly School Program においても、対象 6 郡において住民参加の学校運営を促

進する際のマニュアルは、BRIDGE のマニュアルを参考にしている。住民参加の学校環境改善、女子

教育の促進に関するコミュニティ啓発キャンペーン、学校への直接送金などに関しても、本プロジェ

クトの与えた影響は大である。ただし、上記の 2 つのプログラムは、契約教員の採用に関しては、

BRIDGE とは異なる手法を共有しており、契約教員は女性のみであり、その雇用は学校改善計画とは

別枠で実施している。女性教員雇用を行う際は、地元に定着するという条件のもと 3 年間に計 9 カ月

のフォローアップ教員研修を行い、実力が伴ったものは 3 年後に教育省により正規教員として雇用さ

れるというメカニズムを取ることになっている。契約教員に関しては、BRIDGE が他ドナーの事例を
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参考にできる部分も大きいと思われる。 
  
（３）コミュニティへのインパクト 
 コミュニティ内の女性参加により、女性や母親たちの教育の対する認識が変容し、識字教室を終え

た大人の女性たちが、子どもと席を並べて学ぶ姿も見られるようになった。学校の活動やイベントに

参加する女性の姿も増えた。教員や裁縫のインストラクターとして雇用された女性たちは、定収入を

得て自信を持ち、家庭の生活向上を果たしている。校長や教師の女性に対するステレオタイプな見方

も変わり、優秀な女子生徒や女性教員への支援も増している。 
 住民たちのなかには、学校の改善活動や運営、行事に参加することで、村内の結束が固まり、村に

活気が戻ったと認識するものも多い。DEO によっても、コミュニティの団結感や仲間意識が増して

いることが観察されている。学校が人の集まる場所になり、住民からの労働力提供や寄付なども増え

ている。 
 学校に子どもを送った親たちは、字が読める子どもに助けられ、教育の重要さを認識するほか、衛

生概念、社会マナー、規律、イスラムの教えなど、新たな知識を得て、社会的態度が変わったという。 
 さらに、オープンデーなどにより他の地域にも評判が広がっており、タイズ州では 700 を超える学

校が自主的に学校委員会を立ち上げ、同様のプロジェクトの実施を、州政府に申請する動きが起こっ

ている。 
 
４－５．自立発展性 

 州政府の資金供与も実現し、対象 59 校が自立発展的に学校改善を進めるという見込みは高いが、

上位目標であるタイズ州全体への普及を見通す場合、自立発展性は、ほぼ妥当といえる。 
 
（１）政策面 
 イエメンの教育政策である BEDS は、引き続き同プロジェクトモデルの普及を支持するため、政

策面の自立発展性は問題ない。 
 
（２）組織面 
 GEO の局長のリーダーシップにより、本プロジェクトは十分な成果を挙げてきたため、今後も同

様のリーダーシップが求められる。 
 他方、BRIDGE-GEO メンバーの 5 名の能力強化は OJT により十分に果たされているが、GEO 内の

他職員へも巻き込んだ組織強化はこれからの課題である。同じく各郡の BRIDGE-DEO メンバーは、

本プロジェクトの実施により大きく力を伸ばしているが、既存の DEO 組織強化、既存のリソースの

活用については、普及に向けての課題である。 
学校改善計画資金で雇われている契約教員 172 名のうち 129 名は、2008 年 8 月現在、教育省によ

る正規職員の認定待ちの状態である。教員が持続的に学校に雇われ続けることは、僻地の学校にとっ

ては最も重要なニーズであるが、契約教員の資格の問題、地方への定着の問題などがあり、 
すべての契約教員が安定したステータスと収入を得る方策は、十分には採られていない。 

 
（３）財政面 
 タイズ州政府は、これまでに学校改善計画資金を拠出してきており、今後も毎年 60 校ずつ新規校

を増やし、BRIDGE モデルを普及していく見込みである。2009/2010 年の対象校（既存 59 校と新規

60 校）に対する予算は組まれているが、その後の全州の対象候補校に関する見通しは立っていない。 
 また、州からの学校改善計画資金には使途制限が依然みられるため、住民のニーズに応じた資金運

用の自在さが制限される恐れがある。 
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（４）技術面 
 タイズ州全体への普及を目指して、GEO と DEO の組織強化を図るとともに、技術面では育成され

た BRIDGE メンバー以外の職員に対する技術の移転が求められよう。とくに、DEO 視察官の能力強

化、学校改善計画事業への理解の促進が必要である。 
また、GEO と DEO は、今後は国と州政府の双方から配布される学校への交付金を運営・管理する

責任があるが、その資金運用能力はさらに強化が必要である。学校のニーズをもとに適正な改善計画

を指導、モニターする能力に加えて、透明性をもって交付金を各学校に配布する職務態度が問われよ

う。 
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第５章 提言と教訓 

 

５－１．結論 

終了時評価調査団が実施した主要な関係者へのインタビュー調査の結果、本プロジェクトにより導

入されたアプローチは、女子の基礎教育へのアクセス改善に向けて、コミュニティ、学校、郡教育事

務所、州教育局の協働体制を強化し、対象地域における基礎教育就学率における男女格差の是正に貢

献したことが確認された。 

また、各レベルの主要な関係者の能力がプロジェクトの実践を通じて強化されたこと、BRIDGE チ

ームメンバーは、BRIDGE の実施のために必要とされる技術、運営面での能力を十分に獲得したこと

が認められた。BRIDGE 実施に対して、タイズ州政府による政治レベルでの支援と財政面でのコミッ

トメントも得られており、イエメン側関係者のオーナーシップとイニシアティブも高まっている。

JICA 専門家とイエメン関係者の良い協力関係も構築されていることも確認された。   

案件の最終成果品となる BRIDGE 運営のためのガイドライン案はすでに作成済みであり、これを

使って 2007/2008 年の活動が実施されているが、現場での実践に照らした関係者からのコメントに基

づき、2008 年 8 月現在、修正作業も進められている。  

女子教育推進には、女性教員の採用が最も有効であるとされてきたが、女性の正規教員においては、

出身地でない僻地の学校で働くことは現実的には困難である。BRIDGE が対象とするような遠隔地の

不利な条件にある学校では、女性に限らず、政府の通常システムにて異なる地域を出身地とする正規

教員を公募、配置することが難しいこと、仮に配置できたとしても、その教員がすぐに辞めてしまう

ことが深刻な問題となっている。BRIDGE 対象校の多くでも、女子教育を阻害する問題として教員不

足を挙げており1、学校改善計画の一環として、自らのコミュニティや近隣地域から男性を含む契約

教員を採用し、雇用管理も行っている。このように、BRIDGE モデルでは、学校とコミュニティが地

元出身の教員を雇用してきたが、本プロジェクトの実践を通して、地元出身の教員であれば、男性で

あっても女子教育推進に効果があること、また、地理的に不利な条件にあるイエメンの遠隔地域が抱

える教員不足の問題に対して、ボトムアップのアプローチが有効であることが示された。 

その一方で、プロジェクト協力期間以降の自立発展性に関する主要な課題として、僻地での教員不

足に対する継続的な対応方法の検討が挙げられる。継続的教員雇用の重要性を認識し、2008 年 8 月

現在、教育省とタイズ州政府により、BRIDGE の契約教員を正規教員として雇用するための協議がな

されている。いずれにせよ、契約教員を学校が直接的に雇用する現在の方式に関しては、更なる普及

に備えて包括的な見地から分析・レビューを行い、実施可能かつ持続可能な制度を確立していく必要

がある。 

プロジェクトは着実に目標達成に向けて進捗しているが、BRIDGE モデルが、タイズ州の地方教育

行政における既存のメカニズムに統合され、基礎教育への女子のアクセス改善に向けて州内の他の郡

や学校に普及していくために、関係者（教育省、州教育局、郡教育事務所、タイズ州政府、JICA 専

門家）は、次に挙げる事項について、引き続き検討することを提言する。 
 

５－２．提言 

５-２-１. タイズ州における BRIDGE の自立発展性に関する課題 

 研修・モニタリング予算の確保（教育省） 

                                                        
1対象校 59 校のうちの 8 校では正規教員がおらず、BRIDGE のもとに 33 人のコミュニティ出身の契約教員が雇われている。ま

た 51 の対象校にて 172 名の契約教員が雇われており、それらの学校の教員総数の 46％に値する。これらの数値は、イエメン

の遠隔地における正規教員不足の深刻さを露呈している。 
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研修・モニタリング活動は、BRIDGE モデルの不可欠なコンポーネントであり、BRIDGE を効果的

に実施するためには、必要予算を確保することが肝要である。2008/2009 年については、対象 59 校に

対する学校交付金（1 校あたり 230,000YER）が、タイズ州政府予算により確保されているが、2008
年第 4 四半期における研修・モニタリングに関する活動経費は未だ確保されていない。 
日本の協力期間終了後の BRIDGE の効果的実施に向けて、教育省は、予算確保を含めた必要なアク

ションをとることが望まれる。BRIDGE 実施における研修・モニタリング活動は、将来的には、通常

の研修プログラムや、GEO の活動計画に基づいた通常業務の一環として統合されることが望ましい。 
 

 タイズ州の政治的リーダーに対する BRIDGE モデルの有効性に関するアドボカシー（州教育局、

郡教育事務所、学校委員会） 
郡教育事務所、学校委員会は、プロジェクト終了後の自立発展性を担保するにあたって、プロジェ

クト実施のための財源の確保が最も重要なファクターであるとしていることからも、プロジェクト終

了後におけるタイズ州政府からの財政面での継続的なコミットメントは自立発展性を確保するため

に不可欠となる。従って、タイズ州における財政的なコミットメントを確保し、さらに強化していく

ために、BRIDGE モデルの有効性について、政治的リーダーへのアドボカシーを継続的に行うことが

重要である。 
 

 学校交付金の効果的な支給メカニズムの確立（タイズ州政府、教育省 MOE、財務省） 

本プロジェクトは、学校から州レベルに至るまで、透明性、説明責任を伴った財政管理に必要とな

る能力強化がなされれば、学校レベルに交付金を直接支給することは、有効でありかつ機能すること

を、実践を通じて示したイエメンにおいて初めての事例である。しかし、BRIDGE で試行した学校交

付金の支給方法を導入していくためには、規則や法律の改正も必要となる。タイズ州は、手続きコス

トや事務処理にかかる学校への負担を回避するために、BRIDGE の経験に基づいた学校交付金支給メ

カニズムの採用を検討することが求められる。イエメンの教育セクターにおけるBRIDGEの経験は、

実践に基づいた機能するメカニズムとして、国家や州レベルの政策策定の際に検討されることが重要

である。その際、必要であれば、地方分権化に則した効果的な財政管理を促進するための法律や規則

の改正や制定を遂行するとともに、効果的な財政遂行のための能力構築を推進することが肝要である。 

 

 

 達成レベルの低い学校に関する分析とモニタリング強化 (JICA 専門家チーム、GEO、DEO) 
プロジェクト目標の指標として、ターゲット校における 1-9 年生の就学者における男女比率の平均

値が設定されており、これに基づくとプロジェクト目標は達成したと判断される。しかし、各校の達

成レベルをみると、学校間や郡間における差異が著しいことに留意する必要がある（添付資料 1 ミ

ニッツ Annex 4 参照）。 例えば、17 校（全体の 30%）においては、男子生徒に対する女子生徒の就

学比率は 1 を超えている（最高値は 1.65）。その一方で、9 校においては、0.5 を下回っている（最低

値は 0.19）。 
このように、学校別の達成レベルは一様ではないため、女子の就学を促進あいは阻害する要因につ

いて十分に分析する必要がある。とりわけ達成レベルの低い学校については、細かな分析により阻害

要因を抽出し、これに対応していくことが肝要である。従って達成レベルの低い学校については、

2008/2009 年の学校改善計画策定の際、郡教育事務所からの特別なフォローが重要である。 
 

 BRIDGE の通常業務への統合を通した郡教育事務所の組織能力の強化（DEO、GEO、教育省） 
現在、郡教育事務所レベルにおいては、BRIDGE チームメンバーのみが BRIDGE 実施に関わって

いることから、今後、BRIDGE が郡内で普及していくためには、BRIDGE 実施を、郡教育事務所の通

常業務、とりわけ学校への指導業務などに組み込んでいく必要がある。学校に関するデータ収集、ニ

ーズアセスメント、財政および技術モニタリングなどを含む視学官の実務タスクは、BRIDGE 実施の
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ためのタスクにも含まれるものである。 
こうした点からも、BRIDGE チームメンバーは、各種インスペクター（財務、学校環境、教授法な

ど）を含む郡教育事務所の幅広い人材を研修、強化し、郡教育事務所の通常の業務に BRIDGE のア

プローチが組み入れられることを推進していくことが求められる。 
 

５-２-２. BRIDGE の効果的普及のための課題 

BRIDGE の普及推進のためには、モデルの有効性を一層高めていく必要がある。従って、これまで

の実施プロセスを振り返り、以下の観点についてさらに分析を深める必要がある。 

 

 契約教員の採用及び継続的雇用のための適正な仕組み作りの検討（BRIDGE・JICA 専門家チー

ム、DEO、GEO、教育省、タイズ州）  

BRIDGE が採り入れた学校によるニーズベースの契約教員採用メカニズムは、継続性や質確保の観

点から十分に分析し、検討を加えていく必要がある。分析結果に基づいて、BRIDGE と JICA 専門家

チームは、BRIDGE 実施における教員採用に関する共通ルール（学校データの基づいた雇用人数に関

する基準設定、最低学歴、給与設定など）と手続き（分析の確認基準、雇用プロセス、契約内容など）

を明確にし、DEO、GEO、教育省およびタイズ州政府と合意することが肝要である。 
そのプロセスにおいては、学校改善計画により雇用される契約教員を含む地元出身の教員採用や継

続的雇用に関して、学校委員会や DEO、GEO、教育省、さらにはタイズ州政府の役割や責任範囲を協

議し、契約教員の雇用に関する意思決定プロセスを含み、各ステークホルダーに求められる役割につ

いて、技術、管理、財政面から定義する必要がある。また、合意された共通ルールや手続き方法につ

いては、ガイドラインの最終版に含めることが重要である。  
 

 契約教員の質を担保するための手段と予算の確保 (教育省、GEO) 
将来的に BRIDGE を実施するにあたっては、すべての契約教員が一定の質を伴うよう、教育省が

適切な研修を提供していくことが強く望まれる。この点については、教育省や GEO は、予算計画を

策定し、必要なリソースを確保していくことが肝要である。プロジェクト活動の一環として、

2007/2008 年には、契約教員に対して 2 日間の導入研修が実施されたが、契約教員が一定の質を保つ

ためには、より体系的な研修が必要である。 
 
● 学校交付金の適正レベルの検討（JICA 専門家チーム） 

JICA 専門家においては、イエメンの教育セクター全体の財政的枠組みを考慮したうえで、これま

で収集してきたデータの分析結果に基づいて、学校教育に求められる最低限の質の保証を念頭におい

た適正なレベルの学校交付金について検討いただきたい。必要とされる交付金のレベルは、各学校の

状況、例えば、すでに存在する人材、資金、生徒数、学校施設の状況、地理的条件などにより異なる。

イエメン教育セクター全体の財政状況を勘案し、BRIDGE モデルの中核的アプローチ（住民参加、財

務管理における透明性の確保、計画から評価に至る一貫した説明責任の遂行）を維持することを念頭

に置きつつ、学校の個々の状況に応じて、適正なレベルの学校交付金が検討されることが望ましい。 
さらに、学校、郡、州、教育省の各レベルにおいて、配賦された予算が目的遂行のために効果的に

活用されるよう、管理・マネジメント能力を構築していくための手段やそのための予算があわせて担

保されることが肝要である。 
 
５-２-３. その他の提言 

● 同様のプログラムにおける実施手続きの調和化の促進（教育省・ドナー全体） 

学校主体の経営を推進するための国家プログラムのもと、異なるドナーや教育省が、同様の試みに取り組

んでいる。従って、不要な重複を避けるために、ドナー、教育省間における実施手続きの調和化に向けての

さらなる努力が必要である。  
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さらに、グッドプラクティス、戦略、課題について、異なる地域やレベルの主要な関係者の間で共

有されること、また、現場での教訓や経験に基づいて、政策、法的枠組み、実施および資金枠組みが

効果的に調和していくことが肝要である。 

 

５－３．教訓 

本案件の実施を通して得られた他の類似案件へのフィードバックとして以下の 3 点を挙げる。 

 プロジェクト目標に即したターゲット郡の選択基準の設定 
今回対象となったいくつかの郡は、基礎教育への就学における男女格差という基準のみで選択され

たわけではなかったため、プロジェクトの実施を通して、その目標である男女格差是正にどの程度イ

ンパクトがあったのかが必ずしも把握できないケースがあった。 
こうした点からも、プロジェクト目標に対応する指標に基づいてターゲットグループを選択するこ

とが肝要である。 
 

 基礎教育への女子のアクセス改善のための質を測る追加的指標の設定 
本件のプロジェクトデザインでは、修了や在籍というよりは、就学に重点が置かれたものとなって

おり、PDM1 には、女子教育の促進に貢献する質をみる指標が含まれていない。学校へのアクセス改

善と教育の質的改善は、女子教育推進のために同様に重要な課題であり、類似案件においては、質を

把握できる追加的指標を設定することが重要である。 
 
 対象グループの多様性の把握・分析（達成レベルの差異を形成する要因の把握） 
本件のように、教育における男女格差是正に有効な地方教育行政モデルの提示を目指すような案件

においては、対象とした教育現場の個々の状況や、それらを取り巻く社会・文化・経済的環境も視野

に入れ、科学的な分析アプローチも採用しながら、格差の要因構造をより客観的に分析・提示するこ

とが肝要となる。こうした点から、平均値からは把握できない対象グループの多様性に着目し、個々

の状況を可能な限り詳細に把握し、傾向分析を行うことが不可欠である。案件関係者は、平均値化さ

れた指標は、異なるグループ間（例えば学校、地域、学年など）に存在する格差が見えなくなる危険

性があることを十分に認識したうえで、協力の経過段階や、協力後におけるモニタリング、評価の視

点を改善していくことが求められる。  
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am

e、
Ja

ba
l、

H
ab

as
hi
、

A
l t

ai
zi

a
と

K
ha

de
er
）

か
ら
既
に
選
ば
れ
て
い

る
。
対
象
と
な
る
学
校
の
選

択
基
準
の
１
つ
は
女
子
生
徒

数
 /

 男
子
生
徒
数
の
比
率
が
低
い
こ
と
で
あ
る
。

 
・
 
学
校
改
善
基
金
と
し
、

20
07

/2
00

8
年
度
は
、

Y
ER

23
0,

00
0
が

59
校
そ
れ
ぞ
れ
に
配
布
さ

れ
、

20
08

/2
00

9
年
度
の
基
金

Y
ER

23
0,

00
0
も
す
で
に
承
認
さ
れ
て
い
る
。

20
09

/2
01

0
年

度
に
は
、

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
を
実
施
す
る
対
象
校
へ
の
概
算
合
計
予
算
も
準
備
さ
れ
、
副
知

事
に
提
出
さ
れ
て
い
る
。
総
額
は

Y
ER

55
,9

78
,2

00
。

Y
ER

50
0,

00
0 
が
新
た
に
対
象
と
な

る
60

校
に
配
布
さ
れ
る
計
画
。

 G
EO

が
供
出
す
る
こ
の
運
営
費
に
は
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
経

費
、

訓
練

費
、

学
校

改
善

基
金

、
オ

ー
プ

ン
キ

ャ
ン

パ
ス

運
営

費
な

ど
の

諸
経

費
が

含
ま

れ
る
。

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成

 
タ

イ
ズ

州
の

対
象

郡
に

お
い

て
、

女
子

教
育

促
進

に
有

効
な

地

域
住

民
・

学
校

主
体

の
地

方
教

育

行
政
モ
デ
ル
が
開
発
さ
れ
る
。

 
 

1
.
 
女
子
教
育
促
進
の
視
点
を
含
む

B
R
I
D
GE

モ
デ
ル
実
施
に
か
か
る
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
が
完
成
し
、
関
係
者
に

よ
っ
て
理
解
さ
れ
る
 

2
.
 
州
教
育
局
が
開
発
さ
れ
た
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
を
用
い
て

B
R
ID
G
E
を
実
施

す
る
こ
と
が
で
き
る
 

3
.
 
パ
イ
ロ
ッ
ト
対
象
郡
に
お
け
る

G
1
-
G
9
の
男
子
生
徒

1
人
に
対
す
る

女
子
生
徒
の
比
率
が
少
な
く
と
も

0
.
7
8
を
下
回
ら
な
い
 

1.
 
ド
ラ
フ
ト
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は

20
07

年
8
月
に
作
成
さ
れ
、
対
象
と
な
る

6
郡
で
の

D
EO

と
学
校
委
員
会
に
よ
り

SI
P
計
画
策
定
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
で
試
用
さ
れ
、
修
正
が
加
え
ら
れ

た
。
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
は
、

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
の
詳
細
が
解
説
さ
れ
、
学
校
改
善
と
女
子
教

育
の
促
進
に
役
立
つ
優
れ
た
実
践
例
が
含
め
ら
れ
た
。

 2
00

8
年
、

G
EO

チ
ー
ム
は
ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
内

容
を

よ
り

充
実

さ
せ

る
た

め
に

数
回

の
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
実

施
し

 
D

EO
、
学
校
委
員
会
、
校
長

 、
M

O
E、

ド
ナ
ー
、
そ
の
他
関
係
者
に
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
を

求
め
た
。

20
08

年
10

月
末
、
完
成
さ
れ
た
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
関
係
機
関
に
共
有
さ
れ
る
見

込
み
で
あ
る
。

  
 

B
ED

P-
W

SI
 と

ユ
ニ
セ
フ

は
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
の
際
に
、

B
R

ID
G

E
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を

参
考
に
し
て
い
る
。

  
 

2.
 
新
し
い

G
EO

チ
ー
ム
は

20
07

年
4
月
に
編
成
さ
れ
、
そ
の
チ
ー
ム
の
メ
ン
バ
ー

5
名
は
対

２．評価グリット結果票（和文）
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男
女
と
も

に
全
生
徒
数
が
減
少
し
な
い

象
と
な
る

59
校
の
改
善
計
画
と
予
算
運
営
を
行
い
、
学
校
で
の
年
次

SI
P
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ

プ
を

指
導

し
た

。
ま

た
、

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

、
ニ

ュ
ー

ス
レ

タ
ー

作
成

の
会

議
や

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ
プ
、

D
EO

・
JI

C
A

 専
門
家
共
同
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
視
察
に
も
参
加
し
た
。
こ
れ
ら
の

 
O

JT
を
通
し
て
、

G
EO

チ
ー
ム
は

SI
P
の
プ
ロ
セ
ス
と
地
域
住
民
参
加
の
ア
プ
ロ
ー
チ
を

理
解
し
た
。

G
EO

の
非

 B
R

ID
G

E
メ
ン
バ
ー
た
ち
も

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
を
理
解
す
る
た

め
に
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の

指
導
を
始
め
て
い
る
。

 
G

EO
-B

R
ID

G
E
チ
ー
ム
と

D
EO

チ
ー
ム
（
合
計

26
名

)は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
中
に
徹

底
的
に
訓
練
さ
れ
て
お
り
、
と
く
に

D
EO

-B
R

ID
G

E
メ
ン
バ
ー

(6
郡
か
ら
総
勢

21
名

)は
G

EO
メ
ン
バ
ー
に
先
立
っ
て
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
当
初
か
ら
、
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
の
運
営

管
理
能
力
を
身
に
つ
け
た
。

 
G

EO
、

JI
C

A
専
門
家
、

D
EO

と
の
月
次
会
合
で
は
、
各
郡
で
の
進
捗
や
問
題
が
議
論
さ
れ
、

G
EO

と
D

EO
の
意
思
疎
通
と
学
習
プ
ロ
セ
ス
の
共
有
が
促
進
さ
れ
た
。

 
 

3.
 

20
07

/2
00

8
年
度
の
対
象

59
校
の
平
均
比
率
は

0.
79

で
あ
り
、
目
標
指
標

(0
.7

8)
は
達
成
さ

れ
た
。
し
か
し
、
地
区
に
よ
り
差
が
あ
り
、
例
え
ば
、

D
hu

ha
b 

の
比
率
は

1.
04

を
記
録
し

た
が
、
他
方

M
aq

ba
na

 の
比
率
は
ま
だ

0.
50

の
ま
ま
で
あ
る
。

W
FP

 に
よ
る
食
糧
プ
ロ

グ
ラ
ム
が

D
hu

ha
b、

A
l M

ak
ha
、

A
l W

az
iy

ah
 に

影
響
し
、
よ
り
高
い
比
率
を
示
し
た
。

 
 

4.
 

59
の
対
象
校
に
お
い
て
の
女
子
と
男
子
の
合
計
数
が
年
ご
と
に
増
加
し
て
い
る
。

20
04

年
と

20
07

年
を
比
較
す
る
と
、
男
子
生
徒
数
は

9,
31

2
か
ら

12
,0

03
ま
で
増
加
し
、
女
子
生

徒
数
は

6,
28

1
か
ら

9,
43

3
ま
で
増
加
し
た
。

 
  

  
  

 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
達
成

 
 1
.
 
タ
イ
ズ
州
の
地
方
教
育
行
政

能
力
が
育
成
さ
れ
る
 

2
.
 
基
礎
教
育
改
善
事
業
へ
の
地

域
住
民
参
画
が
活
性
化
さ
れ

る
 

3
.
 
学
校
関
係
者
（
校
長
・
教
員
等
）

の
学
校
運
営
能
力
が
育
成
さ

れ
る
 

4
.
 
B
R
I
D
GE

モ
デ
ル
を
対
象
校
･

郡
以
外
に
普
及
す
る
た
め
の

活
動
が
開
始
さ
れ
る
 

 

 1
-
1 
州
教

育
局
及
び
郡
教
育
事
務
所
行

政
官
が

B
R
ID
G
E
実
施
に
係
る
そ
れ

ぞ
れ

の
役
割
と
責
任
を
理
解
す
る
 

1
-
2 
州
教

育
局
及
び
郡
教
育
事
務
所
が

B
R
I
D
GE

運
営
サ
イ
ク
ル
で
必
要
な

手
順

を
最
低
限
実
施
で
き
る
 

2
-
1
 
 郡

教
育
事
務
所
に
よ
る
地
域
住

民
参
加
の

増
加
の
評
価
 

2
-
2
 
 学

校
及
び
地
域
社
会
に
よ
る
地

域
住
民
参

加
の
増
加
の
評
価
 

2
-
3
 
 保

護
者
及
び
地
域
住
民
に
よ
る

教
育
の
重
要
性
の
理
解
が
増
加
す

１
．
能
力
開
発

 
終
了
時
評
価
チ
ー
ム
と
の
グ
ル
ー
プ
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
と
自
己
評
価
に
よ
る
と
、

G
EO

・
D

EO
 双

方
の
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
は
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
書
か
れ
た
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
と
責
任
を

明
確

に
理

解
し

て
い

る
。

ま
た

双
方

が
役

割
を

分
担

し
て

タ
イ

ズ
州

、
そ

の
他

の
州

に
も

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
を
広
め
る
こ
と
に
納
得
し
て
い
る
。

D
EO

の
中
で
も
能
力
の
あ
る

M
ok

ha
と

M
aw

iy
ah

郡
か
ら
の

2
人
の

メ
ン
バ
ー
は
、

B
ED

P-
W

SI
 プ

ロ
グ
ラ
ム
の
ト
レ
ー
ナ
ー
と
し

て
選
ば
れ
、
す
で
に
、

B
ED

P-
W

SI
の
パ
イ
ロ
ッ
ト
郡
で
あ
る
二
つ
の
州
で
、
学
校
全
体
の
改

善
活
動
モ
デ
ル
を
紹
介
す
る
共

有
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
実
施
し
て
い
る
。

  
a)

 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
サ
イ
ク
ル
・

マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト

 
G

EO
チ
ー
ム
の

 S
IP

 運
営
管
理
を
運
営
す
る
能
力
が
際
立
っ
て
向
上
し
た
。

20
08

年
8
月
に

は
、

20
08

/2
00

9
年
度
の

SI
P
計

画
策
定
研
修
が
開
催
さ
れ
、
チ
ー
ム
は

 J
IC

A
 専

門
家
の
サ
ポ

ー
ト
な
し
で
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
プ
ロ
セ
ス
全
体
を
計
画
、
実
施
す
る
こ
と
が
で
き
て
い
る
。

  
D

EO
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
当
初
か
ら
専
門
家
と
一
緒
に
作
業
を
行
う
う
ち
に
、

G
EO

チ
ー
ム
よ

り
先
に
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

SI
P
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
の
能
力
を
向
上
さ
せ
た
。
ま
た
、
対
象
校
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る
 

2
-
4
 
 女

性
に
よ
る
学
校
改
善
活
動
参

加
が
増
加
す
る
 

3
-
1
 
 校

長
が

B
RI
D
G
E
実
施
に
係
る
役

割
と
責
任
を
理
解
す
る
 

3
-
2
 
 校

長
に
よ
る
女
子
教
育
の
重
要

性
の
理
解
が
増
加
す
る
 

4
-
1
 
 州

教
育
局
が
対
象
郡
以
外
に

B
R
I
D
GE

の
経
験
を
共
有
す
る
た
め

の
ワ

ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
企
画
・
実

施
す

る
プ
ロ
セ
ス
に
参
加
す
る
 

4
-
2
 
 州

教
育
局
が
ニ
ュ
ー
ス
レ
タ
ー

の
編

集
過
程
を
理
解
し
、
そ
の
過

程
に

参
加
す
る
 

4
-
3
 
 対

象
郡
の
各
郡
教
育
事
務
所
が

プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
実
施
期
間
中
に
最

低
1
回
オ
ー
プ
ン
デ
ー
を
開
催
す

る
 

の
校
長
と
学
校
委
員
会
を
監
督
す
る
こ
と
に
よ
り
「
計
画
・
実
施
・
評
価
」
能
力
を
向
上
さ

せ
た
。

 
20

07
/2

00
8
年
度
、

G
EO

チ
ー
ム
は
対
象
校
に

10
8
回
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
訪
問
を
行
な
い
、

D
EO

 
チ
ー
ム
も
対
象
校
に
１
カ
月
１
回
～
２
回
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
訪
問
を
実
施
し
た
。

D
EO

、
G

EO
、

JI
C

A
専
門
家
の
合
同
チ
ー
ム
に
よ
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
訪
問
は
、

D
EO

と
G

EO
の
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
技
術
の
向
上
に
役
立
っ
た
と
自
己
評
価
さ
れ
た
。

 
 b)

 G
EO

チ
ー
ム
の
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

 
20

08
年
に
行
わ
れ
た
チ
ー
ム
ワ

ー
ク
に
関
す
る
自
己
評
価
に
よ
る
と
、
他
の
メ
ン
バ
ー
と
仕
事

の
情
報
交
換
を
行
っ
た
り
お
互
い
を
支
援
す
る
う
え
で
、
弱
点
が
み
ら
れ
た
が
、
専
門
家
の

指
導
の
下
、
時
間
管
理
・
報
告
・
会
議
運
営
・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
が
改
善
さ
れ
た
。

  
 c)

 G
EO

・
D

EO
に
よ
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
活
用

 
D

EO
 チ

ー
ム
は
学
校
レ
ベ
ル
に
お
い
て
、
学
校
改
善
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
指
導
す
る
こ
と
に
つ
い
て

は
問
題
な
い
。
チ
ー
ム
の
何
人

か
は

B
ED

P 
– 

W
SI

の
ト
レ
ー
ナ
ー
や
ユ
ニ
セ
フ
の
ア
ド
バ
イ

ザ
ー
と
し
て
選
ば
れ
る
ほ
ど
に
十
分
な
経
験
を
積
ん
で
い
る
。

G
EO

チ
ー
ム
は
ド
ラ
フ
ト
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
を
ま
と
め
、
修
正
す

る
作
業
に
従
事
し
て
い
る
。

 
 ２
．

 地
域
住
民
参
加

 
a)

 D
EO

に
よ
る
査
定

 
 D

EO
 は

対
象
校
に
お
け
る
地
域
住
民
参
加
の
促
進
を
評
価
し
て
い
る
。
ま
た
、
学
校
委
員
会

の
活
発
化
と

 校
長
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
も

 D
EO

 に
よ
り
評
価
さ
れ
て
い
る
。
校
長
と
保
護
者

は
、
学
校
改
善
に
は
地
域
住
民
参
加
が
重
要
で
あ
る
こ
と
、
女
子
教
育
と
女
性
た
ち
の
参
加

を
す
す
め
る
た
め
に
協
力
す
る
こ
と
を
認
識
し
た
。
学
校
環
境
は
地
域
住
民
の
貢
献
に
よ
り
大

き
く
改
善
さ
れ
た
。

 
 b)

 女
子
教
育
を
促
進
さ
せ
る
効
果
的
方
法

 
終
了
時
評
価
チ
ー
ム
に
よ
る
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー
と
エ
ン
ド
ラ
イ
ン
調
査
に
よ
る
と
、
女
子
教
育

を
促
進
す
る
効
果
的
な
方
法
は
以

下
の
と
お
り
で
あ
る
。：

ロ
ー
ル
モ
デ
ル
と
し
て
女
子
教
員
を
採

用
、
女
性
用
ト
イ
レ
の
設
置
、
男
子
と
女
子
の
教
室
を
別
々
に
す
る
こ
と
、
学
校
に
フ
ェ
ン

ス
を
建
設
、
物
語
や
著
名
な
宗
教
指
導
者
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
が
吹
き
込
ま
れ
た
カ
セ
ッ
ト
テ

ー
プ
の
配
布
、
学
校
ラ
ジ
オ
を
設

置
し
地
域
住
民
に
対
し
学
校
の
情
報
や
活
動
を
知
ら
せ
る
こ
と
、

地
域
住
民
の
家
庭
を
訪
問
し
、
保
守
的
な
保
護
者
に
対
し
娘
た
ち
を
学
校
に
通
学
さ
せ
る
よ

う
説
得
す
る
こ
と
。

 
 女
子
教
育
を
促
進
す
る
効
果
的
な
方
法
は
、
対
象
と
す
る
地
域
の
文
化
や
地
理
に
よ
っ
て
異

な
る
。
い
く
つ
か
の
学
校
で
は
次
の
よ
う
な
方
法
を
と
っ
て
い
る
。：

校
舎
の
壁
を
塗
り
装
飾
を
施
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す
、
モ
ス
ク
で
女
子
教
育
の
重
要
性
に
つ
い
て
説
教
師
に
説
い
て
も
ら
う
。
し
つ
け
の
方
法
（
た

と
え
ば
棒
を
使
用
し
な
い
）
を
変
え
て
も
ら
う
、
女
子
の
座
る
場
所
を
快
適
に
す
る
、
小
さ

な
薬
局
を
学
内
に
設
置
す
る
、
通

学
用
の
足
を
確
保
す
る
、

 タ
イ
ズ
ラ
ジ
オ
に
よ
る
「
学
校
に
戻

ろ
う
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
や
学
校
登
録
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
行
な
う
。

 
 さ
ら
に
、

 学
校
委
員
会
は
男
子
と
女
子
た
ち
の
ア
ク
セ
ス
を
増
や
す
た
め
、
様
々
な
学
校
行
事

を
計
画
・
実
行
し
た
。
旅
行
、
競
技
、
学
校
祭
、
祝
賀
行
事
は
保
護
者
に
よ
っ
て
運
営
さ
れ

、
他
の
地
域
の
住
民
も
参
加
し
た
。
優
秀
な
生
徒
は
イ
ベ
ン
ト
で
表
彰
さ
れ
、
保
護
者
た
ち
は

子
供
を
通
学
さ
せ
る
こ
と
に
誇
り
を
感
じ
た
。
こ
れ
ら
の
ア
イ
デ
ア
は
主
に

 D
EO

と
学
校
委
員

会
に
よ
っ
て
考
え
出
さ
れ
た
。

 
 c)

 地
域
住
民
の
貢
献

 
保
護
者
と
地
域
社
会
住
民
が
、

新
し
い
教
室
や
ト
イ
レ
を
建
て
る
た
め
に
、
自
ら
の
労
働
力

を
提
供
し
た
。
フ
ェ
ン
ス
や
天
井

も
同
様
に
、
保
護
者
や
地
域
住
民
に
よ
り
造
ら
れ
た
。
石
、
砂
、

木
な
ど
の
建
築
材
料
は
保
護
者

に
よ
っ
て
購
入
あ
る
い
は
寄
付
さ
れ
た
。
い
く
つ
か
の
学
校

で
は
、
校
庭
に
木
を
植
え
、
水
や

り
を
続
け
た
者
も
い
る
。
学
校
の
整
理
・
整
頓
・
清
潔
さ
が

地
域
住
民
の
支
援
に
よ
り
改
善
さ

れ
た
。

  
 

 d)
 保

護
者
に
よ
る
女
子
教
育
の
重
要
性
の
認
識

 
保
護
者
は
女
子
教
育
が
も
た
ら

し
た
地
域
へ
の
恩
恵
を
評
価
し
て
い
る
。
例
え
ば
、
娘
た
ち

は
親
の
読
み
書
き
を
助
け
、
学
校

で
受
け
た
教
育
に
よ
り
、
親
に
マ
ナ
ー
、
適
切
な
態
度
そ
し

て
社
会
的
な
ル
ー
ル
を
伝
え
た
。

ま
た
、
子
ど
も
た
ち
を
通
し
て
公
衆
衛
生
の
知
識
と
健
康
へ

の
関
心
が
家
庭
に
も
た
ら
さ
れ
た

。
エ
ン
ド
ラ
イ
ン
調
査
に
よ
る
と
、
親
は
娘
た
ち
が
大
学
ま

で
も
勉
強
を
継
続
す
る
こ
と
を
望

ん
で
お
り
、
地
元
で
教
員
に
な
る
こ
と
、
あ
る
い
は
都
会
に

出
て
、
専
門
職
を
求
め
る
こ
と
を

希
望
す
る
親
も
い
る
。
男
女
が
平
等
に
教
育
を
う
け
る
権
利

に
賛
成
す
る
親
は
９
２
％
に
上
る

。
 

僻
地
や
保
守
的
な
地
域
で
は
、
ま
だ
、
親
は
娘
た
ち
が
教
室
で
男
子
と
一
緒
に
い
る
こ
と
を

好
ま
ず
、
共
学
の
学
校
に
行
か
せ
る
こ
と
に
抵
抗
が
あ
る
。
ま
た
早
婚
が
女
子
教
育
を
妨
げ
る

要
因
と
な
っ
て
い
る
。

  
 e)

 女
性
た
ち
の
校
内
活
動
へ
の
参
加

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
対
象
校
は
、
女
性
た
ち
の
学
校
参
加
を
奨
励
す
る
た
め
、
少
な
く
と
も
１
つ

新
し
い
活
動
を
行
う
義
務
を
負
っ
て
い
る
。
識
字
学
級
と
裁
縫
学
級
は
最
も
人
気
が
高
い
活
動

で
あ
り
、

20
08

年
ま
で
に
、

36
の
識
字
学
級
と

19
の
裁
縫
学
級
が
開
設
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、
女

性
の
学
校
活
動
参
加
に
肯
定
的
な
影
響
を
与
え
て
お
り
、
例
え
ば
、
教
室
に
出
席
し
た
女
性

た
ち
が
学
校
の
運
営
管
理
に
携
わ
る
こ
と
を
望
み
、
ま
た
識
字
学
級
を
終
え
た
後
、

G
4-

5 
の
生
徒

に
な
る
も
の
も
い
る
。
女
性
た

ち
は
、
修
得
し
た
技
能
に
よ
っ
て
収
入
を
生
み
、
生
活
レ
ベ

ル
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を
上
げ
る
こ
と
が
可
能
に
な
る
。
い
く
つ
か
の
学
校
で
は
、
地
域
社
会
の
健
康
問
題
へ
の
意

識
を
向
上
さ
せ
る
た
め
に
、
救
急
医
療
学
級
を
開
講
し
て
い
る
。

  
母
会
メ
ン
バ
ー
は
父
会
と
協
力
し
て
、
共
同
で

SI
P
を
運
営
す
る
た
め
に
活
躍
し
て
い
る
。
し

か
し
な
が
ら
、
母
親
た
ち
の
教
育
レ
ベ
ル
が
低
く
、
公
共
活
動
を
す
る
こ
と
に
た
め
ら
い
が

あ
る
た
め
、
十
分
な
母
会
メ
ン
バ
ー
を
集
め
る
の
が
困
難
な
地
域
も
あ
る
。
い
く
つ
か
の
郡
で
は
、

若
く
教
育
を
受
け
た
女
性
た
ち
が
、
母
会
活
動
に
参
加
し
、
女
子
や
女
性
の
参
加
を
啓
発
し

て
い
る
場
合
も
あ
る
。
ま
た
、
郡
の
オ
ー
プ
ン
デ
ー
と
タ
イ
ズ
市
で
の
祝
賀
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

で
は
、
多
く
の
女
性
た
ち
が
参
加
し
た
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
前
、
地
域
外
に
出
か
け
る
こ
と

は
許
可
さ
れ
な
か
っ
た
女
性
た
ち
の
変
化
は
注
目
に
値
す
る
。
幾
人
か
の
地
域
の
女
性
た
ち
は

識
字
学
級
や
裁
縫
学
級
の
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
タ
ー
と
し
て
雇
用
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
は
女
性
た

ち
に
と
っ
て
は
、
賃
金
を
得
て
教
員
と
し
て
尊
敬
さ
れ
る
機
会
と
な
る
。

  
 3.
学
校
管
理
運
営
能
力

  
a)

 校
長
の
役
割
と
責
任
に
関
し

て
の
理
解

 
校
長
た
ち
は

 S
IP

 で
教
育
の
質
の
定
義
を
学
び
理
解
し
た
。
そ
し
て
、
学
校
で
の
日
常
総
務

業
務
、
基
本
的
教
授
技
能
、
生
徒
と
教
師
の
規
律
の
３
点
か
ら
、
学
校
を
改
善
す
る
こ
と
を

試
み
て
い
る
。

  
校
長
た
ち
は
、
技
能
と
知
識
を

深
め
る
た
め
に
複
数
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
に
参
加
し
た
。

59
名

の
校
長
と
若
干
の
副
校
長
が

20
07

/2
00

8年
度
の
校
長
研
修
会
に
参
加
し
た
が
、参

加
者
の

90
％

以
上
が
学
校
経
営
の
概
念
を
よ
く
理
解
し
た
と
回
答
し
て
い
る
。
校
長
た
ち
は
教
育
の
質
を

高
め
る
た
め
、

SI
P

計
画
策
定
す

る
こ
と
に
自
信
を
得
、

そ
の
ニ
ー
ズ
は
具
体
的
に
な

り
、

D
EO

と
JI

C
A

 専
門
家
の
指
導
の
下
、
様
々
な
計
画
策
定
が
推
進
さ
れ
て
い
る
。
エ
ン
ド
ラ
イ
ン
調

査
で
は
、
大
半
の
校
長
た
ち
が
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
に
よ
り
、
他
の
校
長
と
の
情
報
の

共
有
が
可
能
に
な
っ
た
こ
と
を
評
価
し
た
。

D
EO

た
ち
は
、
月

2
回
学
校
訪
問
し
、
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
と
指
導
を
行
な
っ
て
お
り
、
こ
の

D
EO

た
ち
よ
る
集
中
的
な
ケ
ア
が
学
校
改
善
を
促
進
し
て

い
る
。

 
  20

07
/2

00
8
年
度
は
、
延
べ

45
6
名
の
学
校
委
員
会
メ
ン
バ
ー
が

 S
IP

計
画
策
定
研
修
に
参
加

し
、

59
の
対
象
校
す
べ
て
か
ら

学
校
改
善
計
画
が
提
出
さ
れ
た
。

 
 b)

 保
護
者
、
教
師
、
校
長
、

D
EO

間
の
協
力

 
校
長
た
ち
は
保
護
者
と
の
協
力
の
重
要
性
に
気
付
き
、
学
校
委
員
会
の
問
題
解
決
能
力
を
認

め
て
い
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
以
前
は
、
校
長
は
学
校
運
営
管
理
に
お
い
て
保
護
者
の
協
力

を
望
ま
な
か
っ
た
が
、
エ
ン
ド
ラ
イ
ン
調
査
に
よ
る
と
、
校
長
の

88
.1
％
が
地
域
住
民
参
加
の
重

要
性
を
理
解
し
て
い
る
。

 
 エ
ン
ド
ラ
イ
ン
調
査
に
よ
る
と
、
学
校
に
対
す
る
保
護
者
の
認
識
も
劇
的
に
変
化
し
た
。
教

師
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を
尊
敬
す
る
保
護
者
は

91
.4
％
（
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン

4.
4％

）、
学
校
へ
の
協
力
を
い
と
わ
な
い
保

護
者
が

78
.5
％
（
ベ
ー
ス
ラ
イ

ン
10

.1
％
）
い
る
。
教
師
の
能
力
に
関
し
て
は
、
多
く
の
校
長

た
ち
は
契
約
教
員
ら
が
学
校
を

欠
席
も
遅
刻
も
せ
ず
、
仕
事
に
専
念
し
、
誠
実
で
規
律
正
し

い
こ
と
を
認
識
し
て
い
る
。

 
  

  
c)

 女
子
教
育
の
重
要
性
の
理
解

 
エ
ン
ド
ラ
イ
ン
調
査
に
よ
る
と
、
校
長
た
ち
の

96
.6
％
（
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン

9.
4％

）
が
女
子
も

男
子

と
同

等
に

基
礎

教
育

の
機

会
を

持
つ

べ
き

で
あ

る
と

思
っ

て
い

る
。

ま
た

校
長

た
ち

の
64

.4
％
（
ベ
ー
ス
ラ
イ

ン
17

.0
％
）
が
、

女
性
が
社
会
に
出
て
専
門
の
キ
ャ
リ
ア
を
持

つ
こ

と
が
で
き
る
と
考
え
て
い
る
。
校

長
た
ち
の
何
人
か
は
女
子
の
能
力
に
気
付
き
、
大
学
へ
の
進

学
を
奨
励
し
て
い
る
。
ま
た
、
男

子
が
家
事
を
手
伝
い
、
姉
妹
を
学
校
に
行
か
せ
る
よ
う
に
す

る
べ
き
だ
と
述
べ
る
校
長
も
い
る

。
校
長
た
ち
は
、
女
子
教
育
の
重
要
性
を
学
校
改
善
計
画
を

す
す
め
る
う
え
で
認
識
し
た
。

 
 ４
．

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
を
広
め
る
方
法

 
a)

 B
R

ID
G

E
経
験
を
共
有
す
る
た
め
の
研
修

 
20

08
年

6
月
、

D
EO

、
D

EO
、
学
校
委
員
会
、
タ
イ
ズ
州
の
権
力
者
、
ド
ナ
ー
、
メ
デ
ィ
ア

と
他
州
の

G
EO

総
勢

45
0
名
を
招
待
し
、

B
R

ID
G

E
経
験
を
共
有
す
る
た
め
に
祝
賀
ワ
ー
ク
シ

ョ
ッ
プ
が
開
催
さ
れ
た
。

20
08

年
7
月

12
日
に
は
、

G
EO

メ
ン
バ
ー

16
名
、
知
事
室
か
ら
高

官
3
名
、
対
象
郡
か
ら

21
名
、
新
規
対
象
郡
か
ら

5
名
、
そ
の
他
の
関
係
機
関
か
ら

7
名
の
計

47
名
を
招
い
て
、
共
有
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
が
催
さ
れ
た
。
こ
れ
ら
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
は

G
EO

チ
ー
ム
の
監
督
の
下
で
行
な
わ
れ
た
。

 
 b)

 G
EO

主
導
に
よ
る
ニ
ュ
ー
ス
レ
タ
ー
の
編
集

 
4
号
と

5
号
は

20
07

/2
00

8
年

度
に
発
行
さ
れ
た
。

5
号
は

G
EO

チ
ー
ム
の
み
で
編
集
さ
れ
、

タ
イ

ズ
州

の
女

子
教

育
と

地
域

住
民

参
加

の
記

事
が

含
ま

れ
て

い
た

。
6

号
の

編
集

会
議

は
G

EO
チ
ー
ム
主
導
で

20
08

年
8
月
に
開
か
れ
た
。
ア
ラ
ブ
語
版
が
対
象
校
、
対
象
郡
、
関
係

機
関
に
、
英
語
版
が
ド
ナ
ー
関
係
者
に
そ
れ
ぞ
れ
配
布
さ
れ
た
。

 
 c)

 D
EO

主
導
に
よ
る
オ
ー
プ
ン

デ
ー
の
開
催

 
20

07
/2

00
8
年
度
に
は
、

6
郡
す

べ
て
で
オ
ー
プ
ン
デ
ー
が
催
さ
れ
た
。
そ
れ
ぞ
れ
の
郡
で

D
EO

 
が
す
べ
て
の
活
動
を
企
画
し
、
周
辺
地
域
か
ら

50
0
名
以
上
の
住
民
を
招
待
し
て
開
催
さ
れ
た
。 

D
EO

の
26

名
と
学
校
委
員
会

の
メ
ン
バ
ー

31
0
名
が
参
加
し
た
。
生
徒
、
保
護
者
、
学
校
委
員

会
、
校
長
、
そ
し
て
教
員
た
ち
に
、
学
校
改
善
と
女
子
教
育
の
重
要
性
が
説
明
さ
れ
、
参
加

者
た
ち
は
良
好
事
例
を
共
有
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

 
 d)

 メ
デ
ィ
ア
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
と

啓
発
機
材
の
効
果
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プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
配
布
さ
れ
た
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
・
ツ
ー
ル
の
う
ち
、
新
聞
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト

、
ニ
ュ
ー
ス
レ
タ
ー
は
、
対
象
と
な
る
僻
地
に
お
い
て
は
住
民
が
非
識
字
の
た
め
か
、
あ
ま
り

効
果
的
に
は
機
能
し
な
か
っ
た
。
む
し
ろ
人
々
は
モ
ス
ク
や
学
校
で
の
説
教
師
の
話
、
学
校
放

送
に
よ
る
情
報
、
校
舎
の
塀
に
書
か
れ
て
い
る
メ
ッ
セ
ー
ジ
な
ど
か
ら
よ
り
影
響
を
受
け
た
よ

う
で
あ
る
。

 
 前
提
条
件

 
イ

エ
メ

ン
政

府
と

 タ
イ

ズ
州

 は
 

B
ED

S 
戦

略
の

促
進

と
実

施
を

継
続
し
て
い
る
。

 
 教
育
省
と
財
務
省
は

B
R

ID
G

E
の

た
め

に
必

要
な

予
算

配
分

を
継

続
し
て
い
る
。

 
 B

R
ID

G
E

モ
デ

ル
が

 タ
イ

ズ
州

内
 で

普
及
す
る
。

 
 研
修
を
受
け
た

G
EO

チ
ー
ム
が
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
と

し
て

留
ま

る
。
 

 G
E
O
,
 D
EO

学
校
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

が
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
に
参
加
し
続
け

る
。
 

 

  
イ
エ
メ
ン
政
府
と
タ
イ
ズ
州
は

B
ED

S
戦
略
の
促
進
と
実
施
を
継
続
し
て
い
る
。

 
  学
校
改
善
基
金
の
た
め
に
、

20
07

/2
00

8
年
度
は

Y
ER

23
0,

00
0
が

59
校
そ
れ
ぞ
れ
に
配
布
さ

れ
た
。

20
08

/2
00

9
年
度
分
も

59
校
そ
れ
ぞ
れ
に

Y
ER

23
0,

00
0
の
配
布
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。

20
09

/2
01

0
年
度
の
概
算
予
算
が

G
EO

で
す
で
に
準
備
さ
れ
、
タ
イ
ズ
州
評
議
会
の
事
務
局
長

に
提
出
さ
れ
た
。

 
 M

O
E 

は
20

07
/2

00
8
年
の
モ
ニ

タ
リ
ン
グ
費
用
と
し
て

 Y
ER

50
0,

00
0
を
提
供
し
た
。

 
 G

EO
 局

長
は
毎
年
新
規

60
校
ず
つ

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
を
広
め
る
計
画
を
立
て
て
い
る
。

 
 G

EO
の
職
員

5
名
は
コ
ア
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
と
し
て
残
留
し
た
。

 
 G

EO
、

D
EO

、
学
校
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
へ
の
参
加
を
継
続
し
た
。

 
 

投
入
結
果

 
 

イ
エ
メ
ン
側
の
投
入

 
 

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ

 
M

O
E 

3
名
、

G
EO

チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー

5
名
、

B
R

ID
G

E
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
で
あ
る

 D
EO

 チ
ー

ム
メ
ン
バ
ー

21
名

 
2.

 サ
ナ
ア
と
タ
イ
ズ
の
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
チ
ー
ム
の
た
め
の
オ
フ
ィ
ス
ス
ペ
ー
ス
、
机
、
椅
子

 
電
話
線

 
3.

 運
用
経
費

  
  

  
SI

P 
の
た
め
の
学
校
交
付
金

 
  

  
  

 各
学
校
に

20
07

/2
00

8=
 Y

ER
 3

20
,0

00
  

  
  

  
 各

学
校
に

20
08

/2
00

9=
 Y

ER
 2

30
,0

00
 *
配
布
が
承
認
さ
れ
て
い
る
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モ
ニ
タ
リ
ン
グ
経
費

 
  

  
  

 2
00

7/
20

08
=5

00
,0

00
Y

ER
 (M

O
E)

  
  

  
  

 2
00

8/
20

09
=1

,0
00

,0
00

Y
ER

 (M
O

E)
 *
ま
だ
承
認
さ
れ
て
い
な
い

 
  

  
訓
練
経
費

 
  

  
 *
契
約
さ
れ
た
が

3
年
次

に
は
配
布
さ
れ
て
い
な
い

 
 

日
本
側
の
投
入

 
  

GE
O,

 D
EO

学
校
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
参

加
し
続
け
る

 
 

1.
 日

本
の
専
門
家
派
遣

 
20

07
/2

00
8=

23
M

/M
  

20
08

/2
00

9=
10

.9
3M

/M
 

 2.
 機

材
 

  
 自

動
車
２
台
、
オ
ー
ト
バ
イ

６
台
、
事
務
機
器
（
Ｐ
Ｃ
、
机
と
椅
子
な
ど
）

 
 3．

SI
P 

の
た
め
の
学
校
交
付
金

  
  

  
  

20
07

/2
00

8
年
度

Y
ER

29
0,

00
0,

00
0 

(5
9
校
総
額

) 
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付
属

2-
2 

 
評

価
表

：
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
プ
ロ
セ
ス

 
評
価
項
目

 
副
質
問

 
調
査
結
果

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
と

管
理

運
営
体
制

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
と

管
理

運
営

体
制

は
適

切
か

つ
機

能
的

で
あ

っ
た

か
？

  

・
 

G
EO

チ
ー
ム
は

JI
C

A
専
門
家
の

支
援
に
よ
り

20
07

年
2
月
か
ら
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
運
営
管
理
の

た
め
に
徹
底
的
に
業
務
に
あ
た
っ
て
き
た
。

G
EO

の
他
の
職
員
ス
タ
ッ
フ
も

G
EO

チ
ー
ム
の
指
導

に
よ
り
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
に
加
わ
っ
て
い
る
。

  
・
 

D
EO

-B
R

ID
G

E
チ
ー
ム
の
メ
ン
バ
ー
た
ち
は
、
学
校
や
地
域
住
民
と

SI
P
を
実
施
し
た
こ
と
に
よ

り
管
理
運
営
能
力
が
向
上
し
た
。
た
だ
し
、
非

B
R

ID
G

E
メ
ン
バ
ー
の
管
理
運
営
能
力
は

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
を
広
め
る
に
は
限
界
が
あ
る
。

 
・
 

G
EO

・
D

EO
 と

 J
IC

A
 専

門
家

の
月

例
会

議
で

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

や
問

題
が

討
議

さ
れ

た
。

G
EO

 と
 D

EO
は
お
互
い
の
成
果
と
課
題
を
分
か
ち
合
う
こ
と
が
で
き
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
を
強
め
る
機
能
を
果
た
し
た
。

  
 

活
動
の
実
施

 
活

動
は

計
画

に
従

っ
て

実
施

さ
れ

た
か
？

 
・
 
す
べ
て
の
活
動
は
計
画
に
従
っ
て
予
定
通
り
、
適
切
に
行
な
わ
れ
た
。

  
  

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
メ

カ
ニ

ズ
ム

 
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

方
法

は
適

切
か

つ
効
果
的
で
あ
っ

た
か
？

 
・
 
中
間
評
価
に
よ
る

PD
M

 修
正
後
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

は
適
切
で
あ
る
。

 
 

G
EO

と
D

EO
と
の
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン

 
G

EO
と

D
EO

と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ

ョ
ン

は
支

障
な

く
、

か
つ

円
滑

に
行

な
わ
れ
た
か
？

 

・
 

JI
C

A
 専

門
家
と

G
EO

・
D

EO
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
、
月
例
会
議
や
共
同
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
実
施
に
よ
り
頻
繁
か
つ
円
滑
に
行
な
わ
れ
た
。

G
EO

と
D

EO
は
協
力
し
て
学
校
委
員
会
と
校
長

た
ち
の
監
督
を
行
な
っ
た
。

 
・
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
過
程
は

 M
O

E 
、
財
務
省
、
官
庁
、
ド
ナ
ー
、
マ
ス
コ
ミ
や
タ
イ
ズ
州
の

G
FO

、
知
事
室
の
関
係
者
と
共
有
さ
れ
た
。

  
・
 
主
要
な
問
題
は
、
合
同
調
整
委
員
会
（

JC
C
）
で
共
有
さ
れ
た
。

 
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
意
識

 
C

P
た
ち
は
学
校
改
善
を
通
し
て
女
子

教
育

促
進

に
対

す
る

役
割

と
責

任
を

理
解
し
た
か
？

 

・
 

G
EO

 と
 D

EO
 は

地
域
住
民
を
主
体
と
す
る

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
を
実
施
す
る
た
め
の
そ
れ
ぞ
れ

の
役
割
、
責
任
、

業
務
分
担
を
明
確
に
理
解
し

た
。
ま
た
、
自
身
で
計
画
、

実
行
、
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
を
行
う
こ
と
に
よ
り
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
が
確
立
さ
れ
た
。

 
・

 学
校
委
員
会
、

校
長
、
教
師
、
そ

し
て
地
域
住
民
は

、
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
開
始
時
か

ら
、
オ
ー

ナ
ー

シ
ッ
プ
を
も
っ
て

SI
P
運
営
に
臨
ん
で
い
た
。
彼
ら
は
、
そ
の
役
割
と
責
任
を
理
解
し
、
学
校
改
善

マ
ニ
ュ
ア
ル
を
用
い
て
、
自
ら
の
学
校
を
運
営
す
る
こ
と
に
自
信
を
も
っ
て
活
動
し
て
い
る
。
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附
属

2-
3 

 
評
価
表
：
５
項
目
評
価

 
妥
当
性

 評
価
項
目

 
副
質
問

 
調
査
結
果

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

目
的

と
上

位
目

標
が

イ
エ

メ
ン

の
開

発
政

策
と

一
致

し
て

い
る
か
？

 

・
B

R
ID

G
E
の
事
前
調
査
時
か
ら
、
貧
困
削
減
の
第
三
次
開
発
計
画
（

20
06

-2
01

0)
 と

戦
略
的
ビ
ジ

ョ
ン

20
15

に
お
い
て
、
教
育
は

国
家
の
政
治
的
枠
組
み
の
中
の
重
要
な
課
題
で
あ
る
。
特
に
教

育
分
野
の
課
題
は
、
基
礎
教
育
開
発
戦
略
（

B
ED

S）
で
、

(a
) 
普
遍
的
教
育
へ
の
ア
ク
セ
ス
、

G
1-

G
6

の
基
礎
教
育
へ
の
ア
ク
セ
ス

10
0％

、
G

1-
G

9
へ
の
ア
ク
セ
ス

90
％
、

 (
b)

 僻
地
で
の
女
子
就
学

率
の
向
上
、

 (
c)

 教
育
成
果
の
質

の
改
善
、

 (
d)
地
方
お
よ
び
国
家
レ
ベ
ル
で
の
教
育
制
度
の
強

化
 (

e)
 国

内
の
教
育
体
制
の
強
化

が
あ
げ
ら
れ
て
い
る
。

B
ED

S
の
構
成
要
素

8
項
目
は

(a
) 
教

員
訓
練
と
研
修

 (
b)

 カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
と
評
価
、

 (
c)

 学
校
管
理
運
営
、

 (
d)

 教
育
資
金
、

 (
e)

 教
育
の
地
方
分
権
化
、

 (
f)

 女
子
教
育
、

 (
g)

 校
舎

 (
h)

 地
域
住
民
の
教
育
へ
の
参
加
で
あ
り
、
こ

の
う
ち

B
R

ID
G

E
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

が
介
入
す
る
領
域
は
、

(c
)、

(d
)、

(e
)、

(f
)、

(g
)と

(h
)で

あ
る
。 

 

政
策
の
優
先
順
位

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
イ

エ
メ

ン
へ

の
日

本
の

対
外

援
助

政
策

や
 J

IC
A

 の
援

助
と
は
一
致
し

て
い
る
か
？

  
     

・
上
位
目
標
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
、
日
本
の
教
育
セ
ク
タ
ー
へ
の
援
助
の
枠
組
み
「
成
長
の
た

め
の
基
礎
教
育
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
（
B
E
G
IN
）」

と
整
合
性
が
あ
る
。
B
EG
IN

に
掲
げ
ら
れ
て
い
る

３
つ

の
重

要
な
領

域
は

 
(
a)
 
教

育
へ
の

ア
ク
セ

ス
の

増
加
、

 
(
b
)
 
教

育
の

質
の

向
上
 
(c
)
 
学

校
運
営
管
理
の
改
善
で
あ
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
ま
た
、
人
間
の
安
全
保
障
と
ジ
ェ
ン
ダ
ー
の

問
題

の
視

点
か

ら
最

優
先

事
項

を
基

礎
教

育
と

し
て

掲
げ

る
イ

エ
メ

ン
へ

の
日

本
の

 
O
DA
 
政

策
と
一
致
し
て
い
る
。
 

・
イ
エ
メ
ン
へ
の
 
JI
C
A
 の

援
助
の
戦
略
的
枠
組
み
で
は
、
教
育
セ
ク
タ
ー
へ
の
援
助
は
、
基
礎
教

育
に
重
点
を
置
き
、
地
方
教
育
行
政
者
の
能
力
と
学
校
運
営
管
理
の
改
善
を
強
化
す
る
こ
と
を
通

じ
て
、
教
育
へ
の
ア
ク
セ
ス
と
質

の
向
上
を
目
的
と
す
る
。
B
R
I
D
GE

は
、
こ
の
枠
組
み
と
も
一
致

し
て
い
る
。
 

対
象
集
団
の
ニ
ー
ズ

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
に

よ
り

対
象

グ
ル
ー
プ
の
ニ
ー
ズ
は
満
た
さ
れ
た
か
？

・
 
ス
テ
ー
キ
ホ
ー
ル
ダ
ー
た
ち
へ

の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
で
は
、

B
R

ID
G

E
は
女
子
教
育
に
お
け
る
課

題
に
対
処
す
る
た
め
に
適
切
な

ア
プ
ロ
ー
チ
で
あ
る
と
認
め
て
い
る
。

 
・
 
対
象
グ
ル
ー
プ
の
選
定
は
、
そ

の
文
化
的
か
つ
地
理
的
な
背
景
の
多
様
性
を
考
慮
し
た
た
め

、
適
切
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
対

象
郡
や
対
象
校
の
中
に
は
、

W
FP

 の
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
よ
り
す
で

に
男
女
同
数
が
達
成
さ
れ
、
生

徒
数
の
ジ
ェ
ン
ダ
ー
格
差
を
反
映
し
な
か
っ
た
選
定
も
み
ら

れ
る
。

 
ド
ナ
ー
間
の
調
整

 
ド

ナ
ー

間
の

調
整

は
適

切
で

あ
っ

た
か
？

 
  

・
 
ド
ナ
ー
で
あ
る
ユ
ニ
セ
フ
、

W
FP

、
G

TZ
、

D
FI

D
、

U
SA

ID
、
オ
ラ
ン
ダ
、
そ
し
て
世
界
銀
行

と
の
調
整
は
、
年
１
～
２
回
開
か
れ
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
で
問
題
を
共
有
す
る
こ
と
で
計
ら
れ
た
。 

・
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
計
画
時
に
、
国
と
州
レ
ベ
ル
で
行
な
わ
れ
て
い
る
他
の
ド
ナ
ー
の
活
動
の

分
析
が
行
わ
れ
た
。
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評
価
項
目

 
副
質
問

 
調
査
結
果

 
日
本
の
援
助
に
は
優
位
性
が
あ
る
か
？

    

・
 

B
R

ID
G

E
は
地
域
に
密
着
し
た

学
校
改
善
の
有
効
性
を
確
か
め
る
イ
エ
メ
ン
初
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
で
あ
っ
た
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は

 S
IP

 の
計
画
・
実
施
と
予
算
管
理
に
お
い
て
、
学
校
と
地
域
社

会
の
自

主
性

を
確
保

し
た

。
学

校
へ

の
直

接
送
金

は
関

係
機

関
や

他
の

ド
ナ
ー

た
ち

に
大

き
な

影
響
を
与
え
た
。

 
・
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
・
ア
プ
ロ
ー
チ
は
ユ
ニ
ー
ク
で
あ
る
。
学
校
委
員
会
、
校

長
と

D
EO

は
パ
ー
ト
ナ
ー
と
な
り
、
学
校
改
善
と
女
子
教
育
の
向
上
た
め
に
協
働
し
た
。

 
・
 
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
地
域
住
民
と
の
検
討
に
よ
り
た
び
た
び
修
正
さ
れ
、

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
の
普

及
ツ
ー

ル
と

し
て
作

り
上

げ
ら

れ
た

。
他

の
ド
ナ

ー
の

ア
プ

ロ
ー

チ
と

比
較
す

る
と

、
こ

の
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
地
域
社
会
と
ダ

イ
ナ
ミ
ッ
ク
な
相
互
作
用
が
よ
り
働
い
た
。

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
デ
ザ
イ
ン

 
中

間
評

価
後

の
 P

D
M

修
正

は
適

切
で

あ
っ
た
か
？

  
・
 
中
間
評
価
後
の
修
正
は
、

G
EO

と
JI

C
A
専
門
家
の
間
で
は
適
切
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
た
。

 
・
 
活
動
と
指
標
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
適
切
で
あ
っ
た
。

  
 

 有
効
性

 
評
価
項
目

 
副
質
問

 
調
査
結
果

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成

 

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
達
成
し
た
か
？

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は

20
08

年
11

月
ま
で
に
完
成
し
、ス

テ
ー
キ
ホ
ー
ル
ダ
ー
に
配
布
さ
れ
る
予
定
、

G
EO

は
B

R
ID

G
E
実
施
能
力
を

備
え
て
い
る
。
男
子
生
徒
数
に
対
す
る
女
子
生
徒
数
の
比
率
は

0.
79

と
な
り
、
対
象
郡
で
の
生
徒

合
計
数
は
増
加
を
示
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
ほ
ぼ
達
成
し

た
。

  
* 
付
録
２

-１
：
「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
達
成
の
評
価
表
」
を
参
照
の
こ
と
。

 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達

成
の
詳
細
を
記
載
。

 
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
目

標
達

成
に

妥
当

な
も

の
で

あ
る

か
？

達
成
に
寄
与
し
た
要
素
は
何
か
？

 

・
 
地
域
住
民
の
参
加
に
よ
る
女
子

教
育
促
進
の
事
例
紹
介
が

SI
P
に
効
果
的
に
盛
り
込
ま
れ
た
。

SI
P
の
計
画
・
実
施
の
プ
ロ
セ
ス
に
お
い
て
、
住
民
は
主
体
的
に
女
子
の
学
校
へ
の
ア
ク
セ
ス
増

加
を
図
る
た
め
の
活
動
を
行
っ

た
。

 
・
 

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
を
普
及
さ
せ
る
手
段
と
し
て
、
タ
イ
ズ
州
の
教
育
行
政
関
係
機
関
の
間
で
ワ

ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
開
催
し
た
。
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
、
学
校
委
員
会
、
校
長
、

D
EO

、
G

EO
間
の

試
行
を
通
し
て
何
度
も
修
正
さ

れ
、

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
の
実
施
に
必
要
な
す
べ
て
の
事
項
が
含

ま
れ
た
。
そ
れ
ぞ
れ
の

C
/P

の
役
割
と
責
務
も
明
確
に
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
記
載
さ
れ
、

C
/P

間
に
理
解
さ
れ
た
。

 

n 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

の
前
提
条
件
は
妥
当
で

あ
る
か
？

  
G

EO
局
長
を
リ
ー
ダ
ー
と
す
る

G
EO

チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー

5
名
は

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
を
運
営
管
理
す

る
能
力
を
身
に
つ
け
た
。
女
子
教
育
部
の
部
長
が
チ
ー
ム
リ
ー
ダ
ー
で
あ
り
、
住
民
参
加
部
の
部
長

が
サ

ブ
リ

ー
ダ

ー
で

あ
る

。
 他

の
メ

ン
バ

ー
は

女
子

教
育

部
と

財
務

部
の

職
員

で
、

全
員

が
B

R
ID

G
E 

C
/P

と
し
て
教
育
局
に
留
ま
っ
た
。
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評
価
項
目

 
副
質
問

 
調
査
結
果

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
を

助
長

す
る

要
素

、
あ

る
い

は
、

抑
制

す
る

要
素

は
他
に
あ
っ
た
か
？

 

・
 
学
校
の
登
録
数
の
増
加
の
原
因
の
一
部
は
基
礎
教
育
の
授
業
料
廃
止
に
よ
り
起
き
た
こ
と
も

考
え
ら
れ
る
。

  
・
 

3
郡
（

D
hu

ha
b、

M
ak

ha
、

A
l W

az
iiy

ah
）
で
の

W
FP

食
糧
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
、
こ
の
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
が
始
ま
る
以
前
に
女
子
生

徒
に
食
料
を
配
布
し
て
い
た
の
で
、
す
で
に
女
子
の
生
徒
数

の
増
加
に
貢
献
し
て
い
た
。

 
・
 
地
域
の
長
老
の
否
定
的
信
念
や
態
度
が
、
保
守
的
地
域
で
の
女
子
教
育
の
促
進
を
留
ま
ら
せ
た
。 

学
校
で
女
性
教
員
が
採
用
さ
れ

て
も
、
娘
た
ち
を
共
学
校
に
行
か
せ
る
こ
と
へ
の
た
め
ら
い

が
あ
る
地
域
も
あ
る
。

 
  効
率

 
評
価
項
目

 
副
質
問

 
調
査
結
果

 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
達
成

 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
は
達
成
し
た
か
？

 
４
つ
の
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
は
ほ
ぼ
達
成
さ
れ
て
い
る
；

(1
) 

G
EO

と
 D

EO
 が

能
力
を
身
に
つ
け
る
、

(2
) 
地
域

住
民
の
参
加
が
活
性
化
す
る
、

(3
) 
学
校
管
理
能
力
が
高
ま
る
、

(4
)B

R
ID

G
E

モ
デ
ル
を

普
及
さ
せ
る
手
段
が
着
手
さ
れ
る
。

  
* 
付
録
２

-１
；
「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
達
成
の
評
価
表
」
を
参
照
の
こ
と
。
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
達
成

の
詳
細
を
記
載
。

 
活

動
は

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

を
成

し
遂

げ
る

た
め
に
適
切
に
行
な
わ
れ
た
か
？

 
  

・
 
学
校
委
員
会
、
校
長
、

D
EO

と
G

EO
に
よ
る

SI
P
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
と
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
は
、

成
果
を
果
た
す
た
め
に
効
果
的
に
行
な
わ
れ
た
。

 G
EO

・
D

EO
と

JI
C

A
 専

門
家
合
同
の
月
例

会
議
が
お
互
い
の
協
力
と
理
解
を
強
固
に
し
た
。

  
・
 
地
域
に
密
着
し
た
啓
発
ト
レ
ー

ニ
ン
グ
は
、
地
域
住
民
参
加
を
促
し
、
主
体
性
な

SI
P
を
策
定

す
る
た
め
に
重
要
な
活
動
で
あ

っ
た
。

 
・
 
対
象
校
で
は
、
契
約
教
員
の
雇

用
、
新
し
い
教
室
の
建
設
、
教
室
・
ト
イ
レ
の
修
理
が
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
を
通
じ
て
実
施

さ
れ
た
。

 多
く
の
学
校
で
は
識
字
や
裁
縫
の
ト
レ
ー
ナ
ー
の
雇

用
、
水
タ
ン
ク
の
購
入
、
通
学
手
段
の
提
供
、
学
校
ラ
ジ
オ
の
購
入
、
学
校
行
事
の
企
画
・

運
営
が
な
さ
れ
た
。

 
 

前
提
条
件
に
対
す
る
影
響
が
あ
る
か
？

・
 
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
と
郡
の
研
修
参

加
者
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
対
象
地
域
が
僻
地
に
あ
る
た
め

、
す
べ
て
地
元
地
域
に
留
ま
り
、

学
校
改
善
活
動
を
続
け
た
。

  
・
 

 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

と
活

動
と

の
関
係

 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

を
達

成
す

る
た

め
に

貢
献

し
た

、
あ

る
い

は
抑

制
し

た
要

素
が

他
に
あ
る
か
？

 
 

・
 

D
hu

ha
b 
郡
で
の
、
他
ド
ナ
ー
の
支
援
に
よ
る
水
タ
ン
ク
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
少
女
た
ち
の
家
内

労
働
の
削
減
に
寄
与
し
、
学
校

に
通
え
る
女
子
が
増
え
た
。

 
・
 
学
校
と

 D
EO

 の
調
和
と
協
力
は
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
を
成
し
遂
げ
る
た
め
に
大
き
く
寄
与
し
た
。

  
・
 

D
EO

が
地
域
住
民
と
共
に
行
う

B
R

ID
G

E
実
施
に
対
し
て
自
信
と
誇
り
を
持
っ
て
い
た
の
で
、

G
EO

 の
ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
的
な
態
度
と
し
ば
し
ば
対
立
し
た
。

G
EO

 は
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
・
ア
プ

ロ
ー
チ
に
お
い
て
は
、
ま
だ
手

法
面
で
の
サ
ポ
ー
ト
を
必
要
と
す
る
。
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評
価
項
目

 
副
質
問

 
調
査
結
果

 
タ
イ
ミ
ン
グ

 
活

動
の

た
め

に
日

本
と

イ
エ

メ
ン

双
方

の
投

入
は

効
果

的
な

タ
イ

ミ
ン

グ
で

あ
っ
た
か
？

 

・
 
計
画
に
沿
っ
て
経
験
豊
か
な
合
計

9
名
の
日
本
人
専
門
家
が
派
遣
さ
れ
た
。

  
・
 

20
07

/2
00

8
年
度
の
研
修
経
費
は
イ
エ
メ
ン
側
か
ら
は
提
供
さ
れ
な
か
っ
た
。

20
08

年
8
月
に

開
催
の

SI
P 

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

の
訓
練
経
費
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
予
算
か
ら
支
払
わ
れ
た
。

 
・
 
た
だ
し
、
イ
エ
メ
ン
側
か
ら
、

20
07

/2
00

8
年
に
は
学
校
改
善
資
金
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
費
用
の
拠

出
が
あ
っ
た
。

 
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
は

投
入

と
比

較
し

て
妥

当
か
？

 
こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
、
タ
イ
ズ
州
全
体
に
適
用
可
能
で
あ
り
得
る
モ
デ
ル
と
し
て
確
立
し

た
と
い
う
事
実
を
省
み
る
と
、
投
入
は
妥
当
で
あ
る
。
今
度
、

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
の
普
及
、
全
国

へ
の
主
流
化
が
必
須
で
あ
る
。

 

イ
ン
プ
ッ
ト
の
コ
ス
ト

 
  

他
の

援
助

ス
キ

ー
ム

あ
る

い
は

ド
ナ

ー
と
の
協
力
は
あ
る
か
？

 
  

・
 
対
象
と
す
る
郡
か
ら

2
名
の

 D
EO

 メ
ン
バ
ー
が

B
ED

P 
- 

W
SI

 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ト
レ
ー
ナ

ー
と
し
て
雇
用
さ
れ
、

H
ad

ra
m

au
t 
と

A
l M

aw
he

at
 の

2
州
の
包
括
学
校
改
善
モ
デ
ル
を
つ
く

る
た
め
に
、
協
力
し
あ
っ
た
。

  
・
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
日
本
の
大
使

館
に
よ
る
草
の
根
の
無
償
協
力
と
連
携
し
、
対
象

6
郡
に
、
教

室
、
教
員
宿
舎
、
ト
イ
レ
が
増
築
さ
れ
た
。

 
・
 
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
研

修
用
冊
子

は
 G

TZ
 と

ユ
ニ
セ
フ
に
よ
っ

て
開
発
さ
れ
た

訓
練
マ
ニ
ュ

ア
ル
を
参
考
に
し
た
。
父
会
と
母
会
の
編
成
に
は

 G
TZ

 マ
ニ
ュ
ア
ル
を
利
用
し
た
。

  
  影
響

 
評
価
項
目

 
副
質
問

 
調
査
結
果

 
上

位
目

標
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
5-

10
年
で
達
成

さ
れ
る
か
？

 
タ
イ
ズ
州
で
の
女
子
の
基
礎
教
育
へ
の
ア
ク
セ
ス
が
増
加
す
る
見
込
み
は
あ
る
。

  
* 
付
属
２

-１
；「

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
達
成
の
評
価
表
」
を
参
照
の
こ
と
。

 上
位
目
標
の
達
成
に
つ
い

て
詳
細
を
記
載
。

 

上
位
目
標
の
達
成

 

上
位

目
標

を
達

成
す

る
こ

と
に

対
し

て
貢

献
し

た
、

あ
る

い
は

抑
制

し
た

要
素

は
あ
る
か
？

 
 

・
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
対
象
郡
は
、
タ
イ
ズ
州
の
多
様
な
文
化
的
・
地
理
的
背
景
を
も
っ
た
地
域

か
ら
選
択
さ
れ
て
い
る
た
め
、
モ
デ
ル
の
普
及
は
他
の
郡
に
も
応
用
可
能
で
あ
る
。

  
・
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
評
判
が
、
対

象
で
な
い
学
校
や
郡
に
伝
わ
っ
て
い
る
た
め
、
女
子
教
育
に

対
す
る
地
元
住
民
の
意
識
改
革
が

す
で
に
す
す
ん
で
お
り
、
宗
教
指
導
者
や
地
元
の
長
老
か
ら

の
抵
抗
を
こ
れ
ま
で
ほ
ど
受
け
な

い
か
も
し
れ
な
い
。

  
・
 
タ
イ
ズ
州
の

70
0
校
が
す
で
に
学
校
委
員
会
を
組
織
し
、

SI
P 

を
開
始
す
る
準
備
が
で
き
て
い

る
。
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評
価
項
目

 
副
質
問

 
調
査
結
果

 
イ

エ
メ

ン
国

の
政

策
に

影
響

が
あ

る
か
？

 
・
 
「
学
校
の
運
営
改
善
の
国
家
計
画
」
は
、

20
08

/2
00

9
年
度
に
は
、
合
計

Y
ER

 9
50

,0
00

,0
00

の
学
校
配
布
金
を
支
出
す
る
予
定
で
あ
る
。
平
均
で

Y
ER

20
0
が
、
学
校
改
善
の
た
め
に

 G
1-

G
12

 
の
生
徒
一
人
一
人
に
送
金
さ
れ

る
。

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
は
、
こ
の
計
画
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
づ
く
り

に
影
響
を
与
え
て
い
る
。

 
・
 

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
は
、
学
校
改
善
を
行
な
う
た
め
に
、
地
域
住
民
の
参
加
を
促
進
さ
せ
る
手
法

に
つ
い
て
、
教
育
に
影
響
を
与
え
た
。
学
校
主
導
の
計
画
・
実
施
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
方
法
は
、

教
育
省
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
適
用
さ
れ
た
。

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
は
、
学
校
と
地
元
組
織
に
透
明
性

の
あ
る
資
金
配
布
を
す
る
方
法
を
示
し
た
。

 
・
 
教
育
省
か
ら
の
研
究
チ
ー
ム
は

、
20

07
年
に

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
を
学
ぶ
た
め
、
約

1
週
間
タ
イ

ズ
州
の
対
象
校
を
訪
れ
た
。

20
07

年
の

B
ED

S
年
次
調
査
会
の
閉
会
の
辞
で
、
大
臣
は
「
教
育

省
は
イ
エ
メ
ン
全
土
で

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
を
普
及
さ
せ
る
」
と
述
べ

B
ED

S
の
報
告
書
の
女
子

教
育
の
章
で
、

B
R

ID
G

E
を
成

功
例
と
し
て
紹
介
し
た
。
こ
の
よ
う
に

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
は
、

以
前
か
ら
教
育
省
で
高
く
評
価
さ
れ
て
い
た
こ
と
が
わ
か
る
。

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
の
影
響

 

他
の

政
府

援
助

機
関

に
影

響
が

あ
る

か
？

 
・
 

B
ED

P 
- W

SI
マ
ニ
ュ
ア
ル
は

B
R

ID
G

E
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
手
法
を
応
用
し
た
。

 
・
 

B
ED

P 
- 

W
SI

プ
ロ
グ
ラ
ム
の

ア
プ
ロ
ー
チ
は

B
R

ID
G

E
の
そ
れ
に
類
似
し
て
い
る
；
２
州
の

60
校
が
対
象
校
と
し
て
選
ば
れ
、
学
校
基
金
が
改
善
計
画
に
基
づ
い
て
学
校
口
座
に
入
金
さ
れ

る
。

  
・
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
分
析
さ
れ
た

学
校
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
の
ニ
ー
ズ
は
、

B
ED

S
プ
ロ
グ
ラ
ム

計
画
に
活
用
さ
れ
た
。

  
 

・
 
タ
イ
ズ
州
で
の
「
ユ
ニ
セ
フ
子
供
に
や
さ
し
い
学
校
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
は

B
R

ID
G

E
の
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
を
参
考
に
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
改
訂
し
て
い
る
。

  
  

－87－



評
価
項
目

 
副
質
問

 
調
査
結
果

 
地

域
の

社
会

、
文

化
、

環
境

に
影

響
を

及
ぼ
し
た
か
？

 
・
 
地
域
社
会
の
女
性
た
ち
の
意
識
と
態
度
が
変
化
し
た
。
例
え
ば
、
学
校
に
入
学
し
た
女
子
た

ち
は
、
高
学
年
へ
と
進
学
し
て
い
る
。
ま
た
、
識
字
教
室
を
終
え
た
成
人
の
女
性
た
ち
が
基
礎

教
育
を
学
び
直
す
た
め
に

5
年
あ
る
い
は

6
年
に
入
学
し
た
。
女
性
の
た
め
の
職
業
訓
練
教
室
は

女
性
た
ち
の
収
入
を
増
や
す
こ
と
に
貢
献
し
た
。
女
性
の
契
約
教
員
た
ち
は
隣
接
す
る
集
落

か
ら
雇
用
さ
れ
、
生
徒
の
家
庭
や
文
化
的
背
景
を
理
解
し
て
い
る
の
で
、
地
域
住
民
か
ら
評
価

さ
れ
た
。
こ
れ
ら
の
女
性
教
員
た
ち
は
女
子
生
徒
の
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
と
な
っ
て
い
る
。

 
・
 
地
域
住
民
は
学
校
改
善
の
た
め

に
集
ま
り
共
に
働
き
、
労
働
力
や
基
礎
的
機
材
も
提
供
し
た
が
、

こ
れ
ら
の
活
動
と
団
結
を
通
し
て
、
地
域
社
会
の
仲
間
意
識
が
取
り
戻
さ
れ
、
学
校
と
地
域

社
会
と

D
EO

 の
間
に
調
和
の
取
れ
た
関
係
が
も
た
ら
さ
れ
た
。
学
校
は
皆
の
た
め
の
学
習
セ
ン

タ
ー
と
集
合
場
所
と
な
っ
た
。

 
・
 
学
校
改
善
は
、
家
族
と
地
域
社

会
の
社
会
的
態
度
に
影
響
を
与
え
た
。
例
え
ば
、
学
校
に
行

っ
た
子
ど
も
が
親
に
読
み
書
き
を

教
え
、
家
族
の
た
め
に
手
紙
を
読
ん
だ
り
、
学
校
で
教
わ
っ

た
マ
ナ
ー
、
適
切
な
態
度
、
社
会

的
な
ル
ー
ル
を
親
に
伝
え
た
り
し
た
。
ま
た
、
学
校
で
学
習

し
た
公
衆
衛
生
観
念
に
よ
り
、
家

も
清
潔
に
な
っ
た
。

  
・
 
校
長
た
ち
は
女
性
の
教
員
を
誠
実
な
勤
勉
家
と
し
て
信
用
し
始
め
た
。
賢
明
な
女
子
生
徒
た
ち

は
校
長
、
教
員
そ
し
て
親
の
女

子
に
対
す
る
固
定
概
念
を
変
え
た
。

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

と
上

位
目

標
は

整
合
性
が
あ
る
か
？

 
・
 

G
EO

と
関
連
機
関
に
よ
る
タ
イ

ズ
州
で
の

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
の
普
及
は
、
女
子
の
学
校
へ
の
ア

ク
セ
ス
を
増
加
さ
せ
て
い
る
。

 
上

位
目

標
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標
の
関
係

 
  

前
提
条
件
の
影

響
は
あ
る
か
？

 
・
 

G
EO

 は
タ
イ
ズ
州
で
、
毎
年
対

象
校
を

60
校
ず
つ
増
や
す
計
画
を
立
て
て
い
る
。

20
09

/2
01

0
年
に
新
し
く
対
象
と
な
る

60
校
は
タ
イ
ズ
州
の
６
郡
（

M
aw

ya
 、

 M
aq

ba
na

 、
 S

am
e 
と

 
Ja

ba
l H

ab
as

hi
 、

A
l T

ai
zi

a 
、

 K
ha

de
er
）
か
ら
す
で
に
選
択
さ
れ
て
い
る
。
対
象
校
の
選
択

の
基
準
の
１
つ
は
男
子
生
徒
数

に
対
し
て
女
子
生
徒
数
の
割
合
が
低
い
こ
と
で
あ
る
。

G
EO

 は
5
年
間
で
、
恵
ま
れ
な
い
環
境

に
あ
る

30
0
校
を
対
象
校
に
す
る
計
画
を
立
て
て
い
る
。

 
・
 

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
を
実
施
す
る
た
め
に
、

20
09

/2
01

0
年
度
の
合
計
予
算
が
す
で
に
準
備
さ
れ
、

副
知
事
に
提
出
さ
れ
た
。
金
額
は

Y
ER

55
,9

78
,2

00
。

  
・
 

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
を
タ
イ
ズ
州

の
他
の
郡
や
、
イ
エ
メ
ン
国
内
の
他
の
州
へ
も
普
及
す
る
こ
と

が
す
で
に
計
画
さ
れ
て
い
る
。

 
 持
続
可
能
性

 
評
価

項
目

 
副
質
問

 
調
査
結
果

 
政
策
面
に
つ
い
て

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
、

イ
エ

メ
ン

側
の
サ
ポ
ー
ト
は
継
続
す
る
か
？

 
・
 
基
礎
教
育
開
発
戦
略
（

B
ED

S）
が

 B
R

IG
D

E 
モ
デ
ル
の
普
及
を
支
援
す
る
。
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評
価

項
目

 
副
質
問

 
調
査
結
果

 
C

/P
の

マ
ネ

ー
ジ

メ
ン

ト
能

力
は

維
持
さ
れ
る
か
？

 
・
 

G
EO

 局
長
の
強
い
指
導
力
と
理
解
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
の
発
展
に
寄
与
し
た
。
同
程
度
の

指
導
力
が
、

G
EO

 の
管
理
能
力
を
維
持
す
る
た
め
に
は
不
可
欠
で
あ
る
。

  
・

G
EO

と
D

EO
 の

B
R

ID
G

E 
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
の
能
力
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
っ
て
向
上
し
た

が
、

G
EO

と
D

EO
オ
フ
ィ
ス

 の
他
の
ス
タ
ッ
フ
へ
の
技
術
移
転
が
自
立
的
発
展
の
た
め
に
は

必
要
で
あ
る
。

 B
R

ID
G

E
モ
デ

ル
の
経
費
の
送
金
方
法
は

G
EO

、
D

EO
、
学
校
委
員
会
、
校
長

と
地
域
住
民
の
間
で
、
共
有
さ
れ
理
解
さ
れ
た
。

 
C

/P
の

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
は

十
分

確
保
さ
れ
た
か
？

 
学
校
委
員
会
、
校
長
、

D
EO

 は
SI

P
を
運
営
管
理
す
る
た
め
の
十
分
な
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
を
確

立
し
て
い
る
。

G
EO

は
タ
イ
ズ

州
の
他
の
郡
に
も

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
を
普
及
さ
せ
る
こ
と
を
約

束
し
た
。
今
後
、

SI
P
を
実
施
す

る
た
め
の
予
算
の
公
正
な
配
分
が

B
R

ID
G

E
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー

の
業
務
を
維
持
す
る
た
め
に
は
必
要
で
あ
る
。

 
B

R
ID

G
E

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

維
持

す
る

体
制
が
あ
る
か
？

 
 

・
 

G
EO

チ
ー
ム
は

B
R

ID
G

E
普
及
の
中
核
と
な
る
戦
略
メ
ン
バ
ー
と
し
て
活
動
す
る
こ
と
に
な

る
。

  
・
 
そ
れ

ぞ
れ
の
郡

の
D

EO
 調

査
官

は
、

SI
P 

活
動
の
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
を
今
後
さ
ら

に
活
発
に

行
な
う
必
要
が
あ
る
。

D
EO

 の
制

度
上
の
シ
ス
テ
ム
は
維
持
さ
れ
て
い
る
が
、
今
後
、
彼
ら
の
活

動
が
タ
イ
ズ
州
当
局
に
よ
る
予
算
配
分
に
よ
り
影
響
を
受
け
る
か
も
し
れ
な
い
。

 
・
 
教
育
省
と

G
EO

の
双
方
に
よ
る
、
学
校
改
善
予
算
の
調
整
が
ま
だ
行
わ
れ
て
い
な
い
。

 
 

制
度
・
組
織
面

 

イ
エ

メ
ン

側
か

ら
資

金
は

継
続

的
に

提
供
さ
れ
る
か
？

 
 

・
 
副
知
事
は

20
09

/2
01

0
年
に
、
対
象
と
す
る

9
郡
の

11
9
校
に
予
算
を
配
分
す
る
と
約
束
し
た
。

概
算
予
算
は

Y
ER

55
,9

78
,2

00
で
あ
る
。
予
算
に
は
、

SI
P 

研
修
会
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
、

D
EO

 月
例
会
、
意
識
の
高
揚
に
か
か
わ
る
経
費
、
調
印
式
な
ど
の
経
費
が
含
ま
れ
て
い
る
。

 
・
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
雇
用
さ
れ
た

契
約
教
員

17
2
名
は
教
育
省
に
よ
る
常
勤
雇
用
の
承
認
に
関
し

て
、
ま
だ
確
実
な
返
事
は
も
ら

っ
て
い
な
い
。
タ
イ
ズ
州
知
事
は

12
9
名
の
契
約
教
員
を
常
勤

教
員
と
し
て
受
け
入
れ
る
こ
と

を
約
束
し
た
が
、
今
後
の
継
続
的
な
教
員
雇
用
の
見
通
し
は

た
っ
て
い
な
い
。

  
・
 

SI
P 

活
動

の
た
め
に

、
主
に
プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
期
間
中

、
予
算

は
主
に
、

契
約
教
員

、
新
し

い
教

室
の
建
設
、
教
室
と
ト
イ
レ
の

修
繕
の
経
費
に
使
わ
れ
た
。
そ
の
他
に
、
識
字
と
裁
縫
教
室

の
ト
レ
ー
ナ
ー
の
採
用
、
水
タ
ン

ク
の
購
入
、
通
学
手
段
の
提
供
、
学
校
ラ
ジ
オ
の
購
入
、
学

校
行
事
の
企
画
・
開
催
な
ど
に
も

使
わ
れ
て
い
る
。
州
予
算
の
使
途
制
限
は
、
こ
れ
ら
全
て
の

ニ
ー
ズ
に
制
限
を
与
え
る
可
能
性

が
あ
る
。

  
・
 
生
徒
一
人
一
人
に

Y
ER

20
0
が
、

20
08

年
10

月
頃
か
ら
国
家
計
画
に
よ
っ
て
配
布
さ
れ
る
予

定
で
あ
る
。

 
技
術
面
に
つ
い
て

 
普

及
の

た
め

の
行

政
官

の
能

力
は

十
分
か
？

 
・
 

D
EO

-B
R

ID
G

E
チ
ー
ム
の
能
力

は
十
分
に
強
化
さ
れ
、
チ
ー
ム
は
他
校
や
他
郡
で
、

B
R

ID
G

E
モ
デ
ル
を
普
及
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

 し
か
し
、
今
後
の
普
及
の
た
め
に
は
、
そ
の
技
能
と

知
識
を

 D
EO

 の
他
の
メ
ン
バ

ー
に
移
転
す
る
必
要
が
あ
る
。

  
･
 

G
EO

は
、
今
後
、
国
と
州
政
府
か
ら
配
布
さ
れ
る
学
校
給
付
金
を
運
営
し
、
透
明
性
を
も
っ
た
 

職
務
態
度
に
よ
り
、
州
内
の
学
校
改
善
の
た
め
の
予
算
管
理
能
力
を
高
め
る
必
要
が
あ
る
。
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日時： 2008 年 8 月 2日(土)  19:00 – 21:00 

訪問先：Dr. Mahdi Ali Abdossalm タイズ州教育局長 

訪問者：池田（評価調査団） 

 

■ GED チームの能力強化について 
• GEO チームの４名およびその他の実働部隊に関しては、この 1年４ヶ月（2007 年 4月～）

を通して、JICA 専門家からの手厚い技術移転があり、とくにプロジェクトの予算管理、
計画から実施、モニタリングに至るマネジメント能力が大きく向上した。また、机だけ
ではなく、現場での DEO と SC とのオンサイトの運営能力を学んだ。 

• 加えて、レポーティング能力、会議運営能力が獲得できた。チームで仕事を行う上での
職務態度の向上、規律、時間管理の意義、情報共有の意義などが、日本人の職務態度の
学びを通じて、C/P 間で理解できるようになった。 

• 今後は、この能力を、BRIDGE 普及、他ドナー（ユニセフなど）との業務、自らの DEO の
業務などに活用することができる。また、MOE では、National Program を中学校レベル
の対して行うことも将来的に計画しており、Introductory Workshop を開催したばかり
だが、この際にも BRIDGE で得た能力とノウハウは十分に活用できると思われる。GEO チ
ームのさらなるフォローアップに関して、今は終了時に向けてこれまで学んだ能力をブ
ラッシュアップして自らのものにしている段階なので、その過程においてさらに必要な
能力が自ら把握されるであろう。 

• 今後の持続的な運営については、GEO チームのオーナーシップが生まれ、現在、ガイド
ラインをバイブルのようにして実務にあたっている。来年、新しい 60 校を対象に SIP を
実施していく準備のため、日本人のサポートなしでのワークショップ運営やモニタリン
グ計画策定などを今夏から始めている。 

• GEO チームは出来る限り、現在の体制のまま維持させるよう努力したい。 
 

■ 予算措置について 
• 州予算は、2008/2009 年に関しては、一校につき 230.000R が決定。使途は、SIP で認め

られた全てのアイテムに使用可能（水、維持管理、トイレ建設、教室建設、遠足、意識
改善、オープンデーなど）。「maintenance＆ Cleaning」には限定されてない。送金は、
学校に直接とはいかず、DEO を通して年 2 回（6 月、12 月）に学校口座に振り込まれる
見込み。6月入金の 115,000R を 9月の新学期から学校は活用することができる。 

• 州予算の計画に関しては、タイズ州の関連機関（財務局、副知事など）が何度も会議を
重ね、GEO は交渉を続けてきた。学校への直接送金については、財務局の抵抗が大。 

• GEO と DEO のモニタリングや研修予算として、２009/2010 年には 8,000,000R を州にて確
保する見込み（要再確認）。今度のチャレンジとして、DEO に予算をどのように付けてい
くか、地方のカウンシルなどを説得し関連機関を巻き込んでいく戦略が必要である。直
接送金に対する抵抗勢力との折衝も続いていく。 

 

■ 学校運営の向上、今度の拡大計画について 
• 対象校の学校環境が飛躍的に改善されたことにより、多くの女子とその家族にとって学

校が魅力的なものになり、就学率が伸びた。とくに、女子用のトイレ、教室の整備、水
などの改善が貢献。評判が他地域にも広がったため、他の非対象校は自主的に SC を結成
し、GEO まで請願にくる。DEO、GEO からの呼びかけを待つ状態である。 

• GEO チームは、来年の新規対象校 60 校を先週選定したところ（入手リスト）。フェーズ
１での対象郡３郡から 30 校（それぞれ 10 校ずつ）、新しい３郡から 30 校、前回と同様
のクライテリアのもと男女格差が多い学校を選んだ。 

• 今後は、毎年、60 校ずつ BRIDGE モデル対象校を増やしていく計画。５年後には 300 校
をカバーできる見込み。（予算が問題であるが）上位目標の達成に向ける方向性。 

• BRIDGE モデルを教育省にさらに売り込む予定。本年 10 月に行われる教育省 Evaluation 
Committee （他ドナーも参加）での議論に力をいれたい。 

• タイズの他郡への BRIDGE モデルの普及に関して、コミュニティや住民の女子教育への抵
抗はこれまでと同様に予測されるが、フェーズ１でのアウェアネス活動が奏を成し、他
郡まで学校改善計画の評判が伝わっている現在では、抵抗も最初からかなり少なくなっ
ていると思われる。フェーズ１ほどのアウェアネス活動なしでも、十分に住民参加が図
れるのではないか。まず、学校環境を改善し清潔にし、イベントなどにより学校を魅力
的にすること、また SCによる意思決定を尊重することが、住民にとって参画したい学校
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を具現化し、プロジェクトの成功につながったと認識している。 
 

■ 契約教員について 
• 教育省から昨日、BRIDGE で雇用した１２９名全て正式な教員として雇用するとの返事が

きたところ、高卒の女子教員も正式に教師として認められることとなった。給与は政府
から毎月支払われる見込み。 

• BRIGDE が試行し実現した契約教員雇用のステップを、教育省に対してオーソライズする
ようロビーを続ける予定。地方では、その土地になじみのある女性（男性）教員が、高
卒資格でも魅力的であり、人気もあるということを訴えていく。とくに女性生徒にとっ
て、どのような教師像が魅力的であるのかを、BRIDGE の成功例から伝えていく。 

• 契約教員は、訓練不足であるため、教授法、レッスンプラン作成、教材活用などさらな
るフォローアップ研修が必須である。現在、プロジェクトでは、DEO にて１５日間の研
修を契約教員に対して行っている。しかし、１５日間は短く、さらなる強化が必要。今
後もこの研修予算は確保し続けたい。 

 

■ ガイドラインおよび SIM について 
• ガイドラインは桜井専門家の指導のもと、GEO,DEO、他関連機関などの意見を盛り込み、

４度にわたるワークショップを開催し、改訂を重ねて最大限の良いものが作成された。
これ以上のものはないと自負している。今後の普及にも、また他のプロジェクトにも適
用できる内容である。外部者の視点で、さらなる改善点の指摘があれば、受け入れたい。 

• SC の設置により、住民ニーズが的確に把握でき、住民自らの解決案によって、学校を良
くするシステムがそれぞれの学校で定着した。SIM に沿い、自らが計画を実施し、モニ
ターするまでの能力が学校についた。 

 
■ プロジェクトの優位性について 
• 本プロジェクトは、ユニセフの Child Friendly Project と比較した場合、より住民とコ

ミュニティのニーズを丁寧に拾える計画となっている。また、学校と住民主導の学校改
善というコンセプトは、BRIDGE ならではのものである。 
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日時： 2008 年 8 月 3日(日)  午前 9:30 –12:30、13:30-14:30 

訪問先： Ms.Afaf Makki (タイズ州女子教育部長), Mr.Abdula Ismail (タイズ州教育局住

民参加部長)、 Ms.Khawka Hamoud Wabel (GEO Team Member, Head of follow-up and 

Monitoring Section, Girls Education  Department) 

訪問者：池田（評価調査団） 

 

■ GED チームの能力強化について 
• GEO チームの４名は 2007 年４月より、それぞれ日本人専門家に付き（Afaf =桜井、Abdula=

田中、 Khawla & Yahya＝園田）、徹底的な OJT を受け、プロジェクト運営能力を向上さ
せた。とくにプロジェクトの予算管理、計画から実施、モニタリングに至るマネジメン
ト能力が大きく向上した。トップダウンではなく、ボトムアップのプロジェクト形成と
運営に関しては、本プロジェクトで多くを学んだ。住民参加型の学校運営に現地で関わ
り、住民を巻き込んだ計画、実施、モニタリング能力が強化された。また、女子教育促
進、住民参加促進のために、現場にて関連機関（保健局、情報局、労働局、財務局、Endowment
局など）との連携を行った。連携に関しては、タイズ州の関連機関、ドナーおよび NGO
が集まる Coordination Council にて BRIDGE モデルの理解促進を定期的に図っている。 

• 加えて、レポーティング能力、会議運営能力が獲得できた。チームで仕事を行ううえで
の職務態度の向上、規律、時間管理の意義、情報共有の意義などが、C/P 間で理解でき
るようになった。 

• ニュースレターの作成には、毎回チーム内で担当を分担して記事執筆を行っている。 
• 今後は、この能力を、BRIDGE 普及、他ドナー（ユニセフなど）との業務、自らの DEO の

業務などに活用することができる。 
 

■ 予算措置について 
• 州予算は、2008/2009 年に関しては、一校につき 230,000YER が決定。使途は、SIP で認

められた全てのアイテムに使用可能送金は、学校に直接とはいかず、DEO を通して年 2
回（6月、12 月）に学校口座に振り込まれる見込み。 

• 州予算は「Maintenance & Cleaning」という名目あるが、これはネーミングの問題で、
学校の様々な使途に応じて使うことができる。現況では、学校の SIP の品目として、教
室・トイレ建設、ドア、窓、柵取り付け、机、椅子、掃除用具購入、教師雇用、建設業
者雇用、などが多くみられる。 

• 2007/2008 年には、州から全 BRIDGE 対象校に総額 18,000,000YER、すなわち一校あたり
32,000YER の予算が拠出された。しかし、2008/2009 年は調整により、230,000YER に減
額となった。 

• National Program にて 2008 年 9 月より、全ての学校に学校給付金を給付開始の見込み
であるが、国からの予算がつくことで、州からの年 230,000YER の額に影響が及ぶと思わ
れる。さらに減額になるか、細目が変わるか、今後十分にフォローしていく必要がある。 

• その他に都市部では、学校の資金としては民間企業からの寄付も多いが、対象校では僻
地であるため、今後もこれは期待できない。 

• 今後の課題として、州からの予算が持続的につけるために、様々な活動が必要である。
とくに、学校への直接送金が難しい問題は、仲介に入る関連機関への説得を続け、学校
に 100%が届く方策を考えなければならない。 
 

■ コミュニティへのインパクトについて 
• 女子の就学率が向上し、男女間の格差が減った。男女生徒ともに在学数が増えた。 
• 大人の男女の識字教室が活用され、識字率が上がっている。 
• 裁縫や編物などでスキルを得て、収入向上をはかる女性が生まれた。 
• ファーストエイド研修を行い、緊急な事故に対処することのできる住民が増えた村もあ

る。 
• 女性（母親たち）が学校運営に対して物申すようになった。 
• 怠惰な教師、能力の低い教師に対して、SC からクレームをつけることができるようにな

った。 
• 遅刻、早引け、欠席する教師が減った。（とくに木曜日） 
• 母会からは、力のあるリーダーが生まれ、ドロップアウトした女子生徒がいる場合は、

その家族を訪問し説得するほどの活動を行っている。 
• 校長が、住民の意見を聞くようになった。校長ひとりの肩に掛かっていた責任が SCと住

－93－



 

民に分担され、お互いの協調がはかられた。 
• マクバナ郡では、校長が自ら、少年少女の男女役割分担の変革に対して声をあげ、少年

も家事を手伝い、姉妹の学校入学を助けるようにと呼びかけている。 
• 教師の質の向上、教授法、試験の実施方法、生徒指導、問題解決の改善が行われた。 
• 学校建設や新しい教室（高学年）を住民参加で行っている。 
• 新しい教室の装飾により、学校がより魅力的な場所となった。 
• 学校のイベントや環境改善が、児童を惹きつけ、6 年生までしかない学校では、いつま

でも 6年生に通い続ける生徒もみられる。 
• 貧しさのため、制服や鞄が手に入らないために学校に子どもを送れない家族に対しては、

他の住民が必要な物資を寄付する動きがみられる。 
• 学校を住民の手により改善したプロセｽの中で、住民間の助け合いのネットワーク（70

年代まで存在した Cooperation Council）が再生した村も見受けられる。 
• 学校を清潔に綺麗にする活動が影響し、住民自身の住居環境も改善された。 
• 学校に自らの土地や建物を提供する住民も、プロジェクトの影響で増えている。 
• 女子教育の推進、学校運営の改善を超えて、コミュニティの生活改善まで予想されなか

った効果がみられる。 
• タイズ内の他郡にも、学校改善計画の評判が及び、現在、州内で約７００の SC が自主的

に結成され、BRIDGE の支援を待っている状況である。GEO では、毎年 60校をカバーして
いく計画なので、11 年後にはほぼ全ての学校に届く見込み。 
 

■ 学校運営、コミュミティ参加の成功要因について 
• 何よりも、学校環境を改善したことが、女子生徒の増加に繋がった。トイレや柵の設置

により、女性が学校に通いやすくなった。 
• 黒板、教科書、いすなど学習環境を改善した。 
• 住民たちによる支援として、石、木材、砂、水の提供、建設労働力の提供が挙げられる。

SC の設置により、住民の学校貢献への意欲を増進させることができた。 
• 学校に木を植えるキャンペーンは、自らの苗木を学校に寄付し、水を与え名前を付ける

ことで、学校との一体感を促進した。 
• 学校を魅力的にするために、イエメン人が好きなイベントを増やし、遠足、競技、表彰

式、オープンデーなどを設けた。特に優秀な生徒とその家族、母親への表彰は効果が上
がっている。 

• ラジオ、宗教的リーダーを通じた、女子教育促進のイスラムキャンペーンの効果が大で
ある。 
 

■ 契約教員について 
• 教育省から昨日、BRIDGE で雇用した 129 名全て正式な教員として雇用するとの返事がき

たところ。高卒の女子教員のみならず、地元の男性教員も住民に人気が高い。 
• 契約教員の正規雇用に関しては、州の関連機関（財務局、Department of Civil Service, 

Administrative Office, Local Council Secretary General など）を巻き込んで、度重
なるロビーを行ってきた。Sofitel Hotel で毎年開催する Cerebration Workshop も州の
関係者間の理解促進に役立った。 

• BRIGDE が試行し実現した契約教員雇用のシステムは、全イエメンに普及可能だと自負し
ている。教育省が始める National Program for School Support において、BRIDGE 方式
はドラフトとして使われる見込み。このプログラムは Southern Governorate をターゲッ
トに、スタートすると聞いている。 

• BRIDGE の契約教員には最大で月々約 15,000YER の給与が払われてきた。今後、正規職員
と認められれば、給与は上がることが見込まれる。 

• UNICEF の Child Friendly Program では、タイズ州内の対象校で雇用された契約教員 60
名は、同プロジェクトで 3 年間勤めた場合、国家の正規職員と認められる、ということ
が、教育省とプロジェクト間で書面にて約束されている。このように最初に取り決めを
行う手法は、BRIDGE も学べる点である（同プロジェクトのタイズ州内の対象郡別契約教
員数：Haifan 10, Mokha 30, Mawza 20）。また、この契約教員に対して、UNCEF はタイ
ズ州内にて 64 日間に渡る強化研修（全教科の教授法のアップデート）を行っており、教
員へのフォローアップは充実していると思われる。また、月給（約 100 US＄）は教師の
郵便口座に直接送金している。 
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■ ガイドラインおよびエンドライン調査について 
• ガイドラインは桜井専門家の指導のもと、GEO,DEO、他関連機関などの意見を盛り込み、

事実と成功例に基づいた充実したものとなっている。現在、ガイドラインを使いながら
ワークショップ実施を計画中であるが、とくに不機能な部分は見つからない。対象校に
も送り、内容のフィードバックを求めているところなので、８月上旬には学校からの意
見も反映できる予定。また、新規校のいくつかにもガイドラインを送ったが、評判は良
い。専門家の指導のもと、暗記できるくらいに、内容を自分のものにしているところで
ある。とくに、JICA が去ってから自分たちだけで全てを運営することを自覚し、何を聞
かれても応えられるほど咀嚼しなければならないと思っている。 

• 2008 年 7月の Annual Refreshment Workshop は、日本人の手を借りず GEO チームと所内
の実働チームとともに全て運営することができた。GEO チームは全業務の 70％を BRIDGE
プロジェクトの業務に当て、オーナーシップの確立を目指して、残りの半年に望む意欲
である。 

• エンドライン調査の現況については、GEO チームは十分に把握していない。 
 

■ プロジェクトの優位性について 
• 住民が自分の問題を自ら解決し、ボトムアップで学校改善を行ったのは、イエメン初の

試みである。コミュニティが上の指示や供与に頼るのではなく、自分で自分の問題を解
決できると感じた自信は大きい。 

• Mokha,Dabab 郡での達成度を他の普及に向けての良好事例としていけよう。 
• UNICEF の Child Friendly Program と比較した場合、BRIDGE は SC,DEO,GEO とボトムか

らの能力強化研修をとくに手厚く行ったといえる。UNICEF のほうは、5 州を対象として
おり（Taiz, Ibb, Lahj, Dhale, Hoddeidah）、それぞれの州の自主性に任せ、かつトッ
プダウンの色合いが強い。 

• UNICEF の Child Friendly Program で雇われた契約教員は、大卒が多く、州の人材発掘
機関で選ばれ、赴任校へ派遣されるというかたち。一方、BRIDGE は村や地域で、高卒レ
ベルの地域に馴染んだ人材を雇用し、より地域に根付いた教員育成を目指している。 

• 一方、教員の質に関しては、UNICEF 教員のほうが教育も高く、また強化研修を徹底的に
受けていることもあり、BRIDGE に比べて優秀なのではないか。UNICEF の方式から学べる
ところも多い。 
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日時：2008 年 8月 10 日（日）10:00－12：30 （研修は 9時から実施） 

訪問先：郡計画ワークショップ（Al Salah, Maqbanah） 

訪問者：水野、池田、徳田（評価調査団）、首藤（イエメン駐在員事務所）、倉並総括（BRIDGE） 

 

■ 研修の流れ 

• 研修は全体で 3日間のプログラムとなっており、プロジェクトで開発した BRIDGE ガイド

ラインの一部である、“School Improvement Manual for School Committee（SIM）”をテ

キストとして使用している。研修 1 日目は学校委員会向けの研修である。以下の 3 名の

DEO メンバーが研修トレーナーとなった。 

  Mr. Ahmad Haza, Director of DEO 
  Mr. Abdulrahman Al Maqdashi, Head of Education Department, DEO 
  Ms. Hana’a Awadh, Head of Girls’ Education and Community Participation 

    なお、GEO からの参加はなかった。 

 

• 研修 1日目の流れは以下の通り。 

 テキストとなる SIM の構成の説明 

 Chapter1: BRIDGE プロジェクトとは何か、学校委員会が果たすべき役割の説明 

 Chapter2: 学校改善計画（School Improvement Plan: SIP）の理解と、それに関連

する演習（STEP 1-6） 

 

• 研修では、以下のような手法を使用している。 

 内容について、SIM に沿った形で、トレーナーである DEO スタッフが説明。 

 SIM の事例の部分は、研修受講生である学校委員会のメンバーが音読。 

 SIM に沿って、演習を実施。演習では、学校委員会毎にグループを組み、グループ

ワークを実施。その後、グループワークの成果を全員の前で発表。 

 

■ 学校委員会メンバーからの聞き取り 

• BRIDGE のどのような活動によって、学校が改善されたか？ 

   教室建設、学校環境の改善 

   契約教員の雇用 

   DEO や学校委員会のメンバーの能力強化 

   女子教育啓発キャンペーンやコミュニティ内の会合を通した啓発活動 

   プロジェクトソングや宗教メッセージを収録したカセットテープの配布 

   女性向けの識字教室や裁縫教室 

 

• BRIDGE により、学校委員会として改善された能力は？ 

 学校改善計画の実施状況に関する DEO への報告能力が向上した。 

 

• 先生に関しては、どのように評価しているか？ 

  女子生徒にとっては、女性教員の方が意見を言いやすい。 

  男性教員であっても、地元出身者であれば、コミュニティに受け入れられている。 

  契約教員には満足している。契約教員がいなくなったら、学校を閉校するしかない。 

  村に高学歴の女性がいないため、正規教員の学歴を満たす先生を見つけられない。 

 

• 学校委員会として抱えている課題は何か？ 

 契約教員を今後も継続して雇用し続けることが可能か。 

 学校交付金がなくなったり、減額になったりする場合には、学校委員会や住民のモ

チベーションも下がることが予想される。 

 近隣に G6以上の学校がないため、特に女子は G7以上の進学が難しい。 

－96－



 

 BRIDGE の就学促進により、児童数が増加したため、G1-6 の教室が足りない。また、

男女別の教室を確保することがスペースの関係上、難しい。 

 

• SIM の使いやすさはどうか？ 

 使いやすく、内容の理解は難しくない。 

 SIM により、校長と学校委員会のそれぞれの役割が明確になった。 
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日時：2008 年 8月 11 日（月）9:00－12：30 

訪問先：郡計画ワークショップ（Al Shahead Al Bahr, Mawiiyah） 

訪問者：水野、徳田（評価調査団）、首藤（イエメン駐在員事務所）、倉並総括（BRIDGE） 

 

■ 研修の流れ 

• プロジェクトで開発したガイドラインの一部である、“School Improvement Manual for 

School Committee（SIM）”をテキストとして使用。研修 2日目は校長向けの研修であり、

9校から11名の校長と副校長が出席した。以下の3名がDEOの研修トレーナーとなった。 

 Mr. Hassan Saleh Al-Jambali, Head of DEO 

 Mr. Mujeeb Hassan Saleh, Deputy Head of DEO, Head of Exams Division, DEO 

 Ms. Asia, Head of Girls’ Education Division, DEO （元教員） 

    その他、GEO からも Ms. Khawka Hamoud Wabel (Head of Follow-up and Monitoring Section, 

Girls Education Department)が参加した。 

 

• 研修 2日目の流れは以下の通り。 

 Chapter2: 学校改善計画（School Improvement Plan: SIP）の理解と関連する演習

（STEP 7: セクション 2「教育の質」）。具体的には、教育の質に関する定義の確認、

教育の質の改善につながった事例の紹介、学校訪問報告書についての理解、各校に

おいて課題となっている事項の抽出や改善の優先順位付け、学校改善計画の策定演

習が行われた。 

 

• 研修では、以下のような手法を使用している。 

 内容について、SIM に沿った形で、トレーナーである DEO スタッフが説明。DEO は

SIM 以外に、予め様々なフラッシュ教材を準備しており、研修の中でそれらを効果

的に提示し、研修受講者の理解促進に努めている。 

 SIM の事例の部分は、研修受講者である校長が音読。 

 SIM に沿って、各校長がそれぞれ演習を実施。その後、各自が演習したものを全員

の前で発表。発表内容に対し、校長同士が意見を言い合う場面もあった。 

 

■ Head of DEO からの聞き取り 

• DEO には 22 名の administration 担当のスタッフと 60名の視学官（inspector）がいる。 

• 郡内には 76 校あり、そのうち 52 校が基礎教育校（G1-9）、残りの 24 校が中学校までカ

バーされた学校（G1-12）である。 

• DEOの運営資金として配賦されるのは年間約500ドルだけである。各DEOへの配賦金は、

基本的に各郡に均等に割り当てられる。DEO 間での金額の違いは、学生数によって試験

用紙などの試験に掛かる予算が異なる程度である。 

• DEO の中で BRIDGE に従事しているのは、自分（Head of DEO）を含めた 3 名のスタッフ

のみである。日常的に学校を視察している 60 名の視学官は、BRIDGE の実施メンバーに

はなっていない。 

• BRIDGE で得た知識や技術は、視学官や他の DEO スタッフにも共有している。例えば、

BRIDGE を通じて学んだ学校啓発活動を、プロジェクトの非対象校においても、視察官が

実施促進している。 

• 視学官は、毎週水曜日に DEO に集合し、会議を実施しているが、それ以外の日は各自、

学校訪問を行っている。 

• 視学官も BRIDGE の研修を受講できるようにしてほしい。それが難しい場合には、BRIDGE

の実施メンバーの 3名が視学官に対する研修を実施することも技術的には可能である。 

 

 

以上 
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日時：2008 年 8月 16 日（土）10:50－12：00 

訪問先：Mr. Mansure, Head of Technical Office, MoE 

訪問者：水野、池田、徳田（評価調査団）、首藤（イエメン駐在員事務所） 

 

■ BRIDGE に対する評価 

• 教育省による National Program の計画段階において、BRIDGE の経験から多くを学

んでいる。タイズ州の経験は非常に貴重であり、BRIDGE から National Program に

活かせるアイデアを数多く得られた。BRIDGE の経験から、学校が何を必要としてい

るかが分かった。 

• 但し、UNICEF の Child-friendly school program など、類似プロジェクトとの統合

を検討する必要がある。統合して、他州に拡大させたい。 

• BRIDGE のガイドラインの内容は素晴らしい。ガイドラインの活用も拡大させたい。 

• 学校運営資金を直接、各学校に送金するというのは、イエメンでは初めての試みで

あった。学校運営に住民参加を取り入れ、学校委員会自らによるモニタリングと評

価を行うなど、学校改善への新しいアプローチであった。 

 

■ 教育省による学校交付金（National Program for School-based Improvement）の考え方 

• Cabinet Decree によると、すべての学校は運営資金を得るべきである、としている。 

• 授業料廃止により、学校は学校運営資金を得られなくなった。学校運営資金が必要

な学校に、どう予算を割り当てて支給するか、これまで検討してきた。 

• 教育省は、現在、学校に直接送金する方法を検討中であり、特に最初の半年間につ

いて財務省と協議を重ねている。各学校は郵便局に口座を開設し、資金は直接教育

省から送金する。田舎であっても郵便局は存在し、また教員給与も郵便局で受け取

るため、銀行よりも便利である。なお、学校への送金は年 3回に分けて行う。 

• 主な使途としては、試験にかかる経費、教科書運搬費、文房具、資料のコピー代な

ど。初年度は、学校環境の改善や事務手続きの資金に使われることが想定される。 

• 2008/09 年度は初年度であるため、実施しながら、現場の経験を吸い上げる必要が

ある。初年度の経験や成果を評価し、翌年度以降の実施に反映させたい。 

• 特に、学校交付金のメカニズムがきちんと動いているか、学校がどう運営資金を活

用しているか、モニタリングをしていきたい。 

 

■ 教育省による学校交付金の金額について 

 500 人以下の基礎教育学校（G1-9）：60,000YER 

 中学校（G10-12）：100,000YER 

 基礎教育学校＋中学校：90,000YER 

• 全国分の上限は 950millionYER であり、生徒一人当たりに換算すると約 200YER であ

る。 

• 今年度は試行なので、小額で実施し、うまく動くことを財務省に証明できれば、来

年度以降は金額を増やせる可能性が高い。 

 

■ 地方における教員確保の課題について 

• 教育省としても、BEDS の施策として、へき地に女性教員を配置するための方策を検

討している。例えば、夫婦ともに教員の場合、夫婦で同じ地域に配置したり、中卒

（G12 卒）の女性を教員研修後に正規採用したりしている。 

• 女性教員へのインセンティブとして、例えば住宅手当などの僻地手当を検討してい

る。 

• UNICEF が地元出身の女性教員 1,000 人を契約教員として雇用し、3 年間の契約期間

中に現職教員研修を行い、3 年後には正規教員として採用される、というプログラ

ムを実施している。 
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日時：2008 年 8月 16 日（土）①12:40－13：50、②15：00－16：00 

訪問先：①Dr. Al-Arashi, BEDP Coordinator、②Mr. Nomura, Education Economist Consultant 

訪問者：水野、池田、徳田（評価調査団） 

 

■ BEDP について 

• ドナー構成は、オランダ、DFID、WB、KfW だが、前者 2 団体は同じアカウントを持

ち、後者はそれぞれ別々のアカウントを保持しているため、バスケットファンド方

式ではない。BEDP の年間計画の各活動に対し、誰が何に対して資金協力するかを決

定し、分担する方式を採っている。 

• 現在、新規で Secondary Education Project を実施計画中であり、議会により承認

されれば、今年 11 月頃より開始予定。WSI に似たアプローチであり、9州の 90 校を

対象に実施する予定。予算規模は 103millionUSD。 

• FTI と BEDP は現時点では全く別のプログラムである。但し、FTI でも BEDP の女性契

約教員の事業（後述）を真似て、1,000 人の教員雇用を行うという計画がある。 

• BEDP は教育省による BEDS の実施を支援するというスタンスであり、実施者はあく

までも教育省である。BEDPは教育省に適切なアドバイスをする、という関係である。 

 

■ BEDP-WSI の進捗について 

• WSI の実施マニュアルは開発済み。PADECO がドラフトマニュアルを作成し、BRIDGE

チームの団員であった Emily が個人コンサルタントとして、完成させた。 

• 2 州（Hadramaut, Al Mahwit）の 6郡、計 60 校をパイロットとして実施予定である

が、学校交付金は新年度（今年 9月）から開始する予定である。教育省、GEO、DEO、

校長、父会・母会を対象とした研修は既に実施済みである。 

• 60 校への学校交付金の総額は年間 100,000 ドルを予定。各校への送金額は学校のニ

ーズにより異なるが、一校平均は約 1,600 ドルとなる。 

• 各学校は郵便局に口座を持ち、教育省の口座から直接送金される。 

• 今後 3 年間は同じ 60 校を対象に実施する予定。その後の拡大は、BEDP ドナーから

の資金次第であるため、未定である。 

 

■ 他の BEDP プロジェクトについて 

• Conditional Cash Transfer (CCT) を 2007 年 2月から実施している。現在、ラヘジ

州の 210 校にて実施している。G4 以上の女子生徒に対し、80％以上の出席率を条件

に、一人当たり 30 ドル（G4-6）～40 ドル(G7-9)の奨学金が支払われる。また、試

験の成績が優秀であれば、さらに 5 ドルの追加がある。G4 の女子が G9 を卒業する

までの 7 年間（1 年間の留年猶予期間を含む）、継続して行うことを予定している。

ホデイダ州では、CCT のインパクト調査を今年の 9 月より実施予定である。予算は

400,000 ドルで、2年間かけて調査を実施する予定。なお、教育省の CCT への反応は

芳しくないが、保健省および計画省が、貧困削減の観点より CCT 活用の可能性に対

して関心を示している。 

• 女性契約教員の雇用に関しては、UNICEF との共同事業として、2007/08 年度より合

計 1,000 人の女性教員を雇用している(うち、世銀は 4州で 550 人を雇用、来年度は

700 人に増やすことを検討)。3 年間の契約期間後の正規雇用に関しては、人事院と

教育省間で MoU を結んでいる。中卒（G12）が学歴上の条件であり、雇用された女性

は、結婚等の理由でその土地を離れないことも条件となっている。毎年、夏休み期

間に 3ヶ月間の研修を受講し、3年間で 9ヶ月間の研修を終えて、3年後には正規採

用教員となる。契約教員研修は DEO や GEO のスーパーバイザー/視学官が実施してい

る。契約期間の教員給与は月 100 ドルであり、正規教員の給与よりは若干低めに設

定されている。 
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■ 教育省の学校交付金制度と BEDP-WSI, BRIDGE, UNICEF の統合の可能性 

• JICA, BEDP, UNICEF は教育省の政策に沿って協調し、プログラムを一本化するべき

である。 

• 教育省による予算措置が可能で、また技術的にも継続的に運営できるプログラム内

容にしていく必要がある。 

• ドナーによって日当の金額や日当支払いの考え方が異なるため、共通の基準を設け

る必要がある。 

• BRIDGE と WSI の決定的な違いは、WSI では SIP の活動の中で人件費を認めていない

ことである。BRIDGE2 では、契約教員を SIP に含めないことにすれば、WSI との統合

はさほど難しくないのではないか。 

• もし JICA が BEDP に参加するならば、それを歓迎するが、JICA の事務手続きコスト

が高くないこと（BEDP の手続きの流れ以外に、別の報告書等の提出を求めないこと）

が条件となる。 

• プログラムの統合において、JICAから教育省付のアドバイザーを派遣する場合には、

他ドナーとの協調が不可欠である（専門家派遣の妥当性をドナーコミュニティに説

明し、TOR が受け入れられる必要がある）。 

 

■ BRIDGE に対する評価 

• BRIDGE は、事務コストが高い印象を持っている。プロジェクトに関わるスタッフの

数を減らす必要があるのではないか（Dr. Al-Arashi）。 

• BRIDGE ガイドラインは、良い意味で「日本的」で、きめ細かく、分かりやすい内容

になっている。他方、モニタリングに関しては、誰が何をすべきかが曖昧に思われ

る。世銀の視点からすると、プロセスの透明性をどう確保するのかが分かりにくい。

視学官が年 3-4 回、各学校を視察することになっているため、視学官による評価を

有効に取り入れてはどうか（Mr. Nomura）。 

 

以上 
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